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地域社会変動構造把握に関する

基礎的分析方法 (中〉

一一一北権道地域社会の実態分析をもとにした地域社会学的研究

Perspectives in the Analysis of Regional Social Structure 

布

岩

JII 

自

序主主 問題の提起

第 1主主 地域構造と人口変動構造

第 1節人口分析からみた地域社会変動構造

第2節北海道の人口変動 1 一人口増減率か

らみた分析一

第3節北海道の人口変動 2 一人口変動類型

をとおしてみた分析ー

第4節北海道における人口変動の構造的特質

第2意地域社会議総織の資本主義的分解・発展の

構造

第1節地域社会務組織と生活の論理

第2節 食業主主産組織体における資本主義的分解

・発展の構造

〈以上〈上〉所l反〉

第3節 都市的主主jlf.結節言者機関における分解・

発展の構造

小序 問題の所在と限定

l 問題の所夜

2 分析の限界

第 I項全濁的にみた都市的生産・結節議機関

の資本主義的分解・発展の型

1 全体的・区祝的言者特徴について

2 従業員殺模別都市的事業体の構成比

の変容

施

域

林

崎

鉄 治

之

甫

実

b
fル

次

3 都市・農村部別の都市約諸機関の伸

びにおける言者特徴

4 市部・郡部関連の都市的諸機関の伸

びの構造

5 市部・郡部関連・従業員規模別都市

的諸機関の資本主義的分解・発展の構

造

第2項都市的生産・結節諸機関の資本主義的

分解・発展の型における諮特性

1 都市約集積と都市的諸機関の資本主

義的分解・発渓の型

2 地域住民生活と都市的諸機関の資本

主義的分解・発展の主主

第4節北海道地域社会における都市的諸機関の

資本主義的分解・発展の構造

第 l項従業員規模別にみた都市的諸機関の構

成比の変化

第2項都市的生産・結節諸機関の資本主義的

分解・発展の裂

1 都市的議機関の分解・発展の裂と都

市的諸機関の増減及び人口変動類型と

の関連

2 地域的(都市・農村別〉にみた都市

的諸機関の分解・発展の特徴

- 57-



教育学部紀要第21号

3 都市的諸機関の資本主義的分解・~ 北海道地域社会の変動 E 

主主裂と産業部門との関迷 小序はじめに

第5節都市的言者機関就業者の構造変動からみた 第1項主主主芸部門別にみた就業形態と就業者潟

北海道地域社会の変動 I 性

第l項類型特性把握の前提 1 就業形態と産業部門

第2項 就業者総数の増減からみた類型特性 2 年齢階箆を中心とした就業者E毒性

第 3~民地域別にみた類型分布 第2項類型特性と就業者E毒殺との潟連

第4宅資産業部門別にみた類型特性 後記

第5項就労形態からみた類型特性 (以下次号〉

第6節 都市的諸機関車走業者の構造変容からみた

概 要

この論文は，すで?こ本紀要19-iまに公表した同名論文の続論である O しかし，本稿は(中〉として位援づけられてい

るO

そもそも本論文における主張はおよそ次のように整理される。第 1は，これまでわが留の社会学の中においては独

自の領域をもつものとして，かかる領域は，食村社会学，また都市社会学として都市・農村と二分法的に分類されて

学問的にも発展してきたが，かかる二分法的発想はあきらかに現状に相応するものではなく，それ放，農村一都市を

含めた地域社会学的発想での現状分析が必要で、あるということ，しかもそれは単に発想ではなしに方法論としても必

要であるということ。

第21土，そのさい，すでに農村社会学がその農村社会分析のさい基底的にその分析領域の中に位置づけている f農

民隠分解」の視角，つまりこれまでわが爵の都市社会学者の都市分析の視角の中には，少数の先駆的研究者を除いて

は，その射程にはおさめられてはいなかった領域を含めて(これは当然のことながら社会科学の発展の中ではその射

程領域の中には含められなければならぬものである)，すなわち，都市一農村剖s関連における総体としての地域社会

変動を，まさに上述の観点から統一的に抱援したし、とL寸志向にもとづいている。かかる研究領域が不可欠に必要で

あるということ。

第3に，かかる観点から，われわれは都市的諸機関の資本主義的分解・発展とL、うノミターンを本稿において設定し

たということ。そして，本稿においては(上〉でわれわれが分析した諸成果のうえにのって，都市的諸機関の資本主

義的分解発展のパターンをあきらかにしているということ。

第4に，こうした試みは従前なかっただけに，本橋においては，われわれはまず，全国的レベルでの市部一郡部関

連のその構造告を分析する中で，われわれの分析方法自体の有効性をあきらかにし，ついで北海道地域社会の分析に，

われわれはその分析の焦点をうつしている。そこにおいて，われわれは全国レベルでの分析においては，あえてふれ

なかった，すなわち第5節，第§節で明らかなような都市的議機関就業者のE毒性レベルにまで，その分析射程をふか

めた。

第5に，かように本稿においてわれわれが分析した諸点は，従官官，社会科学者において，いわゆる，地域の階級構

成の変化として，さらにまた相対的過剰人口論にもとづいて，とりわけ経済学者において多々論議されてきた領域で

ある。しかしながら，本橋においてはこうした諸点を，社会学的に，教育社会学的に明らかにしようとすることを志

向している。われわれは，社会学的アプ Pーチも，当然のことながら，経済学的アプ口一チと同様に，社会科学的で

あらねばならぬと考えている。

第六に， J二述の意味で本稿においてわれわれが明らかにした諸点は，われわれの方法論にもとづくファインディン

グであると考えているが，われわれは(下〉において，あらたなる現状分析を加えて，総括的に結論を加えたいと考

えているO
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地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法(中〉

第 2 地域社会諸組織の資本主義

的分解・発展の構造

第 3節都市的生産・結節諸機関におけ

る分解・発展の構造

小序問題の所在と限定

前節において，われわれは，北海道地域社会における

幾氏周分解の型とそこにおける諸問題についてふれてき

た。本節では燦業生産組織を除くいわゆる都市的諸機関

の資本主義的分解・発展の諸特徴について分析しよう。

そのさい，われわれは，まず，すでに序章で述べてきた

ようにこうした観点からの分析祝角が従前なかっただけ

に，こうした分析視角それ自体のもつ意義と，またこう

した分析視角を採用するにさいしての，われわれの採用

した分析方法について，あらかじめふれておく必要があ

ろう。 0)

1 問題の所主E

われわれは，地域社会の構造変動分析にさいして，そ

の地域社会自体を，都市と農村を，それ自身含んだ統一

的なものとして把援するとしヴ視点に立っているO そし

て，その地域社会といわれる実態は，しばしば行政区酒

をもって把復されるものではあるけれども，より正確に

は，政治それ自身が，経済法則によって規定されている

以上，特定都市を中核として構成された NodalRegion 

の変容 (Region1 )として，またいわゆる労働市場額の

変容 (RegionII)として把握される必要がある。しかし

考えてみると，こうした地域といわれるものは，それ自

身，人びとの生活の営みとしてひとつの地域的統一性を

もつものとして存在しているという事実につきあたる。

しかも，その統一性はそれ自身の階級構成の変化をたゆ

まず伴いながら自らの潟地伎をそれ自身止揚するものと

して，より広域的なものへと発E毒するものとして把擬さ

れるが放に，一定の意味をもつものとして，われわれに

与えられている。しかも，それは，今日のわが箇におい

ては，高度に発達した国独資体制下における経済法郊に

よって規定され，それ自身不均等な地域発展をしめすも

のとして存在・運動している。

かような形で現に発展・変容しつつある地域社会とい

われる実態の変容を，本穏では，より具体的に地域それ

自体が有する言者生産機関および結節機潟，そして人びと

- 59 

の生活の社会的再生産の基底である家族の変容に焦点を

あわせて捉えようと考えている。そして，ヌド節で照題と

するのは，このうち，都市的生産・結節機関の資本主義

的分解・発践の問題である。このさい，まず問題となる

のは，差是業生産量級織に関しては，すでに社会学者も採用

しているいわゆる幾民層の分解とL、う視角からの切り込

みによって，こう Ltこ分析視角は明確にされてL、ると考

えられるが，都市的生産・結節機関および，そこでの従

業者が形成する都市家族のかかる意味での資本主義的分

解・発展の構造を把握するさいの分析方法が未だ確立さ

れていないとL、う問題である。(2¥

考えてみるならば，前述の Region1また RegionII 

といわれるレベルにおける地域的統一位の資本主義的変

容・発展も，それぞれの地域単位における，かかる意味

での生産・結節機関の資本主義的分解・発展の結果とし

て与えられているということが明らかとなろう。そして

また，それぞれの地域における家族の存在・運動形態も

かかる意味での地域単位の生産・結節機関の資本主義的

分解・発肢のいわば従属変数として，その外枠をあたえ

られていることは事実であろう。そしてまた，それぞれ

の地域における，階級構成の変化も，したがってまた潜

在的・流動的・停滞的の三三形態に分けて把鐙されると

ころの，いわゆる相対的過剰人口の存在形態も，基底的

に，こうした意味で、の地域の諸生産・結節機関の資本主

義的分解・発展によって規定されるものと考えることが

できる。また，従業員規模別に製造業を伊jにとって，そ

の階梯ごとの付加価儀若手，また現金給与支出額をみるな

らば，それは表 3-1~表 3-2の如くであり，製造業

においても，その従業員規模lJljの格差が存することは明

らかであろう。また，都道府県単位に従業員 1人当たり付

加価績額をみても，さらに 1i生殺あたり消費支出額をみ

ても，表3-3のように，そこには大きな格差が存する。

現段階における高度に発達した日本資本主義の経済法

則はいま製造業で例をみた如く，そしてまた 1役務あた

り消費支出額で、例をみたま日く，具体的に著しい地域防不

均等発展，すなわち少なくとも，従業員規模別で、みた場

合の生産組織体の粉遼に相応した付加価値額の籾遼，当

然に現金給与額の相違，さらに l世帯あたりの消費生活

水準の相違となって現象しているということを知らなけ

ればならない。

ところで，かような形での，都市的諸機関の，少なく

とも従業員規模別で、みた場合の不均等発渓そのものは，

同時に，いわば必然的にその不均等発展を現に統けてい

る諸機関にその生霊長の場をえている人びとにとっては，

その階級的矛盾のあらわれ方の相違を，したがって，ま



表 3-1

S 35 年

40 

45 

教育学部紀要第21号

製造業一人当り規模別・年次男Ij付加価値額 (~立 100円 j

300人以上

10，233 

14，617 

31，589 

(出所通商産業大臣官房調査『工業統計表』昭45年)

表 3-2 製造業一人当り規模湾IJ・年次汚IJ現金給与額 (単位 100円)

「一一一一一一一
300人以上

S 35 

40 

45 

年 3，178 

5，144 

9，801 

(出所向上表 昭45年)

(注なお，ここで従業者というのは，常用労働者数と個人事業主および家族従業者数との合計である。)

た，その階級的矛盾の受けとめ方の相違を，またその矛

盾のll:揚のさいの運動自擦それ自身の相違を示している

といわなければならなし、。ここには，明らかにそれぞれ

の地域の階級構成自体のもつ，したがってまた地域社会

a体がもっ，その住民の金生活行為における価値基準
を含めての生活過程それ自身の松途が，したがってまた

社会構造の不均等発展の構造が表現せられているといわ

なければならない。そうした構造の上に立って，その構

造が現に有する矛盾の止揚過程が，全体社会における生

産力水準の発展に伴って，現に展開せられているという

ことを知る必要がある。

すでにマルクスが指摘しているように(3)人びとの

不断の労働行為の営み自体は，その社会がたとえ階級社

会下状況にあるにせよ，その社会全体としての生産力水

準を発援せざるをえない。そのことの中で，上述の地域

社会自体のもつ諮産業総織の構成変化が現に地域的不均

等発展として， (同時に産業間不均等発展の構造をもつ

ことはいうまでもないが〉現象せられ，また地域の階級

構成はたゆまず変容している。そして，そのことの中

で，人びとはその階級的矛盾の止揚を局地的な運動と

してではなしに，ますます広範な人びとと結びついて展

関するものとして現に存在してL、る。現段階の日本にお

ける主婆なる階級の対立点が，霊童労働者階級と資本家階

級の間にあることはいうまでもないが，しかし，マルク

スが階級それ自体を切らかに，全体社会における生産

力発展のいわば従属変数として，それ自身，歴史的に規

定され変容するものとして，それ放にこそ自らをもll:

揚せざる苦とえないものとして把握していたということを

われわれは看過してはならない。昭和30年代にいわれ

た，いわゆる!日中間j替の没洛と新中問題としてのホワイ

表 3-3 都道府県別従業員一人巡り付加

{磁値額と一世帯当り消費支出額

値員りS1額4一付5従人加業当価

II 一世

肺野帯費支当出り額消

S44 
万円/年 円m

北海道 181 63，261 三議 218 66，058 

青森 127 55，670 滋賀 182 65，839 

務手 139 58，556 京都 202 73，391 

宮城 134 61，408 大阪 254 73，971 

秋出 122 61，567 兵庫 233 73，351 

山形 104 61，261 奈良 222 67，084 

福島 117 59，408 和歌山 246 67，009 

茨城 184 66，015 鳥取 109 60，804 

栃木 186 65，811 島根 107 60，295 

群馬 160 68，793 関山 210 64，652 

埼玉 223 71，936 広島 212 69，585 

千葉 259 75，689 山口 295 61，601 

東京 237 80，783 徳島 132 59，932 

神奈川 320 77，130 香川 147 62，724 

新潟 155 67，840 愛媛 235 59，037 

富山 180 64，359 高知 127 60，790 

石 )11 147 67，338 福岡 191 64，614 

福井 129 62，882 佐賀 129 56，058 

山梨 125 55，561 長崎 156 54，653 

長野 142 66，410 熊本 125 58，140 

岐阜 146 60，734 大分 190 55，352 

静岡 211 68，873 宮崎 831 57，680 

愛知 213 70，611 鹿児島 110 50，273 

資料出所

z 工業統計，昭和45年
II 全国消費実態調査，昭和45年
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治域社会変動構造把握に5号する基礎的分析方法(中〉

トカラ…の創出という現実も，かかる綴点に立ってはじ

めて理解可能になるものと考えられるO そして，このい

わゆるホワイトカラーの出現は，たしかに高度に発渓し

た資本主義体鍛にみあった階層構成への現実的変化を端

的に示すものであるけれども，ホワイトカラーとしての

新中間層もそれは決して新なる階級の出現を意味するも

のではなく，一擦りの資本家階級に属するものを除いて

は，従前とは異なった労働形態をもっ賃労働者階級のあ

らたなる歴史的存在形態として出現していることが切ら

かになった現在，われわれは，さらに，こうしたホワイ

トカラー爆を含めた賃労働者あるいは，いわゆる自営業

主腐をふくめた療の歴史的存在・発展形態を事実にそっ

て切らかにしなければならないと考える。 ω〉

このさL、，われわれは，本稿においては，何よりもま

ず，かような形での，全体社会における生産力水準の発

展にともなった階級構成の変化をその基底的レベルにお

いて規定するそれ自身地域的不均等発践を示す，それ故

に地域自体の構造をまさに構造として変容せしめざるを

えない産業組織の変化，またそれと当然に関連した地域

住民の生活の社会的再生産過程の構造的変化をともなう

諸組織(家族，各種地域級織，組合など)などの生業・

生活組織の資本主義的分解・発渓の裂の解明，しかも，

現段階における民本資本主義経済の発展の中で，その地

域ごとの社会構造の変化をまさに基底的にもたらすかか

る諸組織の資本主義的分解・発展の解明に，その焦点を

すえた。そこで本節で明らかにするのは，そのうちの都

市的諸機関，すなわち都市的生産・絵節機関に関する諸

問題である。

2 分析の限界

ところで，かかるアプローチからの分析方法を具体的

にとるにさいして，われわれは「事業所統計jを基勃に

すえて，都市的言語機関の従業員規模別の変容をその資料

として用いることにした。従業員規模別にみて兵体的に

全国の各地域の都市的諸機関は一体，いかなる変容過程

を現にとりつつあるのか，そしてとりわけ，本稿におい

て，かかる分析方法を採用するに際しての，その有効性

を検証する意味で，その分析対象として用いた北海道地

域社会において，カかミかる

か。こうしTたこ点点、の解拐卵iにこ本稿の焦点はおかれている。

しかし，そのことの結果として，幾つかの限界が分析

資料それ自体の中にあることを次にふれておかなければ

ならなし、。その中でとりわけ大きな限界は，本稿では，

前述のように，各地域ごとの，すなわち，第1項の全国

レベノレでの問題点提起にさいしては，都道府県単位の，

そして第2項以下にみる北海道地域での分析において

は， 215市町村単位の都市的諸機関の資本主義的分解・

発展パターンを分析している。したがって現段階におい

て独占資本が各地域に，その支社，工場あるいは支所，

出張所を創設しつつあるその構造が，ここでは分析枠の

外におかれているということであろう。かかる点の分析

は，われわれは別稿をもって切らかにしたいと考えて

Lるo(5)第二に，われわれがふれなければならない点

は，本橋においては， r事業所統計Jまた「恩勢認査J
そして「工業統計Jr商業統計Jr全国治変実態調査」な
どを，われわれは前述した視角からわが園地域社会にお

ける都市的諸機関の資本主義的分解・発渓の構造分析に

資料として用いるが，その統計資料としての狼界が当然

に本分析にも反映せざるをえないということであろう。

lt(l) かかるlxに隠しては，布施鉄治ばかり也域社会変動繕造把
t屋に関する築礎的分析方法J (上)，北大教脊学部紀喜善策19
4子1972年r-l'宣言 1 . IIにおいてもふれているところであるが，
今後発展すべき地域社会学の領域内における意義に関しては，
布施i欽折、句見代における地域社会変動の構造』蓮見資法ほか
縦， tl会学セミナー 2w地域・康:11';.有斐閣1972年，を参照
さtLたし、。
(2) すでに，本文でみたように，本書iil土，未だかかる意味での
総合的分析を行なう段階には去っていない。
(3) "?ノレクス，エンゲ/レスが有する，かかる分析筏角にl喝して
l土，布施鉄治 F行為と社会変革の王里総』青木議庖1972，を参
照されたい。
(4) ここで「ホワイト・カラーJという音楽を用いたが、この
範時肉体、階級概念規定との関連で不明磁さをもって
いる。ここでは使用統計資料との関係もあって、一般的
に~S: l，現職，専門・技術事費、事務・販売・公務従事者なと二精
神的労働に従事する人々 を指している。zi:お大橋陵持軍の階級
構成表との関係でいえば，大橋の分類のA(2)・(3)，D(8)・(9)
側・(13)に対応する。 A(2)・(3)の比率は僅少である o (大統終
慾)r日本の階級織成J主岩波新議1971，P 84-850 
(5) かかる点の分析は，本稿での，われわれの分析視角からい
うならば，必要不可欠なところであるが，その後，資料的に
ふ事業所統計に依拠した 総理府統計局『会社企業名鑑』
でかかる点からの分析が一定の絞界をもちながらも，可能で
あることが判碗したので，これは別稿で まとめ，本稿にお
いては，結論部分において その成泉を脱いて，総合的な分
析を行ないたいと考えている。

第p覧会図的にみた都市的生産・結節

諸機関の資本主義的分解・発展の襲

われわれは，すでに序章において，全国都道府県を市

部，郡部にわけて分析すると，都市約諸機関の資本主義

的分解・発展において，少なくとも昭和41~44年にかけ

て，昭和35年~41年にかけて展開してきた分解・発展の

パターン，すなわち，その生産・結節機関としての従業

員規模の上昇とL、う傾向が頭打ちになって， 1~4人規

模腐という超零細事業体がふたたび増加するという傾向
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があらわれているということにふれた。そしてそれはと

くに都市郊において，たしかに拡大創出されているとい

う意味において，従前のわが国社会がその発燥機造それ

自体としてもっていた農村一都市の関係が，わが国資本

主義のより一層の高度化の中で，とりわけ相対的過剰人

口の問題に関速して，まさに構造的に変化してきている

のではないかとL、う問題を援起した。

ところで，それなら念図的にみた場合，わが国の都市

的諸機関の資本主義的分解・発展は，一体いかなるパタ

ーンをもって現実の地滅産業の不均等発援のなかで、変容

をとげているのであろうか。そのー織については序章で

もふれたが，ここでは以下われわれが本小論において分

析の焦点にすえた北海道地域社会の都市的諸機関の資本

主義的分解・発援の裂を分析する前提として，第 1に全

図的にみた場合の北海道地域社会の構造的位援づけ，ま

た第2にそのことを通して本小論においてわれわれが採

用している分析視角，すなわち地域社会の現実の変容過

程をその地域社会をまさに地域社会として構成している

組織体・集団レベルにまでおりて，しかも都市一幾村を

それ自身分離して把握するのではなく統一的に抱盤ずる

ことを透して，農業生産組織の資本主義的分解・発展の

型がし、わゆる「農民層分解Jの君主によって基底的に抱援

されるように，都市的結節・生産綴織の変容もその「資

本主義的分解・発展のレベル」において抱援する必要が

あるということ，そうした分析方法の有効性に関して者

干の問題提起を行ないたいと考える。

このことは，当然に今日の段階で、のわが濁社会の構造

的変容の分析にかかわる領域をわれわれに提起するもの

だが，ここでは全国的レベルでの本格的分析は当閣の底

接的課題ではないので，その詳細なる分析は別穏に譲っ

て，以上展開する本論にとって必要な限りでの論述にと

どめるO

1 全体的・箆視的諮特徴について

昭和35年以降44年に:'Eるわが国地域社会の構造的変容

過程を都道府県別に都市的生産・結節諸機関のその従業

員規模別でみた変動で捉えるならば，従業員規模層 1~

4人といういわゆる超等級機関の地域全体の都市的諸機

関の中での構成比は切らかに減少し，事寄って 5~9 人!替

のしめる比重，また 300人以上層を含めての10人以上層

のしめる比震は明らかに増加している。その意味で35年

以降のいわゆる「高度経済成長Jのやで都市的諸機関の

従業員規模は全体して， 明らかに上昇しているという

こと，かかる傾向伎が基底に存在することは第一に指摘

する必要さがある。つまり，農民層の分解において，その

分解基執がつねに上努してさー\..V'Q"" ハ~，知市的諸機

関の分解・発展がその分解基軸をわが関経済の高度化の

中で，たゆまず上昇化せざるをえないものとして規定さ

れ，現に運動しているということが第1に指摘されよ

うO しかしながら第2に指摘しなければならぬことは，

こうした傾向自体を時系列で戦後日本資本主義の発展に

却して捉えた場合，いわゆるは0年恐慌jを境として，

35~41年に至る分解・発展裂と， 41~44年に至るそれと

が，明らかに異なっているということ，すなわち，す

でにみたように， 1~4 人規模様の超零級事業体がふた

たび拡大再生産される傾向が認められるということであ

ろう。第3に指摘しなければならぬことは，かかる分解

・発展自体が，農村部と都市部とでは明らかに奥なった

形で現に展隠しているということ，また第4に，都道府

祭尊重伎でみた場合，首都東京を中心において，こうした

分解・発展型自体が地滅的不均等発展を示すものとして

現に族関せられているということ，すなわち，第3にわ

れわれが指摘した点が空間的に都道府県単位での都市一

幾村部の都市的な再編・発展過程を示すものとするなら

ば，第4での指摘点は，それをふまえて全国的レベルで

のわが溺現実社会の資本主義的存綴が現に遂行している

ということである。

第1，第2に指摘した諸点は，かかる形での地域それ

自身の再編過程を!湾時に伴って進行している。ところで

さらに，第5にここで指檎しなければならぬ点は，こう

した変容自体の中で，地域自体のもつ従業員 1~4人規

模}替の超零絡事業体自体が，その地域が都市的に発展す

ればするほど，ある一定割合以上減少せぬものとして現

に創設せられているとL、う事実であろう。ここには明ら

かに，わが国資本主義の発展にとって，いわゆる都市と

幾村の果たす機能の構造的変容過程が示されているとい

わなければならない。

以下かかる点を/1策次明らかにしてゆこう。

2 従業員規模別都市的事業体の構成比の変容

はじめに都道府県を市部，郡部に分けて， 35~41~44 

年にいたる従業員規模別のわが国都市的諸機関の変動過

程をみてみよう(表3--4)。第1に， 1~4人規模震の

構成比は，35年から44年にかけて，市部で35年段階で，そ

の構成比75 ， 0~79.9% 躍が 5.9舗であったのに対して，

44年には 7 割が70 ， 0~74 ， 9%潜になり，また，郡部では

35年段階でその構成比85.0~89.9%贈が 7 翻をしめてい

たのに44年には， 80.0~84 ， 9%層が 7 鋭をしめるという

ように，明らかに全体的にその構成比が減少しているこ

とが震敬されるoけれども，41年から44年にかけての変動
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地域社会変動構造把握に演する基礎的分析方法〈中:

表3-4 都道府県別年次別事業体従業員殺模別階層構成比ト¥(}) 1 4人規模 (2)5 -9の人規模 (3)10人以上規模

60.0 165目0170.0175.0 180.0185.0 190.0 4.0 1 6.0 1 8.0 110.0 112.0 114.0 116.0 118.0120.0 3.0 15.0 17.0 1 9.0 111.0 113.0 115.0 117.0 

，句、. ，.、~ ， ..... ，..... ， .、~ 1..... 1..... l'、.， - - ， ..... ，..... ，.....ー..... ，..... ， ..... 

64.9ω.7174.9179.9184.9189.9 194.9 5.9 1 7.9 1 9.9 111.9 113.9 115.9 117.9 119 4.91 6.9 1 8.9 110.9 112.9 114.9 116.9 118.9 

秘跡事 I 1 3 11 27 3 8 26 7 4 9 22 10 3 1 l 
S 
市部35 '1 2 7 27 9 12 24 7 1 1 1 10 22 10 l 2 1 

年 郡部 2 11 32 1 1 23 17 3 2 20 18 7 1 

S 都樹祭 1 4 8 28 5 1 15 20 6 3 1 3 20 17 3 1 2 

41¥f告部 2 5 30 8 1 4 17 19 4 1 1 1 2 22 15 3 3 

if. 郡部 l 8 26 11 5 24 12 4 1 18 19 7 2 

都蹄賂 1 4 11 28 2 11 24 7 3 1 3 16 20 4 2 1 
S 
市部44 2 6 32 5 1 2 11 28 3 1 1 1 2 18 19 4 2 

年 郡部 3 7 32 4 2 21 16 4 3 10 22 11 3 

卜¥
(1)10-29人規模 (2) 30-49人規模

3.0 1 4.01 5.0 1 6.0 1 7.0 1 8.0 1 9.0 110.0 111.0 112.0 113目。 0.60 10.80 11.00 11.2011ι011.6011.80 12.00 12.20 12.40 12.60 

..... I ..... I .... 1.... I _ I ..... 1..... I ..... ， .... I _ I ..... - ，-1- ，_，_，_ ，_ ，_ ，_ ，_ ，_ 

3.914.91 5.9 1 6.9 1 7.91 8.9 199110.9111.9112.9113.9 0.7910.9911.1911.3911.5911.7911.99 12.19 12.39 12.59 12.79 

都蹴煤 6 17 16 2 2 2 1 3 8 16 8 5 3 l 2 
S 
市部 8 41 l I 15 18 1 2 1 6 11 14 7 4 1 2 

年郡部 1 9 17 15 2 2 6 16 11 6 5 l 

者随府泉 3 15 18 5 2 2 2 2 4 15 14 5 3 1 2 
S 
市部44 1 2 9 20 10 2 2 2 2 11 18 8 2 2 1 

年 郡部 7 15 18 3 2 1 i 4 11 12 9 7 3 

ヘ
(3)50-99人規模 (4) 100-299人規模 (5)300人以上規模

0.30 10.50 10.70 10.90 11.10 11.30 11.50 11.70 0.1010.2010.3010.4010.5010.6010.7010.8010.9011.00 0.0 10.10 10.20 10.30 

ー句- ，.崎..，.... ，.“， ，_ l'、-， - 曹、， _......._._，-，......-，-，-，-
a‘- • - 岡崎同 '‘“ 

0.49 10.6骨骨.8911.09 11.29 11.49 11.69 11.89 0.19 10.29 10.39 10.49 10.59 10.69 10.79 10.8910.99 11.99 0.0910.1910.2910.39 

者島獅爆 1 17 14 8 4 2 1 1 8 18 9 4 3 1 2 36 7 3 
S 
市部41 2 16 16 6 3 3 3 8 14 11 5 2 2 1 28 14 4 

年 郡部 10 16 13 6 l 6 17 9 8 1 2 24 19 2 1 

縦府県 10 19 12 1 3 8 11 14 8 2 3 32 11 3 S 
市部44 1 18 14 9 2 2 2 6 11 14 8 2 3 2 23 17 4 
年 務部 6 17 15 7 I 4 15 11 9 3 2 1 1 20 23 3 

資料品FIi':総理府統計局『事業所統計線主主4各年次
をみるならば，それはあ年から41年にかけてみられた如 できょう。第 2 に，これに対して 5~9人焼模農，およ

き大きな構成比減をしめさないことが切らかとなる。市 び10人以上規模層の事業体は明らかに増加を示してい

部では，その構成比65~75%層へ，郡部では80~85%腐 る。ここにおいても都市部と農村部別の構成比の格室長は

への集中化傾向がみられるごとくである。つまり，ここ 当然ながら存するが，昭和44年現在，市郊ではその様成

で第 1に指摘すべき点は35年以降のいわゆる「高度緩済 比14~16%爆に，また郡部では 8~12%)習にそれが集中

成長J過程においても， 1~4人規模の都市的事業体の する傾向がみられるごとくである。また10人規模以上層

しめる機gj(;比はさほど減少しておらず，特定の割合F 少 については，市部では35年の 7~11%震から44年には11

なくとも今日のわが閣の現実がしめす事実によるなら ~15%腐にその意点が移りつつあり，郡部では 3~7%

ば，地域の全都市的事業体の6割以下には減少していな !脅から 7~1l%潜へその愛点が移りつつある。 41年から

いということ，また都市〈市部〉と農村(郡部〉の関に 44年にかけての変動をみるならば，市部に比して郡部に

は明らかに 1~4人規模j替の構成比において大きな相違 おいて，その様成比増の傾向はより顕著に看取される。

が看取されるということ，ひとまずかような構造を指t隠 さてこの従業員規模10人以上療のうちわけであるが，
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いま41ヰ /J"~~甘斗いかり L V..J~‘拐にしぼってみるならば ベノレでの市部，郡部別のその従業員規模別にみた構成比

1O~29人規模j習では，市部では 8~1O%)脅から 9~13% の35~41~44年にかけての変動である。しかし，こうし

層へ上昇する傾向をもち，君~部で、は 5~7%から 6%以 た構成比自体，現実には，その都市的事業体数そのもの

上層へと動きつつあるごとくである。また30~49人規模 を場加あるいは減少させる中で，すなわちその資本主義

廃においては，市部では1. 6~2.0%隠から1. 8~2.2%層 的分解・発展の中で展開せられている。しかもそれは市

へ，郡部では 0.8~ 1. 2% 廃から1. 0~1. 9%震への動 部，郡部別に大きなパタ…ンの相違をともなって，ま

きがみられる。そうして50~99人波模j習においては， ずニ，日本列島の中での地域的不均等発展をそれ自身もつ

市部では 0.9~ 1. 3 %層から 0.9~1. 5%腐への，また郡 ものとして現に渓関せられている。次にわれわれは当然

部では0.5~ 1. 1%鳳への特化傾向が着取されるごとくで にかかるレベルに分析をふかめよう O

ある。しかし以上みてきた1O~29人!鼠 30~49人層， 50 すでに，われわれが序家で、みたように全国都道府県を

~99 人!習においては表3-4 にあきからなように市部にお 単伎にとって35~41~44年にかけての都市的事業体の増

いては，そのそれぞれの構成比階層の上層に属する部分 力持率をみるならばそれは少数の例外を徐いていずれも増

において41年から44年にかけて紛らかにマイナス傾向が 加を示している。しかしながら，都道府県を市部，郡部

同時に看取される。いわば1O~99入居はたしかにその様 に分けてみると，都市ー農村の関連においての都市的諮

成比をたかめつつも，しかし41~44年にかけて，構成比 機関の分解・発展の羽目途は明らかである。都市部におけ

増の部分，すなわち，かかる意味での上爆の形成の頭打 る増加，また農村部における減少化傾向は明らかに看取

ちの傾向が向時にその傾向性として表取されるのであ される。以上の諸点、を切らかにするために，すでに前述

る。ところで100~299人緩模腐をみると，その構成比は の35~41年， 41~44年へかけての分解・発展パターンの

もっとも高いところをとってみても， 44年現夜で 1%以 粉途を加味して，次にまずその都市的議機関の市部，郡

下であるが，都市部において， 41年現在構成比1. 0~1. 1 部別の増加率を吟味すると，次の諸点が切らかとなる。

%騒が，市部郡部とも構成比を機して44年において消滅 (1)市部

している以外，いることが看取されるo300人以上規模 市部では岩手を除いては，いずれも都市約諸機関数を

震においては， 44年現在その構成比のもっとも高いとこ 橋加させているが，その増加率，また35~41年， 41~44 

ろをとってみても，それは檎成比0.4%療で、あるが郡部 年の変動を加味すると，表3-5のような分類が事実と

においては0.1~0.3%，都市部においては 0.2~0.3% して可能となる O

へ集中しつつある傾向性が看取される。 ここから指摘できる点は，第 lに，市部での都市的諮

さて，かようにみてくるならば，今日のわが国におけ 機関の伸びがもっとも大きいところは首都に隣接する神

る都市的生産・結節諸機関の資本主義的分解・発渓のパ 奈川，千葉，埼玉および北海道であるということ，第2

ターンは昭和35年以降44年にかけて，たしかに総体とし に，次いで伸びが高いところに岩手を除く東北5県，ま

てその従業員構成規模を拡大しつつあるが，そしてその た北関東の群馬，栃木といった地方が入る。またこの群

ことの中でいわゆる 1~4人規模といった趨零細事業体 には策京，大阪，兵庫，静岡，愛知，福岡などのいわゆ

の構成比を減じつつあるが，しかしそうはいっても，こ る太平洋工業ベルト地帯の中での拠点的地域も入る。そ

の規模の事業体がわが溺の全産業組織体の中でしめる比 して東北および北関東地方の諸県が35年から41年また41

震はきわめて高く，これに 5~9人規模)習を加えたもの 年以後もひきつづき，その伸びの傾向を維持しているこ

がまさに大宗を占ていることが切らかとなろう。しかも とに注目する必要さがあろう。

41~45年にかけての変動をみるならば，とりわけ 1~4 東京，大阪，兵路，苦手間といった地域は概して41年以

人規模)替の構成上じがある限界以上減少していないこと， 降の伸びが高い地域として特徴づけられる。

そしてまた， 1O~99人震においてはその構成比は全体的 第 3 に指摘すべきことは，これに対して25~30%の仲
にある鋭合をもった層に特化しつつ，その中で，その様 びを示す群は，長崎，宮崎，熊本，鹿児島，また愛知，

成比においては全く少数の 100人~299鰐， 300人以上層 努)11.徳島，そして奈良，和歌山，滋賀といった九州，四

といっ
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地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法〈中〉

みるならば，これも京都，三重量，王寺根，鳥取，広島，山 しも磁接的に対応し正比例の関係をもってし、るわけでは

ロ，愛媛，佐賀など，茨城を除いてはし、ずれも中闘を中 なし、。郡部の都市的諸機関の伸びにはま比例するものも

心とした近畿，九州，四国といった地域であることが特 あり，反比例するものもある。今日のわが国資本主義経

徴的となる。また第5に地域的特伎に関して指携すべき 済の発展の中で地域約不均等発展が現に展開せられてい

ことは，裏目本，北陸地方の主主であるが，ここは， II. る以上，このことは当然であろう O 第lに， r行部に上七し
湿裂に分イヒしていることが特徴的となる。富山，石川は て郡部での若手業体の伸びは，きわめてゆるやかであり，

E型に福井，新潟は湿裂である。かようにQてくるなら また郡部の事業体では，それが減少を示すものは，言富山，

ば首都，東京を中心として，東北主主と，また大阪を中心 大分，福島，宮崎，山形，大阪と 6県を数えるという

としたいわゆる西南型の伸びそのものが，きわめて異な こと。いま都市部と同様の方法でこれを分けるならば，

ったものとして，それ自身，明らかに不均等発援を示す 表3 6のような諸特徴が指掠しうるということ。第2

ものとして展開されていることが切らかになろう O に事業体の伸び喜容においても 115%の伸びを示すものは

(II) 郡 部 15府県を示すのみで，他はいずれもそれ以下の伸びを示

ところで，こうした市部の動きに，都郊の動きは必ず しているにすぎないということ。

表3 5 35年から44年にいたる都市的事業体の伸び率 (35→41年， 41→44年)市部

~ 一¥~ 、、、~、、---ー
1 35年以降の伸 II 3と5年して以降の仲 m 35年以降の伸 IV 35年し以降の伸
びとして 160~ び 135~ びとして 125~ びとて 115~
170%をしめす群 150%をしめず群 135%をしめす群 125%をしめす群

仏)4Tでの伸びが大きくそ
れ以 の伸び喜容がおちている

富山 長崎， 言語知 山口，愛媛

もの

(2) 41年以降もほぼ問様に伸び 神奈川，千葉， ~t 聾罷岬 新潟，宮崎 島根，佐賀，京都
ているところ 海道 群愛馬知

(3) 41年以降の伸びがとくに大 埼玉 秋田， 東大京， 兵長野
号、 主j鹿11主児! 奈良

鳥茨城取， 広島， 三重
きいところ 大毒事分指d. 阪， 路

和熊山本，事山，幸 児徳島賀島，凋， 

資料出所，総理府統計局『事業所総計』

設 この表からは伸びの減少している岩手は除いてある。

表 3-6 35年から44年にいたる都命的事業体の伸び率 (35→41年， 41→44年)郡部

¥¥  ¥¥  ¥ 
1 35年と以降の II 35年以降の 班 35年以降の IV 3び5年と以降の V 35年刀t以降減
イ中び して 伸びとして 伸びとして イ申 して 少るを してい
155~160%を 115~125%を 105~115%を 100~105%を ところ
しめすもの しめすもの しめすもの しめすもの

(0)大数41年くまでの伸以びが 東京，滋賀 大阪，山形
~ <，それ 降少実し
においても減
ているもの

(1)大主容4がき1年くまでの伸降るびが
埼三長，京都 兵庫，福井

徳遂知島三岡，岐宝山章阜北高，海愛知 千向葉，山，長口野，島，静根
富山

それ以 伸もび
おちてい の

(2) 41年イ申以て降もほぼ同 神奈川 山図梨，宮，石城)11群，秋j潟
新本島歌潟，山，鹿穏，香栃凪児川島木長熊和広崎

宮崎
様にびいるとこ
ろ

(3) 41年大以降きの伸びが
とくに し、ところ 予城雪森，奈，岩良手，鳥，茨取 福島，大分

い)そ41年以までは減少とし 愛媛，佐賀
れ降伸びたこ
ペマコ
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行政広域の中のみではなしに，さらにすすんで全国的に

抱えられるべきはもちろんだが，ここでは以下，市部，

郡部を対応させて，都道府県別にみてその地域的特質に

ついて分析しよう。表3-7は，これなみたものである

が，この表によって少なくとも次の言語点の指摘が可能で

あろう。

第ーに，市部における都市的議機関が， 35年から44年

にかけて160~170% と L、う形で増加していたI群は郡部

における都市的諸機関との関連でみるとおおよそ二つの

タイプに分けられるということ，すなわち，衿奈川1，埼玉

は，埼玉において郡部の41年以降の伸びがにぶっている

とはし、え，市部における都市的諸機関の増加にほぼ対応

してわが閣においては，もっとも稜緩的に郡部において

も都市的諸機関が増加している型を構成し，他方，千葉，

北海道，とりわけ千葉においては，市部における都市的

諸機関の急激な創設に対応して，郡部においては，すな

わち農村部においては，その伸びは明らかに低位を示す

裂な示すということ，つまり，都市的諸機関の発展構造

それ自体において，都市部，農村部の不均等発展が顕著

にあらわれている地域裂をそれ自体構成する。 H群にお

いては，こうした都市…農村の関連構造はより顕著に，

それ自身典型的に自らをたちあらわず。すなわち，先にわ

れわれは，この立群は，東北，北関東の各府県といわゆる

太平洋工業ベルト地帯における拠点地域に典型的にあら

われているということを指摘したが，この地域的発展自

体都市…幾村との構造的関漆でみると，次にみる，おお

よそ三類型に分類可能な型を示している。第一は市部に

おける都市約諸機関の発展にほぼ相応した形で、郡部の都

市的諸機関が伸びている群(A)。第二にその対様にある

郡部においては，実数においてマイナス，また増加した

とはいえ5%以下の増といういわば停滞を示す裂，すな

わち，都市的諸機関の資本主義的分解・発展自体が同一

府県内において市部，郡部illJにきわめて不均等に展開せ

られている地域である(C)。そして第三は，その中間に

位置する裂である(B)。かかる観点からみるとA裂は東

北，北関東の諸県と兵庫，石川によって，またB裁は，

東京，愛知，岐阜，潟陶によって， C~は諮問，大阪，

そしてA裂に入らなかった東北の山形，福島の2県，ま

た，長野，富山，大分によって構成されていることが朔ら

かとなるO すなわち，東北，北関東の諸県は，同一県内

において市部の発展に対応して郡部の都市的諸機関も伸

びを示す裂が支配的であるが，逆に郡部の都市的諸機関

が大幅に分解する山形，福島という裂も存在するという

こと，また，太平洋工業地帯の拠点地域では，東京，愛

知，格拘を中心において，一方に兵庫のように市郊の伸

第21号教育学部紀婆

第3i;こ，市部においては，前述のように，とりわけそ

の都市的議機関の伸び率で，その伸びの低い群において

は， 41年以降の伸び喜容の高いj県の存夜が特徴的であった

が，郡部においては逆に41年以降，その伸び率が下っ

ている都道府県の点める都合がきわめて高いことが特徴

的となる。かかる府県は市部においては5を数えるにす

ぎなかったが，郡部においては21数えるに奈る。かよう

にみてくると都市的諸機関は全体的構造としては増加傾

向をもちながらも，その動きは，とりわけ41~44年にか

けて，都市部とは拐らかに異なるパターンをもって，そ

の資本主義的分解・発農の過程を歩んでいるということ

が指摘できょう。

4 r行部・郡部隠速の都市的議機関の伸びの構造

さて以上みてきた全国安市部，君~部に分けてみた地域

的特質に関しては，少なくともそれぞれの都道府県の地

域的範域の中での，都市部と郡部との構造的関遠の中で

抱援されるべき侭i習を有していると考えられるO また，

都道府県別にみた35年から44若手に

いたる都市的事業体の市昔話 郡部

関連でみた伸び率の分類
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地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法〈中〉

びに対応して郡部も伸びている型，対極には，大阪，静

岡といった市部の都市的諸機関の伸びに郡部での伸びが

対応せず，郡部で、の都市的諸機関の分解の上にたって，

市部の成長が肢隠しているといった地域に分かれること

が明らかとなる。そして，以下にみるm群に入る宮崎を
除いて郡部における都市的諮機関が実数においてもマイ

ナスを示すという形で市部，郡部の不均等発展を示すの

は，いずれもこの1I群においてのみであるという点も特

記しなければならなL、。

子行部増加率m群，N群に入る諸j斡土地域的には，::i:と
して中部以西の地帯として特徴づけられるが，市部の伸

び率125-135%群からみると，そうした市部の伸びに対

応しての郡部の伸びにおいて，前述のE群と同様A，

BCの3裂に分けることができる。 A型に属するのは，

福井，山梨，奈良， B裂に属するのは，新潟，高知，長

崎，滋賀，和歌山，岡山，徳島，容JII，熊本，鹿児島で

ある。 C型に属するのは宮崎のみである。この群におい

ては他群に比して，市部，郡部の伸びにさほど相違がな

いこと，つまり市部の伸びもゆるやかであるが，それに

対応して郡部もゆるやかに伸びているということ，かか

る点がその特徴点となる。ところで，これに対して，市

部の伸び率115-125%のN群においては，両極への分化

が激しくみられる。前述のように， A， B， Cの三裂に

分けると，京都，鳥取はA型，三重，広島それに茨主主が

B型，山口，島根，愛媛，佐賀がC裂に入るが， A裂に

おいては，京都は明らかに郡部が市部を上回る都市的事

業体の伸びを示している。かかる裂をとるのは，全額で

京都のみである。また，鳥取においても市部と郡部の伸

びはほぼ間程度で、ある。またこの群においては， m群と
比して郡部での都市的諸機関の伸びにおいてマイナスが

存在しないということも特徴的となる。

V型は岩手のみであるが，ここにおいては市部におい

て都市的諸機関の伸びはマイナスを示しているのに対し

て務部では明らかにプラスの伸びを示している O

つまり蒋言ずるならば，わが鼠地域を都道府県単位に

とって市部一郡部(都市一農村〉との関連において，そ

の都市的議機関の紹和35年から44年にいたる伸び本の構

造をみてみると，それが10年間に160-170%とし、う最高

の伸びを示す群においては，それに相応して郡部も伸び

ている型 (A型)神奈川，埼玉，またほとんど伸びてい

ない型 (C裂)千葉，またその中間でしかも伸びが低い

主主 (B型)北海道とL、う事実が明らかに存在していると

いうこと。そして次に市部における伸び率の高い1I若手に

おいては，市部の伸びに対して，相対的に郡部の伸びは

低くなって，その意味では市部における都市的諸機関の

発展と郡部のそれとの潟での不均等は構造的により大き

く現象しているが，この若干においては，郡部において都

市的諸機関の伸びが停滞，またマイナスという構造をも

つものがあらわれ，その意味で，同一都道府県内におい

ての，都市部…農村部の不均等がはげしくあらわれる群

(C型)をもっているということ。さらにその市部にお

ける都市的諸機関の伸び率125-135%の蕊群に入ると，

全体的に都市部の都市的諸機関はゆるやかな伸びを示

し，それに対応して，郡部も他j震に比して一階梯おくれ

ながら，とにかくゆるやかにそれが発展するという型を

とっているということ。その意味では， 1 • 1I群，とりわ

け1I群にみられるような都市一郡部の関係における両極

への分化はみられず，むしろ全体としてゆるやかな〈し

かし，そこには都市ー農村部の不均等の発展構造は当然

に存在する〉発践を示しているということがこの班群の

特徴となる。しかしながら昭和35年から44年の市部にお

ける都市的議機関の伸びが115-125のN群にいたると，

ふたたび調緩への分化があらわれはじめる。しかしそれ

はE群のそれとは異なる。すなわち，部怒1における都市

的諸機関の伸びがマイナスを示すところはなくなり，全

体として，停滞的なところ宏残しつつも，京都，鳥取の

ように，とりわけ京都のように，市部宏明らかに上回る

伶びを郡部自体がもっとし、う地域があらわれるに至る。

そして，市部において，都市約諸機関の伸びがマイナス

を示した岩手では，郡部において，明らかにその数は市

部を大きく上回るとL、う形で増大している。

さて，かようにみてくるならば，都市…農村との関連

において，昭和35年から44年にいたる都市的諸機関の伸

びそのものが，それぞれの地域(都道府県〉において明

らかに不均等に発展しつつも，そこには明らかに，全国

的範域での地域ごとに分化した都市一都i諮問のその都市

的諸機関の資本主義的分解・発展の構造的関連の一定の

法員iJ性が存していること，かような法郎伎をもつものと

して漫に全酪各地域は，その資本主義的発展の道程を歩

んでいることが明らかとなろう。

5 市部一郡部関連・従業員規模別都市的諸機関の資

本主義的分解・発展の構造

ところで以上みてきた諸点はあくまでも全国都道府祭

における市部・郡部別の都市的生産・結節機関の伸び率

に焦点をおいての分析である。ここではいわば震が関わ

れていて，その質は問題とされていなし、。すなわちこの

小論での主題に関してし、えば，まず何よりも，そこで消

滅，生成，そして発展している都市約諸機関が一体L、か

なる従業員規模をもつものとして， !誌に運動しているの
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か，かような点がまず問題とされなければならぬであろ

う。従業員規模別でみた場合，その都市的諸機関の資本

主義的分解・発展のパターンは I-V群を通して明らか

に異なっているといわなければならない。以下かかる点

を分析しよう。

(1) はじめに全体的傾向をみるために，昭和35年から

41年，そして44年にいたる従業員規模別事業体数の変動

を都道府県単位に市部，郡部にわけて 1~4人層 5~

9人層， 10人規模以上震とL、う区分けで、その伸び率のも

っとも高いところをみると，それは， 35年→41年におい

ても35年→44年においてもいずれも10人以上震であるこ

とがあきらかとなる。しかしながら41→44年の動きとし

てこれを捉えなおすと， 41年以降，そこには明らかに構

造的変容が惹起していることが看取される。すなわち表

3-8にみるように，全体としての従業員規模別構成

沈の中で10人規模以上!替の増加のテンポはおちて，ふた

表3-8 従業員規模別にみた都市的導業体

の伸びを主導した階層

A 35年を100とした基準でみた 35年~41年， 35年

~44年の類型

35年~ 41年 35年~ 44年 市部 君.~ l1s 

1 10人以上層 10人以上層 39 39 

耳 5 人~9 人層 10人以上層 l 

m 1 人~4 人隠 10人以上層 1 

IV10人以上層 5 人~9 人隠 5 5 

V 5 人~9 人層 5 人~9 人隠 1 

VI 10人以上層 1 人~4 人隠 1 

B 41年から44年にいたる類裂たび 1~4人競模

I ~ ~"I 燭が拡大蒋生産さ
41年~ 44年 i市部[郡部

れてきていること

10人以上謄| 叫 23 が明らかとなる0
5 人~9人潟 161 23 

.~I しかも郡部におい
l 人~4 人層

ては， 1~4 人層

資料出所『事業所統計J のかかる意味での

主導設はみられず， 5~9人j替の主導性によって，それ

が特徴づけられていることも明らかになろう。

ところでこの表はその従業員規模別階層の中での特定

の階震の伸び率の主導役に立脚したものであるので， 41 

年から44年にかけて，各j惑が全体としての毒事業所の伸び

率に対してし、かなる関係にあるかをみたのが表3-9であ

るが，ここにおいて41年から44年にかけての市部と郡部

との都市的事業体の分解・発展裂の相違はいよいよ明ら

かとなろう。すなわち市部においては34.8%において 1

~4人層は構成比増を示しているのに対して，郡部にお

表3-9 昭和41年から44年にかけての従業

-----¥九、
¥¥¥  

員規模別諸鷹の変化

30 

2 

8 

いてはそれは6.5%を示すにすぎなし、oit-:， 5 ~ 9人層

の増加が箔A取できるところは，市部においては74.0%あ

るのに，郡部では97.8%を示す。そして10人以上層では

市部では65.2%，郡部では89.1%である O かようにみて

くるならば，昭和必至手から44年にかけて，郡部における

1~4 人規模!替の減少化傾向，また， 5~9人!欝を中心

とした10人以上!替の増加傾向，これに対して市部では 1

~4 人震の増加傾向，また， 5~9 人!欝， 10人以上爆の

構成比増加市部が郡部に比して低いことが特徴的になろ

う。ところで，市部において， 1~ 4人震が全体に対す

る構成比において伸長しているところは上述のように決

してすべての都府県ではなし、。そこには都府県ごとに，

市部・郡部の関漆において都市的諸機関の資本主義的分

解・発展のパターンにおいて大きな相違がある。

(2) 次にわれわれは， 46都道府県別にかかる点を検討

しよう。このさいわれわれは，次の事基準で市部・郡部に

おける41年から44年にいたる都市的諸機関分解・発展の

類型化を行なったことをことわりたし、。すなわち，この

類型化は基本的に41年現在におけるそれぞれの従業員規

模別階層の44年にかけての伸び率の中での主導性に務目

して(伸び率のもっとも高いところ)なされているが 1

~IVV土，ここのみの昭和35年から44年にいたる事業所の

伸びのIK分であり， 1 は 10人・ 10人， Hは 5~9 人・ 10人

以上， mは 1~4 人・ 10人以上，れfは 10人以上・ 5~9

人， Vは 5~9人・ 5~9 人， VIは10人以上・ 1~4人

である(表3-8に対応)oa，b， C はそれぞれ10人以上

5~9 人!護主導， 1~4人層主導に対応する。

イ，ロ，ノ¥ニ，ホは 300人以上!欝， 100~299人， 50~ 

- 68ー



地域社会変動構造把握に喜号する主主終的分析方法〈中〉

99人， 30~49人， 1O~29人にそれぞれ対応する。なおX

は全衛的に各隠とも減少するものである。かかる区分で

46都道府燥の市部，郡部別の都市的諸機関の資本主義的

分解・発展を類型化すると表3-10a， bがえられる。

表3-10 市部・郡部別従業員規模別，都市的

諸機関の資本主義約分解・発展裂

a 市部

都道府県名

A 

B 

C 

p 

この表をみて，第一に気付くことは，市部における都

市的事業所の35年を 100とした場合の場加率のもっとも

高かった都道府県，およびいわゆる太平洋工業ベルト地

帯の拠点地域を構成する都府県は，埼玉を除いではいず

れも，従業員規模 1~4人層，また， 5~9 人!欝を主導

にして，地域の都市的機関構成を発展さぜているという

b 郡部

表3-11 r行部郡部関連従業員規模別にみた都市約諸機穏の資本主義約分解・発獲のパターン
(41年→44停にいたる変イヒ)

T1:: 
W5 rn tIョ Jョ掩 1埼増開 i昨+) 初i r/i的必機関減少 IiI(-) ) 

樹上主導強 上主導 I帯中上主i2- 中ド主嘩製 趨 I主導慰 I導ドJ担モ
I a 回一 a I-b Vl-b 

I a 

イ ロ ロ ノ、 ホ イ tl ホ

イ 主S 長野 群埠・閥山 1'*王bfう取
トー

I ロ
l皐 岩手 回 高知 |出崎
梨 a' 

劃i 茨域 補正請ノ、
a 

主導
徳島 主;JII

a ~ 

a'; 

ホ中上主 lll~ 
i者 導型 d 

機
中 篠山 秋IH 回 I 栃1新'1木潟，一lー11神地fJ奈本- 自予備j |凶間

I-b -f 
ト一一一…一一 主

若荘手iJ歌4山・I曽
現-b

導 京都

型 e 

h日

群 I-c 
世緩
補i必，Jg 

ト…一一一一一 ード
町街宣1

JI-c 
主
導 ~ 

ト一一 主古

百-c

資料lHNr 事業所統r1l

注.この表i主、 I-Vの区分を法士悼とするものではなく、 a.1.口，ハ，ニ.'ト，及びb.cのほ分にもとづいて、 411flぜなる
階溺が主導性をもって、 rhi部・郡部f!'jUI機関の櫛成誌をかえるものとしてどちあちわれているかを茶準にしてつ
< 0れている。
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事実であろう。そしてや部地方の諸県，また， 1富山，福

井，新潟といった北陵地帝，さらに，宮崎，佐賀を除く

九州諸県もこのタイプに入ることが明らかとなるが，

これに対して，従業員規模300人以上，まずこ， 100~200 

人層，そして， 50~90人腐といった都市約機関を主導に

しての地域の都市的機関の変容を現になしているところ

は，宮城，秋E認を除く東北，北関東諸県および山口を除

く中関諸県，また，四国での容111，高知がこれに入るこ
とが切らかとなる。

さらに郡部をみるならば，いずれの諸燥においても 1

~4 人!習を減少させながら，福間を除く太平洋ベルト地

帯の拠点地域はし、ずれも 5~9人腐を主導にした形に入

り，このうち兵態はそれを主導をしながらも，全体的に

都市的諸機関は減少を示し，広島を除く中国地方の諸県

もこのタイプに入り，そうして，東京・大阪の郡部にお

ける都市的諸機関は，まさに全面的零落の裂を示ずにEE

っている。東北諸煤は従業員規模50人以上，なかんずく

100~299人爆の事業体を主導にしての都市的諸機関の変

容を示してし、る。他の諸地方は， 5~9 人層，また50人

以上層の両方に分化する。さらに，かかる形での市部・

郡部別の都市約機関の資本主義的分解・発展裂を孫単位

に市部一郡部関連構造として統一的に抱援すると表3-
11が得られる。

そしてさらに，すでに前述の都市ー郡部別の都市的諸

機~の伸び率をまえ準にした類型をつみかさねると表 3

12が得られる。ただここでことわりたいことは，ここ

では41~44年にかけての従業員規模別階療の変動にしほ。

っているので，都市ー郡部別の都市的諸機関の伸びによ

る類型も 41年~44年のものを採用しているということで

ある(それは表3-13を参照)。また，すでに前述のよう

な，わが爵事業所の従業員幾模別構成比の現状に照らし

て，ここでは 1~4 人!習を下層， 5~9 人震を中の下，

1O~29人層を中の上， 30~49人!習を上の下， 50~99人!習

を上の上， 100~299人燈および 300人以上贈を趨上積と

規定したことであるo

さて，表3-12で紛らかなように，この両者をクロス

させると，次のような形での市部一郡部の関連を含めて

の，各地域の都市的諸機関の資本主義的分解・発展の類

裂が摘出される。 A型は， r行部が趨上・上というパター
ンで、発展している類裂， B裂は，上層がそれを主導して

いる型， c型は中の下すなわち， 5~9人}習に主導され

て発展しているもの， D型は，下j脅つまり 1~4人震が

主導して全体が発展している裂である。かような区分け

によるとA裂14，B 華~5， C型16，D重mとなるo B裂
は意外に少なく， C型.D君主は両者を加えると58.7%に
達することが明らかとなる。

① さらに， A裂は，市部超j二・土一郡部超上型と，

市部超j二一郡部中の下裂にわかれるが，調者とも都市的

事業所の市部・郡部別の伸びE存会クロスさせると次の三

つに分かれる。第一は都市主導発展裂をとるもの(イ)，第

二は市部主導・郡部停滞裂，ないし市部・郡部将者停滞

型(吟，第三は，市部発展・郡部減少型付である。

② B裂は，市部上一郡部上の裂と市部上の下一郡部

中の上墾に分かれるが，稿者は，市部発展・郡部減少型

後者は，市部主導発展裂と市部発展・郡部減少型に分か

れるO

表3-12 市部・郡縁関獲の都市的諸機関の資本主義的分解・発展霊長と市部・都部関連の都市的事業体の伸び率との関連
(昭和41年44年)

幽
盟

国

間
幽
一
岡
国
一
一
国

間十一山
一;一……一口

分解一発援型 2 3 4 5 8 
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地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法〈中〉

③ C~f土香子行部中の下一郡部超上・上製(1)と市部中 の下・郡部中のと裂(2)，市部中の下一郡部中の下型(3)，

表3-13 また， r行部発展・郡部全面零落の型(4)に分かれるが， (1) 

|}! 
80 85 90 95 100 105 110 

84 89 94 99 104 109 114 

島根 岩手 茨城 京都

105 

~ 

109 

山形
福島

110 

~ 

114 

大型正 大分

115 
~ 
119 

120 東京
~ 
124 

125 
~ 
130 

i… 

A，都市・君宇都併存発疑
神奈川

お，都市三主導発展型I

栃木
新潟
富山
三重量
広島
山口
愛媛
高知
{左資
長崎
熊本

福井 北海
宮崎 遂
兵庫 宮城
知F馬
岐阜
愛知
鹿児
島

滋賀 秋問
長野
毒事関
岡山
徳島
香川

千葉

埼玉

青森，石)11，山梨，和歌山，福間
B，制5iH主導発展!!i'.JII

奈良
鳥取

予号森
石川
山梨
和歌
山

福岡

秋Al.t主聖子，静岡，岡山，福島，委)11
B，都市主導発展型1Il
北海道，宮城， 1洋潟，岐阜，愛知，鹿児島

C 1，都市主導発展低滞裂
岩手，栃木，新潟，富山，三蚤， j主~奇，広島
山口，愛媛，高知，i主気熊本

C 1I， {s;i帯型
茨城，奈良，鳥取

CIII，低滞不均等発展
互主綴

D 1， 都市ミ主導不均等発差是I
桜井，宮崎，兵庫，滋賀

D II， 春日市主導不均等発展II
山形，綴K1i

DlII.都市主導不均等発展III
千葉，埼玉

DN.都市主導不均等発展W
大分 J主主主， 大阪

E iilH)s主導型京郊i

資料m所:事業所統計

115 

129 

神奈
)11 

はA裂においてみたげ)， ('ロ)，付のほかに，第四の裂とし

て郡部主導裂が加わる。 (2)は市部主導・郡部停滞裂をし

めし， (3)は市部・郡部併存発展裂，都市主導発援型と都

市主導・郡部停滞型，また市部発展・郡部減少の裂に分

かれる。

④ D裂は，市部下・郡部超上・上(1)と，市部下・郡

部中の上(2)，市部下・郡部中の下(3)，また市部下・郡部

会商零落μ)に分かれるが， (1)は，市部主導裂と，市部主

導型・郡部停滞裂に分かれ， (2)は市部主導君主のみ， (3)は

市部主導型と市部主導・郡部減少裂に分かれる。

さらに，かようにみてくると，現実の市部・郡部間構造

を含めた都市的事業体の資本主義的分解・発燥の構造は，

Z塁突には単純な類君主整王援を許さぬほど多様な形で展開し

ていることがまず第一に切らかになろう。しかしながら，

これらの関連構造を詳細にみると， (1)第一に市部一郡部

との関連で‘は市部の発展がA型， C君主， D裂の場合に，

郡部での都市的諸機関の発展に超上，及び上裂があらわ

れ， B裁ではかかるタイプがあらわれていないというこ

と，第二に，郡部での超上.J二および中の下に，その主

導階騒がし、わば両極分解の裂をとっているということ。

(2) さらに， A裂においては，昭和41年~44年の都市的

事業体の伸び率の市部・郡部との関連において，市部主

導発展型，市部主導郡部停滞又は市部郡部両者停滞型，

市部発展・郡部減少君主という三つのパターンがあらわれ

ているということ。そして， B君主においては，このうち

停滞型があらわれず，市部主導発展と郡部減少型に分化

しているということ，また， C裂においては，前記三類

裂のほかに，郡部主導裂があらわれていること，その意

味で，この型がもっとも多様な類型編成をともなってい

ること。そしてD君主においては，前記の三類裂があらわ

れているということ，つまり， B裂を除いて，いずれの

裂においても，市部主導発展，都市主導郡部停滞又は市

部郡部両者停滞型，市部発展・郡部減少型という三者が

あらわれているということが明らかとなる。 (3) ところ

で，以上は，従業員規模別階謄別にみた市部・務部関連

の都市的諸機関の資本主義的分解・発展のパターンと，

同様，市部・郡部関連の伸びの構造を税関させたもので

あるが， 41年から44年にかけての市部都市的諸機関の伸

び率と，これを柏隠させてみると表3ー14-1のように，

A~Dの各パターン，そして，その中での市部・郡部隠

の資本主義的分解・発展裂の相違を通して，概して市部

主導裂にその伸びが高く，また，市部主導郡部停滞裂，

また市部郡部荷主号停滞裂において，その伸びがもっとも

一71-
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表3-14 都市約集積と都市約諸機関の資本主義的分解・発展の型

¥¥109  

2. 1-4人規模爆 (44年) 3. 100人以上規模事業体対全国比(都市部)(1以)0%)
105 1 110 1 115 1 120 60.0 165.0 170.0 175.0 180.0 5%15- 110-115-120-130- 150- 1I∞ 

I -.... 1...... I .......， I 

1091 114 1 119以j 64.号 69.宮 74.91 79.宮 84.9以下 百%114% 119% 129% 1 4.事%1 99% 1199% 

A 11 
青森 香川 資森長 資森 長野

長野 野香JII 香川

2 起1:-
佐賀茨城 広島 岩手茨 佐賀 茨城 広島

起j
広島袋手 城佐賀 岩手

広告奇 福島 宮崎 福島
3 

4話芸主 宮崎

4 
群烏 潤山 群馬

群馬 !潟ilJ
間ilJ

AE上一
高知 鳥取 高知 鳥取

5 rH， 
鳥取 匝知

6 島根 島根 島根

BJ1 埼玉 埼玉 埼玉

2 中上一
石川 徳島 石川 山梨 山梨 徳島

，¥'J， 山梨 徳島 おJII
3 山形 ilJ形 由形

一c I ~ 京都 京都 京都

2 
中J:…

秋a 秋回 秋回

3 富山 富山 富山
定sJ:

滋賀 千葉 千葉 滋賀 千葉

5て戸
滋賀

長崎 t主総

6 
和歌山 神奈川 神奈川 静指l 和歌山 和歌山 静筒 神奈川

務関

'Vf 栃木山口 栃木新潟 奈良 奈良 熊本 栃木 新潟

7 'VF 新潟熊本 山口熊本 山仁]

奈良

8 兵庫 兵庫 兵康

中下一全
91~ 零落 大阪 大阪 大阪

DI1 
橋防 宮城 岐阜 官城 岐阜 福照

下一 福岡

2 超J:二重 ニm 愛媛 二重

愛媛 愛媛

3 下一中上 北海道 北海道 北海道

4 下一
愛知 愛知 燦児島 鹿児烏 愛知

鹿児島

5 
中下

福井 福井 福井

6 下一金謝
零務

大分 東京 東京 大分 大分 東京|

資料出所:事業所統計

低いことが特徴的となるO か。以下かかる点を検討しよう。

第2環都市的生産・結節諸機関の資本主義的分解 1 都市的集積と都市的諸機関の資本主義的分解・発

-発展の裂における諸特性 療の型

さて，すでにみたところで，市部において， 5~ 9人 a) はじめに，都道府県別の 1~4人幾模腐の構成比

腐，また， 1~4 人!習が昭和41年以降その市郊の都市的 についてかかる点を検討すると，表3-14-2にみるよ

諸機関の発展をまさに主導するものとしてたちあらわれ うに，その構成比 7~7 ， 5溺震がA ， B， C，Dの各類裂

ていることは明らかであろう。ところで，それなら，か を透して支配的であることがまず明らかとなるが.その

かる形での都市的機関の発燥を示すところは，一体L、か 構成比がもっとも低い 6~6 ， 5割!震は北海滋，東京，つ

なる特伎をもっところとして位霞づけられるのであろう いで低い6.5~7.0割!習は広島，神奈川，大阪，宮城，福
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都道府集jjlJ従業員1人当りの付加価儀額及び年間販売金額

1.従業員1人当号の付加犠値積 2. 1人当昨年鰐販売金額 3. 従業員1人当町付加領自産額
全焼鍋 (万河) (卸小売・飲金計) 山 1下漕{加 100-2鈍入11(万円 300.人以上腿 (万円)

1∞ 1!j) 12∞ 2fil 13∞ 5∞ 4∞ 5∞ s∞7∞ 8∞ 9∞ 1000 12ω。50 170 180 1I∞ 110 1 1∞1日 2∞ 2301270 11鉛お01230 幻'01 33) 1 390 1470 
，句‘‘町司旬"‘. 声‘'凪ー戸W 川、，酬

149 1 199 1 249 1 299 1 499 以上 499 1 59宮 6991 799 鈎9 1 9宮911雪99以上 691 791 991 1ω 1391 1491 1羽 包91269以上 以下 22912691 3191 389 1 46g 以上

.A も青森 青森 長野 香川 青森 長野 青森 香川 長野 香川 青森

l 香川 香川 長野

長野

2 佐翼 茨城 広鳥 佐費 岩手
z 

広島 佐賀 茨城 広島 岩手 佐費 佐貫 岩手 茨城

岩手 茨竣 岩手 茨城 広義 広島

宮崎 宮崎 福島 宮崎 福島 宮崎 福島 宮崎

3 福島 福島

4 
群馬 縄山 群馬 縄出 縄出 群馬 関山 群蔦 閥均

群義

5 I鳥高知取 高知 高知 島取 鳥取 高知 鳥取 高知

鳥取

6 島根 島根 急線 島根 議線

B 11 埼玉 矯玉 埼玉 埼玉 埼玉

石)11 山梨 石)11 山梨 石川 徳島 石川 徳島 山梨 石)11

2 山梨 簿島 徳島 山梨

徳島

3 出形 由形 山形 山形 山形

C 11 

竺量
京都 京都 京都 京都

2 秋毘 秋田 秋毘 秋羽

3 富山 富山 輩出 富山 富山

4 滋費 千葉 滋賀 千葉 滋費 千葉 滋賀 千葉 滋賀 千葉

5 長崎 長崎 長崎 長崎 長崎

8 
和歌山 神奈川 和歌山 静関 神奈川 和歌山 静潟 神奈111 和歌山 神奈川 静岡 神奈川 和歌山

務純 静縄

熊本 栃木 奈良 山口 奈良
栃熊本本
新潟 熊本 山口 栃木 奈員 熊本 栃木 山口 奈良 熊本 ー新潟 lli口

7 新潟 新潟 新潟 栃木 奈良

山口

8 兵庫 兵E事 兵F事 兵庫 l兵率

9 大飯 大荻 i大紋 大阪 大阪

D 11 
宮城 福岡 宮城 宮城 岐阜 宮城 岐阜 宮城 岐阜 極関

岐阜 岐阜 福岡 福岡 福商

2 1言 愛媛 三重 愛媛 三重 愛媛 三重 愛媛

三重

3 北海道 北海道 t海道 北海道 北海道

4 鹿克島 愛知 漉克島 愛知 麗児島 愛知 鹿児島 愛知 鹿児島 愛知

5 福井 緩井 福井 福井 福井

8 大分 東京 大分 東京 大分 東京 東京 大分 大分 東京

資料出所:工業統計及び議業統計

表3-15

日

-
ω
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関，愛知であることが切らかとなるが，広島ーな除いては まり，いわゆる集積が低い地域においては，そして，現

いずれも市部中下及び下主導裂に入る。とりわけ下主導 段階において超上一超上，また超上一中下とL、う形で現

腐の比震が高いことがわかる O かようにみてくるなら に独占資本の主導のもとに，その地滅開発が良隠されて

ば，相対的にみて， 1~4人規模腐の占める構成比の低 いる地域においては，従業員規模が零細な事業体におい

い都府県において今日下j習を，つまり 1~4 人!習を主導 て，その生産性も明らかに低いことが明らかとなる。言

とした都市的諸機関の資本主義的分解・発展が展開され 葉を替えるならばすでに独占による既存の集積の高い地

ていることが切らかとなろう。 域においては，そして，現に市部において 1~4 人規模

b)さらに，表3-14-3なみるならば，対全国構成比 また 5~9人規模の事業体がその総体としての地域の都

において， 100人以上規模j替の事業体の集積の高い地域 市的諸機関の発疑を主導している地域においては，他地

にかかる市部における中の下，また，下主導の裂が今日 域に比して，その零織な従業員規模別の事業体において

ふたたび惹起していることが切らかとなろう。対全国比 も，その生産性が高いということが特徴つ守けられよう 0

1000分比率でみると 100~199%の東京，大阪， 50~99% そして，さらに，表3-15-3に切らかなように，製

の衿奈川1，愛知， 30~49%の毒事問，兵庫，福岡，北海道 造業における 100~299人規模層，また， 300人以上震を

はいずれもこの類型に入る。 みても，vまぽ同様の点が指摘できるが，しかし，かかる

もとより，市部における中層下主導毅，また下層主導 従業員規模の大きな事業体においては，第一に，とり

型に入るのは，かかる類型に入るところのみではなし、。 わけ100~299人震においては，中下一中下主導層また下

たとえば，下燈主導型を例にとるならば愛媛，鹿児島， 一全面零細粛において，その生産性が高い群が擁出され

福井，大分などはその構成比 5~9%と L、ぅ低集積地域 るということ，そして，第二に， A群またC，D群の格

を構成している。かかる観点からみるならば，中下主導 楚が相対的にみられなくなっているということなどが特

裂，下主導型は二つの類型に分かれるということができ 徴的となるが，従業員規模の零絡な事業体において，わ

ょうが，しかしながら，以上みたところによって，瑛段 れわれが指摘した点，また，ここにおいて第一に，われ

階のわが悶資本主義の発展そのものが100人規模以上腿 われが指摘した点が支配的に表取で、きることを，ここに

の事業体の集積を幾つかの地域に集中せざるをえないと 指摘しなければならない。

いう構造をもっている以上，そうした拠点集積地域にお

いて， 1 ~4人規模j替，そしてまた 5~9 人規模!習が構 2 地域住民生活と都市的諸機関の資本主義的分解・

造的に再生産されているということが明らかとなろう。 発展の裂

c)ところで，表3--15-1にみるように，かかる地 さて，われわれはさらに問題を発展させよう。すなわ

域はたとえば製造業を例にとってみるならば，従業員 1 ち，次の問題は上述してきた諸点を，地域住民の生活レ

人あたりの付加価億率において上位に位援づけられる群 ベルにひきつけて考えるならば，それは一体し、かなる形

が含まれる地域として特徴づけられる。そして従業員 1 での解析が可能な変動をE誌に示しているかとL、う問題で

人あたりの商業販売額でも〈表3-15-2)同様の点が ある。

指摘できる。そして小売業，卸小売業別にみても，ほtま はじめに，製造業における都遂府県別従業員規模別の

同様の点の指摘が可能となる O 従業員一人当たりの現金給与額をみると，表3-16のよう

d)この点をさらに詳細に検討するために，われわれ に，従業員規模別にまた都道府県別に現に大きな格設な

は，表3-15-3安用意した。すなわち，すでにみたよう もって存在していることが明らかとなるが，これを市部

にたとえば，製造業を例にとってみても問一従業員規模 ー郡部関連の都市約諸機関の資本主義的分解・発展パタ

の事業体においても，その生産投においては大きな格義 一ンとクロスさせると，上述してきたところとほぼ問じ

が現に存する。いま，製造業において，従業員規模9人 ような傾向が表取される。すなわち，中下一中下，中下一

以下の事業体の従業員 1人当たりの付加価鐙額をみるな 全面零落，また市部下層主導型といったところに，従業員

らば，現に超上一超上，また上一中下とLヴパターンを 一人当たり現金給与額70万円以上騒が集中する傾向なみ

とって，その都市的諸機関の資本主義的発展・分解をと せ，かかる層以外では広島，埼玉，千葉が，従業員一人

げているところにおいては，他群に比して，すなわち， あたり現金給与額70~80万円腐を示すのみとなる(表3一

中下一中下群，また，下層主導群に比してとりわけ中下 17-1 )。いま，従業員規模9人以下震と300人以上!習を

ーや下群に比して，その従業員 1人当たり付加鏑値綴が とりだして，かかる点を検討してもほぼ同様の点が震耳元

低い若手にそれを特化していることが明らかになろう。つ される〈表3-17-2，3)。しかしながら，仔級に検討
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地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法(中〉

表 3-16 都道府県別 1人当たり現金給与額
(製造業)45年単位百円

北海道 174，606.6 6，490 140，840.4 

青森 26，545.2 4，589 88，058.4 

岩手 39，017.5 5，139 京都 206，470.3 

宮城 63，212.5 5，290 大阪 981， 115.0 

秋田 31，573.9 4，787 兵康 541，613.5 

山形 48，800.7 4，562 奈良 43，575.5 

福島 89.307，3 5，144 和歌山 70，024.3 

茨城 152，024.8 6，604 鳥取 24，334.5 

栃木 126，873.7 山棋根 26，653.2 

群馬 139，605.5 6，048 岡山 150，953.6 

埼玉 361，023.1 7，374 広烏 260，596.9 

千葉 214，905.2 7，916 01 口 112，841.9 

東京 1， 241， 771. 9 8，916 徳島 36，869.0 

神奈川 748，138.7 9，490 香川 53，745.1 

新潟 141， 474.1 5，568 愛媛 79，388.4 

富山 102，524.3 6，793 高知 22，248.6 

石川 78，677.3 5，443 福間 257，463.2 

福芥 59，610.0 5，031 佐賀 31，504.1 

山梨 33，346.3 4，523 長崎 59，165.7 

長野 162，758.0 6，079 熊本 39，234.9 

妓主主 154，553.2 5，694 32，885.4 

静岡 321，234.2 7，043 宮崎 29，547.1 

愛知 751， 113.2 7，658 鹿児島 26，436.5 

出所工業統計

6，563 

6，617 

6，976 

8，710 

8，581 

5，771 

7，055 

4，859 

4，591 

6，635 

7，911 

7，849 

5，022 

5，291 

6，240 

5，135 

7，653 

4，848 

7，009 

4，821 

5，463 

5，074 

3，992 

すると， 5~9人層主導のタイプと 1~4 人!習主導のタ

イプとは明らかに奥なっていることがわかる。すなわ

1:>， 1 ~ 4人主導層タイプに比して 5~9 人題タイプに

おいては，その現金給与額水準は切らかに高い地域の構

成比が多L、。このことは，漢に超上一超上型とL、うノ4タ

ーンをとって，また超上一中下，上中一上中とL、うパタ

ーンをとって.市部一郡部関連の都市的諸機関の資本主

義的分解・発展を行なっている地域においては，少なく

とも製造業を基準とするかぎり 9人以下層の機関，また

300人以上の従業員規模をもっ機関をとってみても，そ

こに労働する賃労働者の現金給与額水準は，他のパター

ンでの資本主義的分解・発展を示す地域よりも低位にあ

るということを物語る。つまり製造業従業員規模9人以

下層の機関の賃金水準が低い地域に，今おの段猪におい

て従業員規模100~299人震また 300人以上層といった機

関が進出し，他地域に比しての低賃金労働を特徴として，

それが地域全体の都市的諸機関の発展を主導するという

形で，これらの地域のより一層の資本主義化が現に展開

している。これに対して市部において，中下層また下震

がその都市的言語機関の発震を主導しているところでは上

層規模の都市約機関の集積がある地域であり，またその

生産性も高い地域であったが，かかる地域においては製

造業従業員9人以下震の従業員一人当たりの現金給与支

出額も高い地域の構成比も多く，また，300人以上}震にお

いてもかかる点が存在することを指摘しうるのである。

ところでこうした都市的機関における従業員一人当た

りの現金給与支出額の格差は，当然にも地主主住民の生活

過程における生活水準の相違をもたらさざる合えない。

全国消費実態調査から一世帯あたりの笑収入をとりだし

て，それを前述の市部郡部関連の都市的諸機関の資本

主義的分解・発展裂とクロスさせると，ここにおいても

ほほ。すでに指祷してきたと同様の傾向が看取される(表

3-18)0，そこには切らかに一世帯あたりの実収入水準

において，超上・上一趨上裂がその水準の低い群を構成

するという綴向性がみられるということ。また，実収

入水準が高い群は，市部下層主導型では東京電ピ除いては

みられなくなり，中下一中下型，中下一全面零落裂，ま

ずこ，中下一超上君主にそれは集中的にあらわれる。かかる

点は，一世帯あたりの消費水準でみると，より明確と

なる。すなわち，市部下層主導援では，下一全面零落

型の東京，また下一中下震を示す愛知，また，下一趨上

君主の中では，三重を除いては，いずれも，その消費水準

は低い群を構成する。そして，中下一中下層，中下一超

j二藤，そしてさらに中j二一中上尾警において，その消費水準

のたかい訴があらわれてくることが特徴的となる。つま

り，東京，愛知，三重量を除く下層主導型の中の大，宗は，

超上一越上裁と同様の一世帯あた与の消費水準の低位群

を構成している。ここにおいて指摘できる点は，市部に

おいて， 1~4人潤が主導して，その都市的分解・発展

の営みを現に渓関している群の大宗は，趨上一超上裂を

とって資本主義的分解・発展をとげている群と， ，まぼ河

様の低伎の消費支出水準にあるという点であろう。さら

に表3-17にあきらかなように，市部において超上主導

裂をとるところのうち，なかんずく，超上一中下型にお

いては，その消費支出水準は，この， 39年から44年にか

けて，その伸びがもっとも高い地域として位置づけられ

る。つまり，現実において市部超上主導型をとるところ

においては，その消費支出水準の低さにもかかわらず，

この近年の消費支出水準の伶びが高く，その伸びの高さ

によってかかる水準を維持している。これに対して.r行

部下層主導型においては，前者と比較するならば，この

近年における消費支出の伸びの低い訴として位笹づける

ことが可能で、あろう。そしてかかる地域における消費支

出水準の伸びの低位性は，そこにおける階級的矛盾の深

化を構造約に示しているといわざるなえない。
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AI 1 
主語 奇轟 香川 長野 青森 香川 長野 青轟 香川 長野

l佐賀

香111 者轟 者轟 長野

J: 長野 香川

一 佐賀 岩手 表滅 広島 佐糞 表城 fJ;畠 岩手 佐賀 ま域 よ島 岩手 広島 佐賓 表滅 広島
2 

一
主量 岩手 表域 岩手

3 
J: 高椅

」
宮崎 富由奇 福島 福島 宮古奇 宮崎

福島 福島

4 主員
凶山 持山 群馬

土t
群鳥 群詩 緑山 関山

群馬 群罵

5 
鳥取 高知 晶知 鳥取 高知 鳥取 高知 畠J{X

6 
ヰ? 高知
ード 島11! 島被 島根 島綴

BW- i争 埼玉 埼玉 埼玉 埼玉 埼玉
山梨 伝1I1 山繋 filll 徳島 山梨 山梨 がl 山梨 石川

2 {喜島 石川 徳島 徳島

I3 
ヰ3 徳島

山静 山影 山形 山形 山形

日
中 京都 京都 京都 京都 京都
(ド 秋田 秋部 秋国 秋国 秩随

富山 富山 富山 富山 富山

4 
越 滋賀 千葉 滋賀 千葉 滋賀 滋茸 千葉 滋賀 千葉
上 千葉

5 中下中一1: 
長崎 長崎 長崎 長崎 長崎

6 ct 
和歌山 神奈川 和歌 静閥 神奈 和歌山 神奈 静凋 神奈 和歌山 和歌 静凋

ード 静凋 山 1I1 静関 111 111 出 神奈111
熊本 新潟 栃木 山口 熊本 山口 熊本 新潟 奈良 熊本 新議 山口 熊本 新潟 栃木

i 
中

奈良 新議 栃本 山口 栃木 奈員

区
ード 奈皇 栃木 奈良 山口

中下

兵嘩 兵車 兵庫 兵車 共産

9 大阪 大綴 大阪
全面零落 大阪 大阪

Dll 下
宮城 議開 福岡 宮城 福蹄 宮城 福間 宮城
岐阜 岐車 岐阜 岐車

結福締車
超

宮城

2 上 霊三媛重
愛媛

愛三媛重 二重 愛媛 愛媛 二重
二重

3下中上 iti証道 jt議選 北海道

愛知仁匠

iじ事選 t語道

4 
下中下

車先 愛知 鹿児 愛知 麗克島 愛知 鹿児島 愛知

5 
畠 島

福井 福井 福井 福井 福井

6 F 全煽 大分 東京 大分 東京 大分
[東証

大昔 東京 大分 東京

--叫零落

資料出所:工業統計珪び全国消費実態議査報告

表3-18表 3-17-2 事業所鏡模別従業員一人あたり現金給与表 3-17-1従業員一人あたり現金給与

-l 
0> 



地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法(中〉

表 3-19 消費支出 表3-20 鴻資支出の伸び率
(昭和39年から44""まで)

¥ 
5.0 6.0 6.5 7.0 8.0 135.0 140.0 145.0 150.0 155.0 160.0 165.0 170.0 175.0 180.0 

5.9 6.4 6.9 7.9 8.9 139.9 144.9 149.0 154.9 159.9 164.9 169.9 174.9 179.9 184.9 

AL! 青森 香川 長野 香川 青森 長野

{主袈 広島 広島 佐賀

2 お手 茨城 主岩手

茨城

3 宮崎

4話島
福島 宮崎

4 向山 群馬 関山 群馬

高知 鳥取
5 

，急~ 高知

6 駁民 島根

BL2 埼玉 埼玉

2 
UJ梨 石)11 山梨 お)11被J詰

徳島

3 山形 山形

cL2 京都 京都

秋悶 秋悶
2 
富山

3 富山

4 滋賀 千葉 滋賀 千葉

5 長崎 長締

6 
和歌山 神奈 神奈 和問t務関

静陪 )11 JII 山

UJ口 栃木 新潟 栃木 熊本

7 新潟 山口 奈良

奈良

8 兵庫 兵庫

9 熊本 大阪 大阪

D 
福岡 岐阜 宮城

1 岐阜 福岡

宮城

2 愛媛 ニ重 愛媛 三重

3 
北海 北海道

道

4 鹿児 愛知 鹿児島

~ 愛知

5 福井 福井

6 大分 東京 東京 大分

資料出所:会滋消費実態調査報告

還を 3-21 経営耕地規模別農家数と都市的事業体の従業員規模511]構成比

A)経営耕地規模別農家数 5反未満 5反-11l!J 1-1.5釘 1.5-21l!J 2町以上

1構成比 (S4 6) 37.60% 31‘13 17.05 7.88 6.33 

B) 都市的事業体の従業n規t#i ~IJ 1 -4人 5 9 10-29 30-49 50-99 100人以上

構成比 (S4 4) 71.23% 14.92 9.74 2.00 1.28 0.841 
向"一ー一一同一一一一一L一一一ー ωω~  

資料出所:農林業センサス及び事業所統計
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表3-22 的経営耕地規模別農家数(年次変化) (都府県) 農林翁年次統計

年 次 5反未満 5 反~lIBJ 1 ~ 1問 1.5 ~ 2町 I2町以上
昭 35. 5，756 2，211 1，887 1，010 410 238 

// 40. 5，386 1，995 1，735 954 426 276 

グ 46. 5，101 1，918 1，588 870 402 323 

(吋奪兼業男IJ農家数及び農家率(年次変化) 農林省年次統計

生ド 次 総

35 年

40 年

45 年 5，341，800 

的農林業就業者・従業上の地位男Ij様成比変化

生ド 次 自営業主 家族従業者 雇用者

35 生手 35.8 56.8 7.4 

40 年 37.7 56.7 5.6 

45 年 43.1 53.6 3.4 

資料出所『経済要覧j 1972 

かように総体としての人類社会は，少なくとも現段

階におけるわが国をみるならば，それは明らかにピラミ

γ ド型に構成されている。しかもその地域住民の現実の

生活過程レベルの物質的基盤にまでおりてみたならば，

きわめて多様な資本主義的変動過程を現にもっていると

いうことが事実に即してあきらかになろう o いわゆる近

代化施策によって，こうした構成が逆ピラミ vドに構成

されるというようなものでは決してない。しかも農業生

産組織に比して都市的生産・結節機関においてはそのい

わゆる雲詳細な底辺がきわめて広大で、あることが切らかと

なろう。さらにわれわれが指摘すべき点は，かような構

造変容自体が現段階のわが霞においては少なくともその

社会のより一層の資本主義的高度化の中での農業生産組

織，そしてまた都市的生産・結節機関の資本主義的分解・

発展の中でそれ自身燦関しているという事実であろう。

いまこれを農村一都市との関連でみるならば，第一に指

摘しなければならないことは，表3…22仔)(ロ)付にみるよ

うに，農業生産組織においては，その自立限界線の上昇に

ともなって，たゆまずそれが上昇，すなわちー撹りの上層

農家震が農選法施策以鋒の農業構造改善施策によって

の選択的育成の中で、形成されているとL、う毒事実，しかも

それが決して農業腹湾労働者を擁してのいわゆる箆幾層

の形成という形では展開していないとし、う事実であろ

う。そしてまた，表3-22(ロ)にみるようにこの間，農民

局のいわゆる策業化がよりー燈進展しているという事実

人口数

100 

であろう。第二に指摘しなければならぬ点は，都道府

県別に都市ー農村関連でみた都市的諸機関の資本主義的

分解・発展パターンにおいては， 35年から 44年にかけ

その一般的な分解薬事告の上昇，すなわちその従業員規

模 1~4 人規模}替の率業体に対して，それ以上の増加，

とりわけ 5~9 人規模爆の増加を薬事由においてそれが展

開しているということ。しかしながら， 41年から44年に

かけて変動でみるならば，すでにみたように郡部におい

ては. 5~9 人規模隠の主導が切らかであるにもかかわ

らず，都市部においては，ふたたび 1~4 人規模爆の都

市的事業体の増加傾向が明らかに表敬される。しかも，

それらの地域が，すでに対全国比比較においてその従業

員規模100人以上隠の都市的議機関の集積が高い地域，

しかも製造業を例にとっても.TI苦笑をf7Uにとっても，そ

の従業員一人当たりの付加価値額，また売上げ高の潟い

地域において，かかる現象が40年以降ふたたび惹起して

いるということO そして製造業を例にとってみるなら

ば，こうした地域は. 1~ 9人規模j習といった零細事業

体においても，他地域に比して，その生産性が高い地域

として特徴づけられることである。

ところで第三の問題は，かようなわが国資本主義のよ

り一燈の高度化の中での不均等発際自身が地域住民の生

活レベルにおいて一体いかにあらわれているかという問

題である。はじめに幾民}欝におけるそれをみるならば，

そして，それを世帯魚一人当たりのレベルにおろしてみ

ると表3-23でみるように，それ自身兼業収入にその

生活源を依拠した l町以下層が明らかに2困了以上}習を

上回る生計費水準を現に維持しているということ。そし

て，それがもっともおちこんでいるのが 1 町~2町腐

であるとしづ事笑も同時に切らかとなる。そして都市的

諸機関におけるかかる側面をいま製造業に例をとってみ

るならば，その従業員一人当たりの現金給与額において
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地域社会変動構造把援に関する装礎的分析方法〈中〉

単位1.000円経営耕地規模見IJ• i量帯員一人巡り家計費(都府県)表 3-23

2町以上

102.01 

125.51 

171.9 

189.8 

214.6 

241.8 

1. 5町~2町

92.6 

118.3 

156.8 

176.5 

200.1 

2日~2.3

1田r~1. 51BJ

91. 7 

118.2 

157.7 

176.0 

206.2 

239.3 

5 反~1 屈J

90. 

119.9 

162.7 

186.4 

216.4 

248.4 

3 反~5 反

98.0 

128.3 

175.2 

207.9 

238. 

3反未満

101.2 

132.2 

185.8 

212.2 

245.2 

290.2 

次

年

年

生子

生F
年

生ド

年

Q
U
A
V

つれ制

Q

d

A
ゆみ

F
D

つo
d

体

a
a
a
τ
d
倍
A
A
τ
d今

現にその従業員規模100人以上層という都市的諸機関の

集積の高い地域においてそれが高額の水準を有している

ということについてはすで、にふれた。しかしながらその

家計費水準においては，その援がそれほど顕著にみられ

ないということ，すなわち，これまでの都市的諸機関の

いわゆる 100人規模以上層の対全国比においてその集積

の高い地域としからざる地域との間における援は前者ほ

どみられず，しかもその家計費水準における伸びを時系

列的にみるならば，前主Eの意味においてその集積の少な

い地域において，それが急速に伸びているということ，

かかる事実のより詳細な解析は別稿に譲るが，しかし最

少限度次の事実にはふれておく必婆があろう。すなわち

第一に，それはかかる意味での集積の少ない地域におい

ては，今日の段階においてその低賃金水準を利用して，い

わゆる従業員規模の大なる製造業が設立されているにも

かかわらず，そこにおける従業員がし、わゆる兼業幾民と

して特徴づけられるが放に，おそらくその家計費水準は，

かかる都市的諸機関の設援によって急速に伸びているの

であろうことが予測されるということ。けれどもかかる

事実は，兼業化農民の自らの労働力の磨消過程として現

象していることは事突である(1)。けれども，第二に指

摘しなければならないことは， 47年冬の衆議院選挙の結

果で明らかなように，かかる地域においては，そして生

活水準の急速なる伸びに対応しての受益意識が濃厚な点

がその特徴として看取されよう。これに対してとりわけ

太平洋工業ベルト地帯にE毒する都市郊においては，その
生活水準は前述の地域とさほど格差がないにもかかわら

ず，この伸びが前者に比して低いが故に，前者とは異なっ

た構造がそこに惹起している点が着耳元されるのである。

ところで第三にわれわれが指摘しなければならぬ点は

ずで、に述べた変化のやで， 41年以降，都市部においてふ

たたび 1~4 人規模震といった趨零細規模の都市的機関

が増加し，替って農村部においてかかる規模の都市約機

関そのものが減少しているとL、う事実であろう。このこ

とは言葉を替えるならば，少なくとも今日の段階におい

て専業農家}替，ついで兼業農家!習において家族従業員の

減少率がもっとも著しいとLヴ事実，そしてまた今日の

段階における兼業化が，家族内におけるいわゆる潜在的

失業者震を非農林部門に緋出するとL、う形で行なわれて

いる段階をとおに通りこして，世帯主および後継者が非

農業的兼業に従事するという段階に途しているという事

実を考慮に入れるならば(2)，さらにまたし、わゆるそれ

自身無償労働力といわれる家族従業者が都市的諸機関に

おいて，昭和22年から44年にかけて，突数として84.6万人

増加しているとL、う事実を考慮に入れるならば，現段階

においていわゆる相対的な過剰人口のプール地そのもの

が農村部から都市部へ大きく変容してきているという事

実，すなわち，かかる意味で都市一農村の関連構造が大き

く変理事しつつあるということは認めなければなるまい。

以下分析レベルを北海道地域社会に移すことにする。

そのさL勺われわれは金属レベルの分析においてはふれ

えなかった都市，農村を合てめの都市的諸機関の資本主

義的分解・発展にともななうその都市的生産・結節機関

を現に支えている労働者の属性，すなわち，その階級構

成の変容のレベルにまで分析の射程をおろしたい，と考

えている。

『農林省・農家経済調査』資料出所

注 (I) 布総鉄j古「燦村家族と差華民生活J(東大出版会「社会こム持I!IiJ
3巻主主見音彦編 F農村社会'f:J ) 1973.4所収
(2) 布施向上論文参照

第 4節北海道地域社会における都市的

諸機関の資本主義的分解・発展の

構造

次に，われわれは北海道215市町村を対象として，そ

こに存在する全都市的諸機関の資本主義的分解・発展の

構造を明らかにしよう O

北海道地域社会における市部一郡部関逮の金属におけ

る位霞づけについては，すでに前節で行なったが，北海

道に存する都市的諸機関の分解・発展の構造は市町村に

おいてかならずしも問ーではない。いうまでもなく，そ
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こには激しい資本主義的な不均等発

展が地域的に展開せられているO

第1項従業員規模別にみた都

市的諸機関の機成比の変化

はじめに，われわれは8治体単位

に昭和35年から41年そして44年にか

けての都市的議機凋の従業員競模別

変動をみてみると表 4-1のような

変動構造が現に存することが明らか

となる。

市部における従業員規模 1~4 入

閣の変動は，明らかに，その構成比

を65.0~69.9%]替から， 60~64.9% 

震の増大へと変動させている。しか

しながら，同時に，ここでわれわれ

が注gしなければならぬ点は，その

構成比60%以下とL、う層が41年では

若干増加しているにもかかわらず，

44年にはそれは 1市と減少し，また

75~79.9%層が 3 市と増加している

という事笑であろう。

また，郡部におけるそれをみるな

らば，そこにおいては，市部よりも

より急激に， 1~4 人燈の構成比が

減少していることが明らかになる。

すなわちその大家は 35年段階の

75~ 89.9 %]脅から 41 年の70~84.9

%へ，また， 44年65~84.9%廃へ明

らかに大きく変容を示している。そ

市

部

郡

吉E

市

官官

都

部

教育学部紀要第 21号

表4 道内年次盟IJ事業体従業員規模5JIJ階層構成比

1~4 人層

50 55 60 65 7(} 75 80 85 90 
~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 
54.9 59.9 64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 告4.9

35 1 。5 18 4 3 。。Q 
オi
41 。2 12 11 5 1 。。。

部
44 。l 14 10 3 3 。。。
35 。l 3 19 33 47 59 18 

郡
41 。2 4 16 46 38 45 25 8 

部
44 。 8 30 40 53 36 12 4 

5-9人厳

1.0 3.0 5.0 7.0 9.0 11.0 13.0 15.0 17.0 19.0 
~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 
2 .9 4.9 6.9 8.9 10.9 12.9 14.9 16.9 18.9 20.9 

35 。。。2 2 1 2 9 13 5 
41 。自 。。。2 2 7 13 7 

すR.44 。。。。 3 2 16 7 

35 2 12 26 35 26 9 10 2 

41 2 5 12 27 31 31 30 23 17 5 

44 3 7 3 16 28 24 40 35 16 11 

10人以上層

8 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0 
~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 
1.9 3.9 5.9 7.9 9.9 11.9 13.9 15.9 17.9 19.9 

35 。。。2 2 2 6 s 5 5 
41 8 。。。。1 4 7 10 6 
44 。。。。。1 5 7 8 7 
35 9 21 55 41 33 14 5 5 。。
41 2 7 25 26 41 29 27 11 9 4 

44 2 14 30 34 .37 28 17 13 5 

95 
~ 
99.9 。
。
。
3 

2 

。

21.0 23.0 
~ ~ 
22.9 25.9 

1 。
。。
。

3 1 

1 。
1 。

20.0 22.0 
~ ー
21ュ9 23.9 。。
3 。
3 。
1 。
3 。
2 l 

してお年段階において， 1 ~4人規 資料出所:事業所統計

模爆の構成比9割以上の町村21合数えたのに対して， 44 は9.0~16.9%]習へそれは上昇している。しかし，ここ

年においてはそれは 4町村を数えるにすぎなくなって においては21. 0~24.9%震はこの間若手ながら減少して

いる。しかし，こうした傾向と同時に，ここでさらにふ いることが注尽される。

れなければならない点はその構成比6割以下の町村が41 最後に10人規模以上腐をみるならば，市部，郡部におけ

年には 2町村であったのに44年には l町村と減少してい るその構成比増は表4-1のように切らかに震取される。

るという点であろう。 かように， 35年， 41年.44年という時系列でその変動

次に 5~9人層の変動をみるならば，市部においては を8視的にみるならば，市部・m部とも， 1~4人規模

35年から44年にかけて，いずれもその構成比11.0~22.9 震の構成比の減少，また 5~9人規模層および10人規模

%間の変動であるが，この潤その構成比17.0~20.9%の 以上層の構成比増の傾向は，明らかに看取される。しか

増加は明らかであり，また， 15~16.9%震がそれ以下層 しながら， 41年から44年にかけての変動を， 35年から41

と以上腐との関に碕緩分解している傾向も看取されるご 年にかけての変動との対比でみるならば，すでに前節で

とくである。一方郡部におけるそれをみるならば，その われわれがみた全国的傾向と同じく，とりわけ市部にお

大奈はー寅して上昇し. 35 王手段階でその構成比 5.0~ いて， 41年以降，ふたたび 1~4人幾模騒が増加すると

14.9%]習が 41年には 7.0~ 16.9 %湾へ，また， 44年に L ヴ傾向が明らかに表取されるのである。
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地域社会変動構造把爆に関する議礎的分析方法(中〕

おいても.215自治体を例にとれば，すでに第一主主(第

19号所収)でわれわれが分析したように，いわゆる過密

一過疎照題がそこで惹起していることで切らかなよう

に，地域的な不均等発展を現に示しているので，都市的

事業体の数そのものを増加，あるいは減少させる過程の

中で，かかる構造変化が事実としてひきおこされている

ということであろう O

いま，対41年との比較で.44年現在. 1~ 4人規模!欝

の構成比が増加しているところをとりだすと表4-2(a)

のごとくなり，同じく35年から41年にいたる変動(表4

-2(b))と比較するならば.41年から44年にかけて，市

部・郡部とも 1~4 人規模爆の構成比が増加していると

ころが明らかに増えていること，とりわけ市部において

は，半数以上の市において 1~4 人規模!替の増加という

傾向が看取されることが明らかとなる。

都市的生産・結節議機関の資本主義的分解

.発農の裂

さて，われわれは，かような41年以降の変動に義gし

て.41年から44年にかけての，北海遂215市町村の都市

的諸機潟の資本主義的分解・発展パターンを，次のよう

に分類した。この分類は補注で述べた慕準に従ってなさ

れているが，われわれの前節からの問題提起をよりしぼ

った形で，ここでは41年以降の 1~4人規模腐の動向に

務自しての分類を行なった。それは表4-3にみるごと

くである。

第 2項
1~4 人規模層構成比変化 (a)4トラ44年

31 
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A 下層増加主導型

① 下層主導増加型

② 他層減関連下}替機加主導型

付) 中層下減関連

(同中!議上減関連

付上隠滅関連

同趨上隠滅関連

ち 下層増関途中!欝増加主導型

③ 中j霞下増主導型

④ 中層上増主導型

C窃下!爵土器関連上層増加型

D 下隠滅関連中}習増加主導型

⑥ 中}欝下増主語審理i

⑦ 中層上増主導型

B③ 下層減関連上層減少型

F 下隠滅関連中層減少主導裂

⑨ 中}雪上減主導型~

⑮ 中!替下減主導毅

G 下層減少主導型

⑬ 他層増関連下康減少主導君主

(イ) 超上増際関連

(ロ) 上層増関連

付中j欝上増関連

討中}習で増関連

⑬ 

しかも. 35年から41年にかけて 1~4人規模層が増加

している都市と. 41年から44年にかけて 1~4 人鏡検麗

が増加している都市とを比較すると，そこに明らかに質

的な相違が存することが指摘できるのである。すなわ

ち. 35年から41年にかけて 1~4 人規模!習が増加した都

市は，北見・夕張・美唄・江別・三笠・歌志内となり，

北見・江別を除けば，いずれも炭鉱諸都市の中の一群で、

あることがその特徴となるが.41年から44年にかけて，

それが増加した諸都市は，札幌・函館・小樽・室長繍・iWlI

路・留萌・苫小牧・稚内・江別・赤平・紋lJlj・士別・三

笠・千歳・滝111-歌志内・登別となり，江別・三笠・歌

志内が前期とだぶっているが，何よりも札幌・小樽・乎

歳・室長関・苫小牧，さらに主差別，そして札幌の衛星都市

である江別といった北海道道央工業地帯に属する諸都市

がそこに含まれているということがその大きな特徴とな

る。こうした傾向は，すでに前節でみたように，会問的

にも東京をはじめとしたし、わゆる太平洋工業ベルト地帯

において，かかる傾向が惹起していることとまさに軌を

ーにするものであるが，しかしながら，ここで同時にわ

れわれが看過してはならないことは.35年から41年にひ

き続き歌志内・三三笠，また，新たに赤平を加えた炭鉱諸

都市がかかる範礁に入り，さらに函館・釧路・留務・稚

内・紋lJJj・二と別・滝111といった地方中あるいは小拠点諸

都市がこの範隠に入るとL、う芸評突であろう。

101 
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そして最後に述べなければならぬことは，かような都

市的諸機関の分解・発展の型は，北海道地域社会の中に
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(補注)

都市的事業体の分解・発渓の類裂化について

(1) 事業体数変化(増加と減少〉による大別をまず行な

った。

(2) 事業体数変化に対する各規模腐の関連寄与率(昭和

41王手， 44年の増分に関して〉による算出数値で 1~4

人震に着践し，また 5~9 人!替の複雑な動きに着目

した。そこで，下層(l~ 4人)，中隠下 (5~ 9 

人)，中層上(1O~29人)，上層 (30~49人50~99人)， 

超上層(100人以上〉の 5規準が確定された。しか

し，寄与率では，実数変化の捉え方が不十分になる

(例えば+10とー10でOになり，変化がでてこないこ

となど〉。

(3) 各規模隠の分類化の確定

3時点(昭和35年， 41年， 44年〉及び中層上以上の

3つの!替の場合は2時点(昭和41年， 44年〉悶の実数

変化(増加か減少，及び実数の大きさ〉を基礎とし，

伸び率，増分実数を加味して，事業体総数の変化を強

く規定していると思われる規模を個々に固定させた。

その際，下・中下・中上・上・超上の 5つの層の組合

せから仮分類を設定，IZ.分にあたったが，これでは区

分しえないものを新たな分類として加味し，仮分類を

より実態に即応するように新たな分類を設定した。

(4) 各規模関連関からみた類型化の試み

すでに判明した総数変化を強く規定していると思わ

れた下!替の動きに注目し，それとの関連で中層(上，

下を含めて〉の童書きをとらえ，下麗増(あるいは減〉

の主導伎を規準に，他}習の増減との有機的遼穏を考慮

して， (3)で判明した実態の分類を蒋構成し， A~G ま

での7大類裂を確定した。それに関透してくる中}替の

格対的な主導伎を考慮して， 12中類型を決定した。最

後に，下層増減と逆の変化を示す他!替の増減の動き

は，中層・上層・趨上}留まで含めて，最終的に， 32小

類型を確定した。したがって， A~Gまでの配列JI際序

は，実数増加大のものから減少大へと並んで、いる。

(類型別市町村の区分けは次賀補表参照)。

1 都市的諸機関の分解・発展型と都市的諸機関の増

減及び人口変動類型との関連

ところで，次にわれわれは，分析の際序として，まず

かような形での北海道地域社会の都市的諸機関の資本主

義的分解・発展に郎してみると， 215市町村の都市的諸

機関の増減は，一体L、かなる形で整理されうるかを切ら

かにする必要があろう。表4 3にみるごとく，市町村

の総体としての都市的事業体の増減をみるならば， 113 

自治体においてそれは増加を示しているにもかかわら

ず， 102自治体においてそれは減少していることがまず

明らかとなる。それを都市的議機関の分解・発展裂に即

してみるならば，下層主導増加主主(つまり 1~4 人隠さ主

導増加型〉および下層増関連中層増加主導型 (5~ 9人

顔， 1O~29人層がその増加を主導して，その中で 1~4

人規模}習も増加しているとL、う発展塑をとるところ〕ま

た，これは北海道地域社会においてはそのパターンはき

わめて少ないが，下;欝増関連上層増加裂(つまり， 30~ 

49人層および50~99 人題が主導して 1~4人隠もそれ

と関連して増加するという君主〉においては，その大宗

が切らかに都市的諸機関が増加しているということ，そ

してこれに対して，下層減関連中層増加主導型，下層減

関連上層減少型，さらに下層主導減少型，そして北海道

地域社会においてはその事例は少ないとはいえ下層減関

連中層減少主導型においては，明らかに41年から44年に

かけての都市約諸機関が減少していることがわかるであ

ろう O つまり再設するならば，都市的卒業体の従業員規

模の変動を基準にとってみた場合，少なくとも北海遊地

域における 215市町村を分析するかぎり，下層増主導

型，また下}習が増加しているというパターン合とるとこ

ろにおいて，市部・郡部を関わず，明らかに都市的議機

関が増加しているということ，これに対して，下層つま

り 1~4 人競模爆がそれ自身減少する形で，都市約諸

機関の資本主義的分解・発展が展開せられている自治体

において，都市的諸機関の減少が現にもたらされている

ということ，かかる事実が，ここでまた明らかになるで

あろう(かかる点のより詳細なる分析は次節合参照され

たい)。

そうして，全道215市町村の41年から44年にかけての

かかる都市的事業体の資本主義的分解・発展の裂を， 41 

年段階における 1~4人規模j替の事業体の構成比，およ

び10人以上規模震の構成比との関連でみるならば，表4

4のように， 1~4人規模!替の犠加によって特徴づけ

られる群は， 41年段階において，その構成比が 55.0~

64.9%と， fl添い}震によって特徴づけられること，またさ当

然のことながら，反対に10人以上規模爆の構成比が16.0

~21. 9%震とその構成比が高い群がその主流を占めると

いうことが切らかになろう。

つまり，ここにおいても，すでに前節においてわれわ

れが指摘したように，都市的事業体の従業員規模を毒事業

体の構成比が高いところなその都市的集積の高いところ

とするならば，かかる地域において，そして 1~4 人規

模震といった超零細事業体の構成比の少ない地域におい

て， 41年以降44年にかけて，ふたたび 1~4人競模爆の
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地域社会変動構造把握に喜号する基礎的分析方法(中〉

補表 類型別市町村区分

者s市的事業体数 t普加群

自治体番号 言十

都市的事業体数減少群

自治体番号 ふー
議
開

イ 中島雪下減関連

ロ 中層上減関連

ハ上層減関連

ニ 走塁上層減関連

B 下層増関連中島書士皆加主導型

3.中膳下場主導恕副14.8.9.山
116.161.167.179.183.208 

A 下尾富士盟加主導型

1・下層主導増加型 11.2・5.6.30.37.56.111.16山間1・ 114
1 195.200 

2. f也瀞減関連下層増主導ID!I

7.65.127.171.182 

19.22.69.176.186.215 

.3.27.128.139.154.164.166.174 

23.24 

5 1108 

6 120 

8 118 

2 

C 下層増関連上高言増加裂

4.中層上場主導裂 129.41.42.45.46.47.51.58.63.68.70.74.76.1261199
1 78.79.129.130.132.137.142.144.175.202. 
203. 204. 207 

5.下層機関連上層増加型 110.12.14.17.28.31.52.125 

D 下層減関途中層増加主導型

6.中層下増主導 ID!I 21. 136.145.150~ 157.178.187.194.196 

7.中尾雪上場主導裂 183.123.197.205 

E 下層減期途上層減少裂

8.下層減関途上層減少裂

F 下層減関連中層減少主導型

9.中層上減主導型

10.中層下減主導製

G 下層減少主導型

11.千也層増関連下溺減主導裂

イ 超上尾幸治関迷

ロ上層地関逮 I 32.90.201 

ハ中肩上増関連 I 39.110.126. 146.184.190 

ニ 中層下場関連 1 38.55.168 

12.下局主導減少喪

9 

9 1 15. 16.49.66.67.71. 81. 89. 91.107.133. 118 
1 135. 141.153. 155.169.170.189 
4 1 105.114.120.121.138.143.151.152.163. 1 11 
177.188 

o 1 85.113.119.191.193 

t
w
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nwu
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必

恰
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'
'
A
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A

.
，
E
目晶

に
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-
U
組
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日
v

n

v

o 111 
3 1 57.62.73.92.94.95.99.102.103.10宮.159.114
1 160.185.206 
6 1 34.44.50.53.93.96.97.134.140.192.214 111 

3 1 35.40. 43. 59.ω.82.86.106.118.147.148.1 15 
1 158.211.212.213 
o 1 36.54.77.84.88.98.100.101.112.122. 1 18 
124.131.156.172.180.198.209.210 

。

t
A

唱

i

'

i

n

u

。

。

5 1. 

2 

3 

/在お ここでは小類型を.含め18の区分を出したが、表5-2において1
(注) 自治体番号は付表1を参照されたい。¥32の区分が示されている。)
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A 3 8 3 3 5 71 38 

B 2 8 5 3 5 31 45 

C 1 4 2 9 

D 3 2 l 3 42 

B 1 1 5 

F 1 5 

G 71 

215 
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(ロ)

増加の傾向がみられるという，ぎを留においてみられたと

同様の傾向が，ここで、も看取されるのである。

さらにまた，それぞれの自治体が保有する都市的事業

体数との関連，そして人口増減との関連，さらに，すで

にわれわれが第1主主において考察してきた人口変動類

型との関連でみると，表4 5 げ)，仲，付にみるよう

に. 1~4 人波模}欝と L、う超零級事業体は，都市約事業

体数1，000以上という自治体に，そしてまた，人口増が

とりわけ顕著にみられる自治体において，さらに人口変

動類裂との関連では，超増加型・高増加主主に属する自治

体に特化していることが明らかになろう。これに対して

都市的議機関が下層減によって特徴づけられる資本主義

的分解・発燥を現に展開している地域においては，逆に

都市的諸機関の数が少なく，また人口減が顕著にみられ

るO そして人口変動類型との関連でみるならば， 25P， 

30P， 35PとL、う類裂にそれが顕著にあらわれていると

いうことがわかる。

さらにまた，ここでふれておかねばならぬことは，現

に 1~4 人規模腐といった超零細事業体の増加によって

特徴づけられる形で，その地域の都市的諸機関の資本主

義的分解・発撲を行なっている地域においては，前述の

言者特徴をもっ自治体のほかに，明らかに後者の特徴を

もっ一群が存するということであろう O この意味におい

215 1~4 人規模層構成比との関連

1212おおお:l:::13:12:長ト
4 表4

人口変動類型との関連

A

B

C

D

B

P

G

 

やす

A 3 41 12 8 5 3 2 1 … 38 

B l 7 41 10 4 8 7 2 21 45 

C 3 l 2 I 1 11 - 9 

D 4 71 16 12 31 - 42 

E 2 2 11 - 5 

F 1 21 - 11 - 11 - 5 

G 2 51 20 111 19 12 21 - 71 

41 161判511 391 451 251 
言十

て. 1~4人規模}替の増加によって都市的諸機関の資本

主義的分解・発渓が特徴づけられる地域は，巨視的にみ

て，二つの類君主に分けられるということがいえよう。

2 地域的(市部・郡部別)にみた都市的諸機関の分
解・発車患の特徴

さて，かかる傾向を市部・郡部別にみると，表4… 6

のように.r行部においては下溺主導増加裂，下層増関連
の中}議増加主導型，下層増関連の上層増加裂，下!議減関

連のIニド層増加主導型に， それが収数されることが切ら

かとなるO つまり，このことは，市部・郡部別に都市的
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地域社会変動構造把援に関する基礎的分析方法かめ

になる。市部と郡部との都市的諸機関の資本主義的分解

.発展のパターンの相違は明らかである。

支庁別にみるならば，北海道地域社会を構成する傘下

のサブ・ヲージ認ンごとに，こうした都市的諸機関の市

部・郡部加の不均等発展の構造が，現に構成されている

ことがより一層明白となろう〈表4-7)。この中で特

徴的なことは，主主知・上JIIといった北海道の中核水回農

村地帯における都市的諸機関の資本主義的分解・発展に

おいて，都市と農村部の不均等発展が，きわめて激しく

展開しているということであろう。そして，こうした傾

向は，雑穀中核地帯である十勝，そしてまた鰐走において

も，同様に看取されるところである。そして本道において

新鶴農村地苦手を形成しつつある根室においても，かかる

傾向は震取されるのである。かようにみてくるならば，今

日の高度に発達した臼本資本主義のより一層の展開の中

で，北海道地域社会の中においても，都市的諸機潟の資

本主主義的分解・発展の構造そのものにおいて，まさに，都

市一農村間の構造変動が現になされつつあることが切ら

かとなろう(かかる点のより詳細な分析は次節参照)。

さて，次にわれわれは，以上分析してきた諸点をさら

に深めることにしよう。すなわち，以上われわれは，北

海道地域社会においても， 35年から44年にかけての変動

でみるならば， 北海道215市町村において確かに従業員

規模 1~4 人震といった超零細事業体の構成比は減少し

ているにもかかわらず，すなわち，都市的事業体の自立

限界線は切らかに機迭的にも上昇しているにもかかわら

ず， 41年から44年にかけての変動でみるならば，ふたた

表4 6 類型別の子宮部・郡部自治体数

類 型 i市部|郡部

A 下層増加主導型

① 下}欝主導増加製

② 他層減関連下層増加主導型

的中層下滅関連

(ロ) 中}簿上減関連

村上層減関連

的超上層減関連

B 下層増関連中}観的見主導裂

③ 中}欝下増主導型

④ 中層上土着主導裂

C⑤ 下層増関連上層増加型

D 下層減富喜連中層増加主導型

⑥ 仁和}雪下増主導型

⑦ 中関上増主導裂

E③下j覆滅関連上層減少型

F 下溺減関連中毒雪減少主導型

⑨ 中層上減主導裂

⑩ 中!寝下減主導型

G 下履減少主導君主

⑬ 他層土器関連下層減少主導型

付)趨上潟増関連

(ロ)上層増関連

付中層上増関連

的 中!欝下土器関連
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事業体の資本主義的分解・発展パターンをみるならば， び 1~4 人規模震の増加と Lづ傾向が惹起しているとい

市部においては，その大芸誌が，下層主導型および下層増 うこと，しかもそれは，典型的には，これまでの都市的

のパターンをとっているということ，また，下層減のパ 諸機関の集積が高く， 1 ~4 人規模爆の事業体の構成比

ターンをとっているところにおいても 2良治体を除け が低い自治体に，しかも人口増が現に激しくなされてい

ば，下層減関速の中層増加主導型，しかも中層下
表4-7 支庁賢官・類型別の都市約諸機関増減数( ) =都市部

増主主導型(5~ 9人隠主導)にそれが限られてい

るということが明らかとなる。これに対して，

務部においては， われわれの都市的言語機関の

資本主義的分解・発展パターンの類型選設定にお

いて，それが全類型にわたっているとはいえ，

下層減関連の中層上主導型，また下層減関連の

上層減少型，下層主導減少型，他!議増関連下層

減少主導型，さらに下層減関連の中層減少主導

型(それらは北海道地域社会における郡部を構

成する184町村中の 97自治体を占める〉に，そ

れがJ民数するということ，つまり，北海道地域

社会において，郡部を構成するほぼ半数の町村

はこうしたノ4ターンに入るということが切らか 資料11'，所:事業内「統，¥1

石狩 渡島 桧山 後志 ~知 上111fIl萌 宗谷 総走 腔t民Br.詰 十勝 釧路 援護
十一 十 一十1-十一 十一 十一 十一 +1-+1-十一 + +1-十一 +一

AI3 3 311 11212 3 7 3 4 1 2 

(1)1 1(1) (0 (3) (1) (1) 2) (1) (111 1111 

B 8 
4 2 3 4 2 2 4 2 3 11114 

(311 1(2) (1) 1) 

3 l 2 2 Cb (2) (111 1(1) 

l 114 4 11 511 113 316 311 114 211 
D 

211(1) 

E 1 2 2 

F l 2 l 

G 1
1 312 61114 311 1311 71111 211 81111 11 313 4 3 

(I) 

計 10 18 10 20 28 15 9 I 11 26 15 9 I 20 10 5 
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地域社会変動構造把援に潟ずる基礎的分析方法(仁村

る自治体において，かかる傾向が惹起しているというこ

と，つまり全体としてみた場合，切らかに集落社会は，

ある一定の割合以下には 1~ 4人規模層が減少しえぬも

のとして現に運動しているということ，さらに，総体的

にみた場合，市部・務部を関わず都市的諸機関数が増

加しているところは，その支配的な傾向として 1~4

人規模麿といった趨零細事業体の増加によってそれが特

徴づけられ，都市約言者機関が減少しているところにおい

ては 1~4人規模)替の分解がそれを主導するという形

によって特徴づけられるということ，そしてさらに，か

ような形での都市的諸機関の資本主義的分解・発展パタ

ーンの相途は，それ自身，都市一農村間の地域的不均等

発幾として現象し，こうした不均等発展を遜して，都市

一農村間構造が， 農村部における 1~4人規緩腐の減

少，そして都市における 1~4人規模腐の増加という形

で変動しているということについてふれた。

さて，かような形で現に展開している北海道地域社会

の， 都市的諸機関の資本主義的分解・発展構造を， 以

下，やや詳細にみてみよう〈表4-8参照、〉。

市部の検討

げ)下層主導増加裂は中分類としては，①下馬主導増

加裂と②他隠滅関連下層増加主導型に分かれるが，はじ

めにこれに属する都市をみるならば全道31都市のうちの

13都市がこれに入る。①の下潟増加主導型に入るのは，

札幌，謝意官， ~さ蔚，主差別， MiI路である。また②の他層減

関逮下層増加主導裂に入るのは，帯広，三笠，士別，

紋別，歌志内，小樽，赤王子，千歳，さらに根室であるO

このうち②の赤平，士別は明らかに41年から44年にかけ

て，その都市的諸機関を減少させている。また②の他層

減関連下層増加主導型の中には，三三笠，歌志内，赤平と

いったさを知炭鉱諸都市，また土別，紋別といった地方小

拠点都市が含まれていることを知らなければならなし、。

(吟 下島雪増潟速の中}欝増加主導型は，中!霞プド増主導型

と中!習j二増主導裂に分かれるが，これに廃する都市は7

都市である。前者に対するのは，夕張，北y!， i議JII，旭

川， 苫小牧，砂)11， 後者に属するのは富良野のみであ

る。

付 さらに，下康増関連の上媛増加主導型は，主とし

て都市部によって構成されるが，これに属するのは6都

市，具体的には，深)11，留萌，稚内，岩見沢，恵庭，江

7JJjがこれに属する O

(斗 このほか，下層減関連の中層増加主導君主の中!欝下

増主導裂，および下層減少主導裂の他溺増関連下関減少

主導裂の中に 4都市が入っている。前者に廃するの

は，美唄，芦別，名寄，後者に属するのは網走である。

{村 dて，かようにみてくると，北海道の市部を構成

する31自治体についてみても F それぞれの市が果たす社

会・経済的機能の稲遼によって，その都市的議機関の資

本主義的分解・発展のパターンはきわめて呉なっている

ということが当然のことながら指摘できるが，ここで特

に注意を喚起したいのは，次のような諸点である。第ー

は，北海道における中核都市としての札幌，また地方中

核都市としての函館，鋭!路，帯広，小樽，室務がいずれ

も下層増加主導型を構成しているということ，そして，

問じく地方中核都市としての旭川，北見，苫小牧は，前

者とは異なって下層増関連の中層増加主導裂を示してい

るということ。つまり，前者と後者の間には，これまで

の都市的集積の上にたっての発展志向性の棺途が現らか

に表取される。第二に指摘しなければならぬことは，北

海道の炭鉱都市における動向であるが，それは大きく分

けて三つのノ《ターンに分かれて，漢にその袴適応、の道程

を歩んでいることが務らかとなろう O 第一は，三笠，歌

志内，赤平といった群で， l~ 4人規模腐の都市的諸機

関の増加によって， その蒋適応が志向されているもの

の，第二は，夕張にみられるように，下層増関連の中層

増加主導援によってそれが計られているもの，第三は，

美唄，芦別のように，下層減関連の中層増加主導裂をと

るものである。 さらに， 第三に指摘しなければならぬ

ことは，地方小都市の多くが下層増関速の上層増加主導

裂，また下層減関連のや層増加主導裂に入るとし、う事実

であろう。

こうした道内諸都市の都市的諸機関の資本主義的分解

・発展パターンの相違は，人口増減率，また前主主でわれ

われがみた人口変動類裂をク口スすると，次のような相

違にもとづいて現象していることが明らかとなるO すな

わち，下層増加主導型の下層主導増加型に属する 5市の

うち，函館を除く札幌，登別，護隣，鎖!路は，いずれも

お年~45年にかけての人口増の都市として，とりわけ札

幌，登別はこの間 150以上の伸びを示した都市として，

また人口変動類型との関連でみるならば，札幌，登7J1J，

鋭l路は超増加型に，室蘭は非増減に，そして函館は40P

援に入ることがわかる。これに対して，同じく下層増加

主導型であっても鈎廃滅関連の下層主導型に属する諸都

市は，帯広を除いては，いずれもお年以降45年にかけて

人口が減少している都市として，さらに人口変動類裂で

みると， J笥増加裂に入る帯広，千歳，そして非増減の叡

2援を除いては， 25P恕， 35P~，そして40P 裂に入る都

市であることが明らかとなる。具体的には，それは歌志

内，三主主，赤司Z，二七ZlU，紋ZlU，小樽といった諸都市で、あ
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るが，かかる事実が示すものは，北海道における中核都

市札幌，また地方中核都市の中で下層増加主導型を示す

もので現に人口を祭穣しつつあるところにおいては， 41 

年以降， 1~4 人規模震を主導としてそれ以上隠も増加

するとL、う形をとっているということ，そして現に人口

を減少しつつある諸都市においては，下層増が主導をと

りながら全体としての都市的諸機関の中でそれ以上層が

減少するという形で，その都市の都市的事業体の資本主

義的分解・発燥が現になされているということが切らか

になろう。また， TI習増関連の中層増加主導裂をみるな

らば，それは前述の他層減関連の下層増加主導裂と異な

って，人口増の言語都市が，そして人口変動類裂でみるなら

ば高増加裂，超増加裂を示す諸都市が，ここには含まれ

るということがその特徴となるO つまり，この下潜増関

連の中溺;増加主導援においては，旭川，北見，滝川，苫

小牧といった，人口が現に増加しつつあり，人口変動類

型では商場加・趨増加に入る諸都市と，また，夕張，砂

)11， 主富良野のように，人口が減少しつつあり人口変動類

型では35P裂， 40P裂，ランダム君主に入る諸都市の二群

に分かれることがその特徴となろう。

そうして，下層増関速の上層増加型に長話する諸都市に

おいては，人口減を示し人口変動類型では30P裂に入る

深)11，また人口増減では横ばし、で:'40P疫に入る留萌を除

いては，いずれも，人口増，ますこ人口変動類裁では低増

加型，高増加君主，超増加型などの発展裂を示す諸都市，

すなわち，稚内，岩見沢，liJ1.庭，江別がこれに入る。

ところで，これに対して，下}替が増加ではなく減少す

る裂に入る，すなわち下層減関連の中層増加主導型，ま

た下層減少主導援に入る核家，名寄，美唄，芦7J1j，総走

は，人口増減では，いずれも減少裂に入るということ，

そしてさらに人口変動類型でみるならば， 35P型， 40P 

裂に入るということが務らかとなる。

かかる変動を昭和45王手段階における人口規模とクロス

すると表4-9が得られるが，これによって明らかにな

ることは次の諸点であろう。すなわち，下層主導増加型

に入る諸都市は，主差別を除いては，いずれも人口規模10

万 20万，そして札幌の100万台以上とL寸規模をもっ

都市としてそれが特徴づけられるということ，これに対

して，他}欝減関連下層増加主導型に入る諸都市は，帯広

を除いては，その大宗は人口規模3~5万台の都市とし

て特徴づけられるということ， また，下層増関連の中

層増加裂に入る都市部が二害事に分けられるということは

すでにふれたところであるが，そのうち，人口増に入る

旭川，北見，苫小牧，滝川のうち，滝川を除いては，人

口8万， 10万そして20万といった規模を有しているとい

表4-9 i'行部における人口規模との相関

人口
l万 2万 3万 4Jf 5万 6万 万 8万9万 10万 初万

総菜 5千
S45 

③I 登~Ij
釜蘭
露館 *Li見

斜路

I 2イ! 接広

ロ
紋ZIJ::笠
士glJ

ハt.!t志 赤平 +1事
内

{ 砂)11 線i千歳

③3 滝川 夕張 北見 2吉小
牧

富良
4 

野

留萌 岩見沢。5 ]恵庭 iI glJ 
深!II

⑪6 
芦~IJ

名~ 美PJ¥

7 

⑤8 

⑧9 

10 

@1I1 網走

ロ

ノ、

一
12 

資料出所:国勢調主主

うこと， これに対して現に人口減を示している諸都市

は， 2万 3万 5万 6万台の都市として特徴づけら

れるということ，また，下層増関連の上層増加型に属す

る諸都市をみるならば，それは 3 万台の一群と 5~6万

台の一群から構成されていることが拐らかとなるが，人

口犠を現に示している稚内，表鬼沢，総走は 5~6 万台

の都市を構成しているということ(同じく人口潜を示

している葱庭は3万台に入る)。また，下層減関連の中謄

増加主導要2，そして下腿減少主導君主に入る諸都市をみる

ならば，それはいずれも，人口 3万 4万台の都市であ

ることが明らかとなる。

さて，かようにみてくるならば，その都市が漢に保有

せる人口規模との関連で，またその人口変動類型との関

逮で，おそらく，次のような指摘が可能になろう。

第ーは，すでに8万以上の人口規模を有する都市にお

いては，それは大きく分けて三つのパターンをとっての

都市的諸機関の資本主義的分解・発展が行なわれている

ということ，すなわち，その従業員規模 1~4 人層といっ

た超零細事業体の増加に主導されて，それ以上層も伸長

するといった形で，41年以降，都市的議機関そのものが発
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E差していっているところ，札幌，函館，~蘭，銀11路がこ

れに入る。

第二は，前者と同様に下}替がその都市的諸機関の発展

を主導しているにもかかわらず，それ以上!習が減少する

とL、うパターンをとっている都市群，帯広，小樽がこれ

に入る。かかるパターンをとりながら，帯広はそれ自身

の擁する人口規模を拡大していっているが，小樽の場

合，それを切らかに縮小している。

ところで第三に，下層増関連の中庸治方自主導裂をとる

パターンに廃する一群，具体的には旭川，北見，苫小牧

がある。前者・中者・後者とで、は，明らかに都市そのも

のの資本主義的分解・発展のノ4ターンが異なる。いまこ

れを，きわめて概括的に表現するならば，前者において

は，少なくとも現段階における，つまり昭和41年以降の

都市的発展において， 金問的に表耳元せられる都市的発

展のパターン，すなわち，そこにおいて，明らかに 1

~4人規模震といった超零細事業体が増加しながら，そ

してそのことは， いわば庶民の生活防衛の形そのもの

でもあるのだが，そうした形で総体としての都市その

ものが有する都市約機能を増大させていっているとい

う，一般的な発展傾向が表取される。これに対して中者

においては，かかる傾向をその中に有しながらも，それ

自身，いわば，今後おそらく予測されるであろう都市的

発展においての，地域住民の総体としての生活防衛的機

能が，きわめて顕著に現われた一つのパターンを示して

いるといわなければならない。そしてさらに後者におい

ては，官官二者とは明らかに異なった都市的諸機関の資本

主義的分解・発騒が，現に展荷せられていることは事実

である。ここにおいては，中爆がその全体としてその都

市的諸機関の発援を主導し，そのことの中でr震が増加
するというパターンをとっている。すなわち，少なくと

も北海道地域社会に線っていうならば，旭川，北J!.苫

小牧といった，現段階においてさらなる発展を社会・経

済的に特徴づけられた諸都市においての発展形態の棺違

は，すでに人口規模 100万以上に達した札幌が全道の中

での中核都市として存在するという現実的構造の中での

きわめて輿味ある事実を提供しているといわれなければ

ならない。

さてこれに対して，人口 5万~6万の諸都市は，前述

のパターンに属さない下康増関連の中隠増加主導型，ま

た下層増潟速の上層増加裂として特徴づけられ，また，

下)欝減関連の中}費増加型，下層減少主導裂に属する諸都

市は，人口規模 3万~5 万台に属するものとして，それ

自身位援づけられるという事実であろう。

干専設するならば，現段階において，行政的に都市とい

う範鴎に入っている自治体においては，そしてまずその

人口規模 8 万~ 100万台以上に属する自治体において

は，その大芸誌において.r層増によってその都市的発展
が主導されているということ，そしてまた，新なる形で

その伸長を志向する都市においては，下層増関遂の中関

増加主導裂とL、うパターンをとっているということが，

まず明らかになろう O そして人口規模7万以下}習におい

ては，他}議減関連下層増加主導裂，下層増潟遠の中層増加

主導型，そして下層減関遠の中層増加主導型，下層減少

主導型，さらに下溜;増関連の中層増加主導裂によって，

それが構成されているということが明らかになろう O

郡部(町村)の分析

さて，こうした都市部における都市的議機関の資本主

義的分解・発展のパターンに対して，郡部のそれは，す

でにその一緒は述べたごとく，明らかに異なっている。

すなわち，その大宗としては，都市部それ自身が有さ

ぬ，都市的諸機関の資本主義的分解・発展パターンとし

て，下層減関連の中層増加主導型，下層減関連の中層減

少型，下層減関連の中層減少主導型そして，下謄主導減

少裂とL、うノミターンを事実としてとっている。そしてさ

らに，すでtこわれわれがみたごとく，郡部におけるかか

る都市的諸機関の資本主義的分解・発展のパターンは，

それ自身その支配的潮流として，都市的議機関を減少さ

せながら，かかる過程の中で，その構造変化としてもた

らされているものである。 誉棄を換えるならば， これ

は. 1~4 人規模腐といったいわば趨零総な都市的事業

体の農村部における大穏な分解過程誌の中での，かかる都

市的諸機関の構造変化としてもたらされているというこ

とが指摘できる。

しかしながら，ずで、にみたように，北海道地域社会に

おける郡部の，すなわち町村部における都市的諸機関の

資本主義的分解・発展パターンは，かかるパターンをと

るところだけではなしに，すでに述べたように，それ自

身，都市部における自治体が現に示している都市的諸機

関の分解・発展構造と向様のパターンを示しているとこ

ろが存在する。つまち，そこには大宗としては切らかに前

者のパターンが支配的であるが，後者のパターンをとる

ところと，その二群に，町村部における都市的諸機関の資

本主義的分解・発展パターンは分類されうるのである。

次iこわれわれは，まずかかる点から明らかにしていこ

うO 第一に， われわれが指摘しうる点は町村部におい

て，市部と伺様の都市的諸機関の資本主義的分解・発展

のパターンをとっているところは，それ自身，少なくと

も，昭和41年から44年にかけて，その都市的諸機関の数
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を減少させてはいない町村であるということであろう O 規模別にみるならば人口規模3万以下のすべての町村に

かかる町村は63を数える。つまり北海道地域において， それがわたっていることが特徴的となる。しかしいま人

郡部を構成する町村の34.2%がこれに入る。第二に指摘 口規模 1万以上の町村をとりだしてみるならば，具体的

すべき点は，それにもかかわらずこうした町村は人口変 には次のような町村を摘出で、きる。

動君主でみると大宗25P:!i'l. 30P型. 35P裂に入るとい 南茅部，長沼，幕i!U，留辺藻，清水，白老，佐呂間，

う事実であろう。また昭和35年から 45年にかけての人 新得，当麻，津i!1J.美深，増毛，池間，浜中，門別，

口増減との関連でみるならば，人口が増加または停滞 下JII.栗沢.Eお仁，新十津川，擦茶，栗山，福島，校

という町村がかなりの数，そこに含まれていることが明 主久美瑛，芽室，七飯，当別，八雲，音更.3fJ幌，江

らかとなるが，その大宗は減少裂を示しているというこ 主主，松前，中擦津，別海，余市，伊達，長万部. e 

とが明らかになるoJ主体的にかかる町村をひろいだして 糠，上砂川

みるならば，それはおおよそ二つのタイプに分かれる。 がこれである。これらの町村と人口規模l万以下の町村

一つは，人口機でみて，それが停滞ないし増加を示して との関には，向じ都市的諸機関の資本主義的分解・発渓

いる一群であり，また人口変動裂でみて. 40P.非増 が現に展開せられていたとしても，その内実は，すなわ

減，蒋増加，高増加，超増加に入る一群であるoJ主体的 ち質的変容過程は明らかに異なるものと考えることが

には，それは，広尾，遠軽，上磯.#)11路(村).岩内.i呉 できる。当然にわれわれはこうしたレベルにまでその分
知安，羅臼，虻悶，静内，お狩，亀沼といった町村がこ 析を深めなければならないと考えるが，ここでまずその

れに入るが，これらの町村は45年段階での人口規模でみ 要因分析をするためにも分析を次にすすめることにしよ

るならば，錫11路(村).羅臼を除くならばいずれも人口 うO

規模1万台から 5万台にいたる町村がこれに属している

ということ，またこれらの町村は，本滋における中核都 3 都市約諸機関の資本主義約分解・発展製と産業都

市の都市市場関にそれ自身組みこまれているか，あるい 門との関連

は遠軽，毒事内，倶知安に端的に示されるようにそれ自身 さて，以上は全道市町村における都市的諸機潟の資本

地方の都市的小拠点を構成する町村であることが明らか 主義的分解・発展の構造をその都市的議機関の従業主主規

となる。これに対して35年から45年にかけての人口は明 模数の変動との関速で総体として，それがし、かなるパタ

らかに減少を示し，人口変動類型との関連でみるならば ーンをとって増加また減少しているかをみたものである

25P裂.30P型.35P裂に入る一群がある。具体的には が，当然、のことながら，これら都市的諸機関は具体的に

それは は各種の産業部門を構成するものとして，その産業部門

ニセコ，大滝，共和，喜茂i!U.剣測，砂原，神窓内， 構成そのものを都市的議機関の構成変動としてもたらし

積丹，森，浜益，島牧，初山別，上士幌，東和尻，遼 ているものとして捉えなければならなし、。さらにまた，

別，古平，密興部，えりも，今金，壮瞥，北槍山，天 そうした変動を通して，具体的に，都市的諸機関に，生

主主，乙部，浜額別，木古内，礼文，戸井，関越，本別， 業の場をえている従業員そのものの階級的地位を，たと

足寄，奈井江，鵡111.浦河，雄武，上の溜，上富良野， えばすでにみたように，都市部における 1~4人規模層

追分，上JII.平取，施別.Iliif空襲，奥尻，美幌. 13高， の増加傾向で切らかなように，そして農村部におけるか

浦幌，弟子屈，幌延，厚斧，斜史，?昔前 かる形態そのものの減少で明らかなように変容させてい

といった町村であるが，この中には45年段階での人口規 る。ここには， いわゆる松対的な過剰人口論にもとづ

模 1万以上の町村，上の閤，奈井江，上笈良野，足寄，浦 く，都市と農村部の現段階における構造的機能変容が現

河.J二JII.平耳元，今金もふくまれている。 に惹起しているといわなければならなし、。われわれは次

しかしながらすでにみたように，本選町村郊における に当然、のことながら本稿での分析をかかる点、にまで深め

都市的諸機関の資本主義的分解・発展パターンの支配的 なければならないが，本節では前考古ピ問題とし，次節以

なものは，下謄減関連の中震増加主導型，そして，下懸 下で、後者を詳細に検討することにしよう。

主導減少裂をとっている。そして，そこにおいては，都 さて表4-10-(イ)(ロ!)HCニ守的は昭和35年から45年にいた

市的諸機関の減少のみならず.35年から40年にかけての る鉱業，建設業，製造業，卸小売業，サーピス業にわけ

人口変動でみても，その大宗は明らかに人口減を示し， た場合の都市的諸機関の増減君事を.41年から44年にL、た

また人口変動類型でみるならば.25P型.30P裂.35P る都市的諸機関の資本主義的分解・発良類型とグロスさ

裂に入ることが明らかとなる。そして.45年段階の人口 せたものであるが，ここにおいて次の諸点が明らかにな
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る。

第 lは，下層減という形で都市的議機関の資本主義的

分解・発展を現にとげている自治体は，製造業，

においてその伸び率が低い一群の構成比が明らかに商く

なっているということ，とりわけ製造業においては，か

かる下層減とL、う分解・発展パターンをとるところの半

数が35年から44年にかけて，いわゆる製造業事業体数を

減少させている。これに対して下j欝増とし、う形で分解・

発展望どとげているところにおいては， その割合は 2.6割

がかかるパターンをとってるにすぎなL、。

かかる点は建設業においても指摘できるもので，下!欝

減ではその建設業事業体の構成比を減少させているとこ

ろは3.2製， また下層増というパターンをとっていると

ころでは0.8i舗である。もとより，下層減というパタ

ンをとっているところでも製造業，建設業の伸びが言語い

一群が羽らかに存在する。

ところで第2にわれわれが指摘しなければならぬこと

は，表4-10一件付で明らかなように，前述の製造業，

建設業以上に，現に下隠滅という形での都市的事業体の

資本主義的分解・発展を行なっている地域においては，

卸小売業およびサービス業部門に潟ずる都市的諸機関の

減少自治体の構成比が高いという事実であろう。すなわ

ち，卸小売業に属する都市約諸機関を例にとってみるな

らば，下層増のパターンをとっているところにおいては

5.6溺が卸小売業の事業体数を減少させ， 下康増のパタ

ンをとっているところでは1.1劉がかかる範鴎に入る。

さらにサービス業安みるならば，下層減では4.2割がこ

うした範鰭に入り，下層増では0.8¥!1Uがかかる範礁に入

る。また第3にわれわれが指摘しなければならぬこと

は，鉱業部門に対する事業体においては， ~良部門と若手

の相違があるとはいえ，表4-100ホ)にみるように，ここ

でも傾向としておぼ同様の点が者取できるということで

あろう。

かようにみてくるならば，都市的諸機関がし、かなるパ

ターンをとって，その資本主義的分解・発展の営み念演

に展開しているかということはーそしてすでにみたよう

に，それはまた巨視的にみて市$，郡部とのそれ自身不

均等発擦を示す地域構造の変容過程でもあるのだがーそ

れは特定の産業部門に特化した形で，かかる変動がもた

らされているというよりも，むしろ製造，建設，サービ

ス，卸小売すべての部門にわたっての変容構造が，すな

わち総体としてのいわゆる都市化過程の中での変容過程

がそこに明らかに惹起しているということが切らかであ

る。しかしながら，こうした変容はすでにこれまでわれ

われがみてきた論述で明らかなように，すなわち，その

表4-10 類型別都市的諸機関増減率
(イ)製造業 {ロ)建段業

99.9 100 110 150 200% 99.9 100 110 150 200% 
% ~ ~ ~ % ~ ~ ~ 
以下 109.9 149.9 199.9 以上 以下 109 149.9 199.9 以上

A 9 6 16 5 2 5 17 15 

s 14 5 9 B 8 5 4 12 11 13 
c 5 2 1・- 3 2 3 。16 8 .匂

12 5 12 2 16 8 

E 5 2 

F 2 11 l 2 

G 38 10 10 6 7 24 3 16 15 13 

(ハ)卸小売業 (ニ)サ四ピス業

99.9 100 110 150 200 99.9 100 110 150 200 
%1- ~ ~ % %1- ~ ~ % 
以下 109.9 149.9 199.9 以上 以下 109.9 149.9 199.9 以上

A 4 6 20 8 4 5 21 8 

B 6 25 9 3 4 29 6 3 

C 1 l 8 1 3 3 3 

D 20 10 11 17 8 15 I l 

E 5 4 

F 4 1 3 

G 40 11 19 31 20 17 2 

(ホ)鉱業

X.X(O)O 
99.9% 100- 110- 150.0 300.0% (，，<>)・~

以下 109.9 149.9 299.9 以上 (αトX(.，，)

A 9 s 5 4 8 2 
B 9 3 5 3 6 2 17 

c 3 4 2 

D 10 7 8 l 5 13 

E 2 2 

F 3 1 1 

G 27 10 3 3 2 19 

資料I:f¥pfr:事業所統計(S35， S 44) 

都市的諸機関の子行部，郡部別の資本主義的分解・発展パ

ターンの相違で切らかなように，郡部において 5~9人

規模層，そしてまたそれ以上爆の都市約諸機関が増加し

つつあるということ自体が，それは郡部におけるかかる

都市的議機関就業者の賃労働者化率を高めざるをえない

過程の進行を物語っているといわざるをえな L、。 そし

て，これに対して市部におし、て 1~4 人規模騒が増加す

るということ自体が，ここにおける就業者震の質を新た

に刻印つけざるをえないものとして現に都市郊における
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都市的議機関の資本主義的分解・発展が展開していると

いうことを物語るものといわなければならなし、。

われわれは，次に節なあらためて，かかる点、を検討す

ることにしよう。つまり，本節において，われわれが検

討してきた北海道の地域社会における農村部，都市部を

含めた都市的生産・結節機関の資本主義的分解・発渓パ

ターン，すなわち，その組織体レベノしに分析焦点をあわ

せた分析視角は当然、のことながら，その組織体自体を現

に支え，社会・経済的に機能させている諸個人の属性自

体の問題にまで及ばざるをえなし、。

第5節都市的諸機関就業者の構造変容

からみた北海道地域社会の変動 I

第p翼 類童話特性犯援の前提

前節からわれわれが用いている都市的事業体の分解・

発展類裂は，卒業所統計に依拠して設定したものである

が，都市約諸機関就業者の言者潟伎の変容を検討するにあ

たっては，司事業所統計に依拠していただけで、は不十分で、

ある。すなわち都市的諸機関就業者の就労形態，就業部

門さらに俊，年齢などの就業者個人のE毒性のレベルにま

で下りて関懸念深めるにあたっては，資料として密勢調

査に依拠せざるをえない。

ここで

を望資雪料として周いることtにこするが， もとよりこの商資料

はその調査主旨からいっても幾つかの棺違点がある。た

とえば毒事業所統計において従業者総数とL、う場合に，そ

れはその事業所が立地する自治体内における毒事業所が擁

するものであり，国勢調査の場合，地域住民のうちの就

労するものの総数としてそれは示されている。したがっ

て他地域へ通勤労働するものもここには含まれている。

つまり，かような意味において両者を併用するというこ

とには問題が存ずることは事実である。しかしながら，

本稿においては現存する資料的制約からあえて，この両

者を併用することにした。そして，そのさいわれわれは

まず，事業所統計と国勢調査にたとえば官官述のごとき松

遼があるにもかかわらず，その絡i撃が全く不規良せなもの

ではないことを立証するために，就業者総数の10カ年間

(または9カ年間〉の伸び率に関して 2つの統計を相関

させた。当該地域での毒事業体の分解・発展のあり方が，

同地域住民の就業者E毒性を規定する要因として作用する

事実を確定することがまず重要だと考えたからである。

さて， 以上の理由に基づく相関給果は次の通りであ

る(表5… I参照)0 まず第ーに，全体としてかなり

潟い相関がみられるO すなわち，定住・就業の地域的重

援の高い一致があると判断できる。第二に，人口増加現

象の顕著な有力者官市〈たとえば札幌市・苫小牧市・登別

市〕の伸び率のi高い段階のものから，全般的に低落しつ

つある諸都市(とくに康炭都市の歌志内市・美唄市・夕

張市など)の低い段階へと連続的な相関の潟さがみられ

る。すなわち都市約卒業体の分解・発展の就業者属性に

対する強い規定伎が，一般には，表取できるO 第三に，

松関の商でいずれかに大きくずれてくる自治体に注臨す

る持，その地域特性は他地域との連関電ピ採ることによっ

て摘出できる O たとえば，江別市・石狩町・広島町・序

回国了などの札幌市との経済居住遼関，長包囲田了の函館市，

赤井川村の小樽市， 東鷹栖町の丸且JII市， iYlI路村の釧路

市，音E芝田了・幕別町の帯広市，白老町の苫小牧・釜高司両

市との経済燈伎連関のごとく経済的により上位地域との

従属的連関の場合と，千歳市・恵庭市のごとく札悦子告と

の連関をも内包しつつそれら当該自治体で事業体の生成

・発展をうみだしている場合とがある。斜E豆町の場合は

近接の縦走市の経済的優位伎の相対的な低位性とも関係

して，この独自性が強くあらわれているものとみること

ができる。

以上の結巣により，類型の特伎を基較にすえる場合に

われわれは就業者E毒性(就業者総数・就労形態・産業部

門・労働力の質的構成〉との有機的連関を考慮しようと

するのであるが，そのことは一定の妥当性をもつものと

考える。

第 2~翼就業者総数の場滅からみた類型特性

いわゆる「過密J ・「過疎」とL、う形での国家独占資

本主義下におけると資本の論理ミに主導された地域の不

均等発展は，一方で総人口，ことに就業者総数の地域部

移動を当然にもひきおこすのだが，他方でそれは都市的

事業体の分解・発展という，就業者総数それ自体を包容す

るところの回pacityの変化を基践にもっている。しか

し現夜の官庁統計においては，就業老人口の事業体規模

別の変化は，昭和45年度国務の人口30万以上の都市郊で

それがわかるほかは把援しえない。したがってわれわれ

は，一方で毒事業体の規模別増減の実態に基づいて都市的

事業体の資本主義的分解・発展の類裂を設定し，それと

就業者人口及び稜々の就業者属性との相関を分析するこ

とによって問題にアプローチずる。分析の手11僚は次のと

おりである。第一にわれわれは，類型と就業者総数との

関係をど考察する。一般に都市部への就業人口の集中と郡

部での減少が指摘されるが，北海遂自治体においてはど

のような実態がみられるか，またその事態と都市的事業

体の発展・分解の類型とはどのような関係があるか，と
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表5 非農林部門就業者総数の伸びによる繍穏 (図勢E婿悶遂飢及び事峨州叩業剃釧内所附附f悦緋統船制Z計iより帆 数貯字の都桁附問T市岬打時審号l
J拘も品jl絞"(心;ヨ〕印lは主荷荷都i日似削1訂川iリ市1行" アンダ一ライン{は主4事手3業芝f休本数滅少i;白'ji治台削{体本 / 一一一一一一一→ 事業所統~1'44;:>5
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いうことの考察である。ここでは朱だ就業者属性は問題

とはされなし、。第二には，類型と就業表属性との関係が

問題となる。就業人口と就労形態(医局者・常震のあ

る自営業者・常援のなし、自営業者・家族従業者〉との関

係，および就業人口と産業部門(とくに第二次部門とし

ての主主設業と製造業，第三次部門としての卸小売業とサ

ービス業〉との関係の類型ごとの検討が，そこでは必要

とされる。同じく就業人口が増大したとしても，雇用者

の増大によってか，それとも家族従業患者の潟大によって

かでは，都市的事業体の資本主義的分解・発展の内突が

明らかに異なるし，また増減の中心が二次部門で、あるか

三三次部門であるかということも碕じく内実にかかわる問

題である。

以上のように類型と就業者属伎との単純な考察合へた

上で，われわれは就業者E毒性のもう一つの要素である性

別・年齢(労働力の質的構成〉をも導入して，類型と就

業者属性との総括的考察を行なう。つまり一つ一つの類

裂が，どのような労働力の質的構成において，どのよう

な産業部門で，どのような就労形態において壊滅する就

業人口をかかえているか，ということが問題とされる。

この解明は，現症の北海道における格対的過剰人口の存

在形態に関する一定の接近を意味するものである。

なお，以下の考察において，われわれは主として昭和

35年→45年の10年間における就業人口の属伎の伸びネ

〈口堅手型E空x100)を利用した。 しかしこれには一定
昭和35年
の統計処理上の限界がある。たとえば伸び率においては

I→2も100-ゅ200も向じく200%としてあらわされ， と

りわけ実数の小さなものの変化が大きく反事たされること

などである。類型設定においてはわれわれは.{I申び率・

構成比比率・増分実数の大きさ・実数そのものの大き

さ，当該毒事業体数の増加または減少にどの規模の事業体

が寄与したか(寄与率)など稜々の要素を検討したが，こ

れらの全体的特徴を的確にあらわす統計約数値の摘出方

法についてはわれわれは未だ十分には会得していなし、。

したがって前記の問題点を含みつつ，以下においては主

として伸び率の変化を分析する。

また.{Iゆび率の変化についても，ここでは一つの分

類主主軸を設定した。 r高減J・「中減j ・「低減Jr低
増J • r中増J • rilミ増Jという分類がそれである。
「高減J={I申び率50%未満

「中減J=伸び率50%~80%未満

「低減J=伸び左手80%~100%未満

「低増J=伸び率100%~食道総体の伸び率

「中増J=全道総体のイホび率~200%未満

f高橋J=伸びヰg200%以上

全道総体の伸び喜容とは全道215自治体の伸び率の王子

均ではなく，全遂の総体としての capacity増大の程度

であり当該自治体の伸び率がそれをこえているかどうか

は，当該自治体の伸びが総体としての北海道全体の伸び

を上まわっているかどうかということである。

それではま子第ーに，類裂と就業人口との関連から

みていこう(表5-2)。 ここでは全自治体の82.8%

(178自治体〉が就業者数をふやし，減少させているの

はわずか37自治体(17.2%)にすぎないことが注目され

る(全自治体の平均の伶びは 125.0%)。しかしそのふ

え方は，食道総体の伸び率(138.4%)以上の自治体が52

(24.2%)であり. 200% (昭和35年の2倍〉以上の伸

びを示したのが7自治体であることからもわかるように

「低端」傾向にある。この「低増」傾向は，事業体数増

加自治体のうちでは59.3%.減少自治体では57.9%とほ

ぼ問じである。したがって，事業体数の増加・減少のち

がし、は前者が「中増」への，後者が「低減Jへの傾きを

もっているところにある。とはいえ，官官者における円低

減JH中減j・後者における f中増J+ i高増jの存在
は，それぞれ10.6%.17.6%で，決して無視しえない。こ

の内実は以下で究明さるべきものであるが，ここでは，

事業体数の減少が就業人口の「中増J. i高増Jをもも

たらしうることを確認すれば足りる O なお，このことは

都市郊においてのみそうであるばかりでなく，郡部にお

いても同じである(都市では20.0%.郡部17.6%)。ま

た，減少の限度が50%であることも指摘しておきたし、。

さて，各類型の特性は就業人口との関係においてはど

のようにあらわれているのであろうか。以下A1類型~

G12類型までな考察する(表5-3参照)。

CA 1類型，下j費増加主導型〕

この類裂は自治体総数のうち6.5%を占める。卒業体

数減少を示す自治体はなく，就業者総数の伸びも 100%

以上が92.8%と全体が伸びている。都市部においては，

「中増Jが60.0%i低増Jが40.0%.郡部では f中増」

が33.3%.i低増」が55.6%で，都市における「中増」

への傾きと郡部の「低犠Jへの傾きな示している。 rii寄
増jはなし、。従ってこの祭主主は，都市の「中増」と君f，部

の「低増」パターンということができる。

CA 2類君主，他!醤減関連下層増加主導裂〕

この類型は全自治体の約2溺(19.2%)を占める。就

業者数の伸びネ100%以上ぽ70.8%でAl類型よりは低

い。「低増jと「中増jの割合は58.3%と16.7%でA1

のそれ (50.0%と42.8.96)とくらべて r{1底捜」の度合い
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表5 2 類裂と就業者総数の伸び率との栂関(1lB45/紹35)
50-160 ~初 前~君。~ l∞~  110 - 120 - 1:>1)- 140 - 150 1160 -1170 1船 190 1 200 

59 ω79  891 99 lω 119 129 139 119 -159 - 169 -1百 -1曲 -1盟 以上

A.干層増加主導裂

1.下層主導増加型
87 56 ⑨.111. ;:-5).181. ⑥ 173. 195 37. ⑩①  

162到。

2.他屠減関連F層増加主導裂

イ、中島幸下滅唱連
171 127 182 108 ⑦ 65 

口、中層上減隣室
雪量 @渇札 電動 186.215 

176 

ノ¥上署減f首j宝
望書 166 174. 139 ③d盟 1出 164 

ゆ

ニ、超上層減関連
⑧ ⑮ 

B. l噂増関連増中主層導増加主導型
3.中審下 型

イ、他瞳全体増
116.183 ⑧，1柑 ④ @ ⑬i 

104 

口、趨主審減 臼.⑧
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二、中層ヒ減 百l8 ⑨ 80 72 

4.中層上嶋主導112

イ、 f色噂全体I普 岨 130 相 129 42.76 51.79 45 
加3

ロ、超上層減
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ノ¥上屠減
70 204⑧ 耳E 47.74 

199 

ニ、中堀下減
175.由 132.137 却7

C.下溺増関連上層増加裂

5.下層増関連上層増加型
1お ⑫.⑬ ⑩雪量 ⑩ 

活I)，回 33 

D.下層減関連中層増加主導型 T 
6.中廊下増主導型

イ、他署全体増
187 194 議2

口、超上署減
⑮ 133 170 同 135 169 

196 

ノ¥上瞳減 4量 145.⑫ 157.178 91141 

f!.!!l.!QJ "Q 
ニ、中壇上減

155 153 150.71 136 

且i
7.中層上増主導型

イ、他者全体機 ぷi

口、超上履減 設E 83 

ハ、上署減
114 123.152 197.120 205.177 

1日 151 

ニ、中署下減
138 105 143 

E. 下8.層下減屠減関連鴻上連層上減層d減P裂b型

イ、中壇上増
119 191 193 

口、中層ド増
85 込2

F.下層滅調連中層減歩主導裂
9.中層上減主導型

イ、上層増
149 込E

10.中藤下減主導112

イ、上層増 117.165 

ロ、中層上増
48 

G.下壇減j;主導型
11.他輔I韓関連下層減世主導裂

イ、超上層増関連 ⑬ 

ロ、上署j普関連
159 時 l悶 冊 92 泊1坐昼主 109 32 

Zl.W Jlll.!l!i 辺Z
汚7 160 

ノ¥中層l:l韓関連
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署長5-3 各類型の就業者総数伸びZ存分布

f申び率の分類 言語 減
(5中0-減79) (低80-減99) 

tほ増 中増 品 I曽
音十(0-49) (100-139) (140-199) (2∞以上)

事業体数の増(+)・減(ー) + + 十 十 + + 十 言十

類型 小類皇宮
都市部u二)
郡部(下)

A 1 
2 3 5 5 

1 5 3 9 9 

A2  イ
1 1 

3 1 1 4 1 

ロ
l 1 1 2 1 7 

4 4 17 

ノ、
1 1 1 2 1 
1 1 2 2 6 

2 2 
一

B 3 イ
3 1 4 

2 2 4 

ロ
1 1 
1 1 

ノ、 6 
1 3 4 12 

1 1 

一 1 1 1 3 

B4  イ 4 5 1 10 

ロ
4 1 5 

ノ、
1 1 

1 4 1 5 1 

一 2 3 5 

C5 
3 2 1 6 6 
2 1 3 3 

D6  イ 2 1 2 1 

ロ
1 1 

3 1 2 1 5 

ノ、
1 l 1 l 3 
3 6 3 6 24 

一 3 1 1 1 2 4 

D7 イ 1 1 

ロ
1 1 1 1 

ノ、
3 5 3 

。
6 15 

一 1 1 1 3 

E8  イ T 3 。
c ロ 15 

1 1 2 

F9 イ
。

1 1 2 2 

F10 イ 2 2 。
ロ 3 

1 1 

Gll イ
1 1 

ロ 1 2 11 1 1 1 3 14 l 

ノ、 52 
1 4 6 2 4 6 11 

一 2 2 1 6 2 5 3 15 

G12 
。

6 3 8 1 18 18 

音十 。。 7 10 5 15 62 58 35 17 5 1 114 101 215 
面勢調査より作成
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が強L、。また， A 2類型は「低減J+l中減jが20.8%も

あることに示されるように， r低増jを軸に「中減」ま
での延びを示している。これを都市部と郡部に分けるな

らば，都市では「低増」から「低減jへの傾向，郡部で

は「低増Jから「中;増」への傾向を示している。

しかしA2類裂は「他層減関連Jでいくつかの小類裂

に分類しうる内突を含んでいる O 従って，以上の傾向を

各小類型ごとにみるなら， (イ〉の「中層下減関連Jで
は就業者総数減少の自治体はなく， I低増J66.7%の
ち都市部比率100.0%)・「中犠J33.3% (うち都市部比

率50.0%)と「低増Jを軸に[中増」への傾きをみせて

いる。これに対し(ロ〉の「中関上減関連Jでは「低増j
に特化していて (85.7%，うち都市部33.3%に若干 f低

減」への傾きを有しており (14.3%，うち都市部100%)

Lイ)とは逆の傾向を示す。実数は少ないが都市部のみの的
「超上層減関連Jもこれと同じ傾向を有す。付の f上層

減関連Jでは都市部の31':1治体は「低減J. 1低;場J. 1中
増」を均等に分散しており，君s部では「中増Jの2自治
体 (22.2%)をもふくみつつ「低増J• r{1&減j・「中減j
へと分散しているO つまり. 1~ 4 人}習場で30~99人隠
滅とし、う類裂では，就梁者総数の増減は多様な形で、あら

われてくる。

以上A2類裂を約分して考察したわけであるが 1~

4人層増加とL、う条件のもとでの 5~9 人層減. 1O~29 

人層減の場合はともに就業者総数を伸ばしうるが. 30~ 

99人層減になると必ずしもそうではなくなる。また 100

人以上層(超上層〉滅の場合は，根室市と千歳市であっ

て，都市部における 1~4 人層増加の主導裂が強いとい

うことができると忠、われるが，この場合は突数が少ない

ので断言はできない。

なお.A 2類裂では事業体減少自治体があらわれる

( 3 13治体.A 2の12.5%.下}脅増全自治体のうちの2.7

9百)。しかしそれらの分布は分散している。

(B 3類型，下層増関途中!習下増主導君主〕

この類型は全自治体の15.9%を占める。すべて事業体

数増加自治体である。この類型でははじめて「高増」が

あらわれる(苫小牧市)0 しかし全体は [11&増jを中心

に (44.4%)r中増」への傾斜 (27.8タのをみせながら，
[11民減J• 1中減jまで延びている(それぞれ11.1%)。軸

となっている f低増jはA2. A 1より低いが， r高増」
から「中減Jまで分布していることが特徴である。

しかし， B3類君主も仔)~(吟までの関連内容を有してい

る。

小類裂を分析してみるならば， r高増」と「中増」を
示しているのは(イ)の 1~4 人層増のもとでとくに 5~9

人層が増大している小類型であり，逆に「中減」を示す

のは(ニ守の100人以上層減少小類裂である。「低減」は付の
中層減少と叫に均分にあらわれる。「低増」は(イ)~的の

すべての小類型にあらわれるが， その中では(イ)の伸び

率が一番高し、。つまり，小類型では仰は「中増J中心に

「高増Jと「低増j，(ロ)は「低増j，付は「低増j中心に
「低減j.的は「中減J中心に「低減jと「低増jへの拡
がりを示している。

また，都市部はB3全体の33.3%を占め「高潮Jの100

%， 1中増Jの60%，1低増jの12.5%，1低減」の0%，

「中減jの50%を示している o したがって， B 3類裂は

一応，都市の「中増」と郡部の「低増」の類型というこ

とができる。

(B 4類型，下層増関途中!欝上増主導型〕

この類裂は~13 治体の20.8%を占め，下層増の類型の

中ではもっとも多L、。事業体数減少自治体が 1つある

(B 4の中の3.8%)。これは上隠滅が事業体数の減少に作

用しうることを示している。都市は1つ(3.8%)のみで

しかもそれは農村市街地裂の富良野'市である。従って，

この類型は郡部恥心の類型とみることができる。B4類君主

は「高増jから「中減Jまで分布しているが，そのうち

63.0%が「低増」に集中しており.Al. A2， B3の

どれよりも高し、。

しかしこの類型も(イ)~(斗の小類裂を内包しているので
それらを分析する必要があるo(イ)の全体の増加の中で特

に中層上 ClO~29人層)増と L、う小類型では， 1中増J
を輸に (62.5%)r高増」と「低増jへと延びている。
これはB3の(イ)と隠じであるが，それよりも「中増Jの
度合いが低L、。またB3では的だけが「中増j と占めた

のに対し，ここでは， (ロ:)1趨上隠滅J関連の小類型も「中
;増」を示し，また「低;増jにおいても高い伸び率を示す

など， B 3(吟よりも増加の相対的度合いを示している。

このことはB4の付と B3の付との叱較においてもいえ

る。ともに「低増」を斡にして「低減jへと伸びを示す

小類型であるが，その内部においてはB4付の方が相対
的に伸び率が高L、。的においても同じであり，日 3の

「中減」を軸として「低減」・「低増Jへの延びに対して
ここでは「中減jと「低増jへと分解し， {I申び率の最小限

度もB3(斗の50%台から70%へと上がってLる。つまり

B3 の 5~9 人層(中層下〉増主導類型より B4 の1O~

29人層(中層上〉増主導類型の方が，下層(1~4 人隠)

増関連とL、う条件のもとでは相対的な優位を示してい

る。郡部においては，下j欝増とL、う条件のもとでは， 10

~29人層増の方が就業者総数を伸ばしうるのである。

(C 5類型，下層増関連上j議場加型〕

この類裂は，全自治体のうち9(4.2%)とき定数が少な

い。北海遂においては下謄増のもとにおける30~99人層

(上層)増加とL、う事態が少ないことを，これは示して

いる。就業者総数伸び率との関係では，さすがにこの類

型は，高い伸びをあらわず。つまり， 1中減」・「低減」

はともになく， r低増jの55.6%を軟に「中増」と「高
鴻」が隠じ比率 (22.2%)でこれにつづく。しかもこの

類裂では都市部が 6/9(66.7%)を占める(郡部のうち
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石狩田了は札幌隣接である)。大都市隣接でない古前田J，

森田了においては，上層増にもかかわらず，就業務総数が

「低増Jにとどまてついる。この類型は都市中心の「中

増Jから f高増」への伸びをますパターンといえる O

(D 6類型，下層減関連中層下増主導君主〕

この類型から下震の減少がはじまる Cf層減は全自治
体のうち57.2%を占める)0D 6類裂は全自治体のうち

12.6% (下層減自治体のうち22.0%)を占め， B 4類型

と並んで第二{立の頻度合示す。「低増」が勅で (63.0%)，

「中増」も27.8%を占め，さらに「低減J~ r中減」ま

での拡がりをもっている。この類型は，中層下増という

点ではB3類型と同じであるが，下層減という条件のも

とでB3類愛とはちがって「高増」はなく，車由の「低

増」への集中度は B3よりも高く (B3は44.4%)，逆

に就業者総数減少自治体の比率はち 3よりも少ない。 D

6はB3よりもB4との類似性がむしろ強いo D 6はB

4に比べて「言語増Jはないが，事富の f低増JI土問じ (63

%)であり，その輸を中心にD6は若干減少の方へ， B4 

は増加の方への傾きを有しているのである。しかしD6

は就業務総数伸び率 100%以下の都市を二つに手ぎしてい

る点，また事業体数減少自治体がD全体の66.7%を占め

ているという点においてB4との異質性を示す。事業体

数減少自治体のうちの27.7%は就業者総数伶び率 100%

未満 r中減J5.6%， r低減J22，2 %であるが，その

他は「中犠J(16.7%)と「低増J (55.6%)とであっ

て，決して事業体数の就業者総数それ自体の減少を伴う

わけではなし、。これらの事実は，下震の減少が毒事業体数

減少に大きく作用していることを示すとともに，中}轡下

(5~9 人}習〉増の主導役が下康増関連における中層上

と同じ形で就業者数の増大をもたらしていることをあら

わしている。

これを小類型にまでおりて，より詳しくみよう。(イ)~
的の小類型においてまず気がつくことは，付の「下康減関

連中}響下増主導上層減」の小類型の頻度が一番高いとい

うことである。この小類型においては，事業体数の増加

自治体も減少自治体もともに「低消Jである (90.9%)。
中層下主義の主導性のみでは，就業者総数伸び率を「中

増J以上に引きあげられないが，産炭地都市の芦別清を
除いては， r低減」・「中減」を示さなし、。これに対しtニ)
の中層上減では「低減jが増加する (50.0%)。仔)の下

層減他層全体増とL、う小類型はその，頻度が少ない(D6の

11.1%)。これは事業体数増加の 2自治体が「低増J，
減少の自治体が「中増」を示している。特異な動きを示

すのは悼の超上層(100人以上層〉減であるO これは産

炭地の美q良市の「中減」と，苫小牧・登別隣接・室蘭近
隣の白老町と帯広隣接の幕別町，及び歌主主町とが「低

増Jの3自治体を聞にはさんで分立する。超J二隠滅の度
合いは，溺勢調査報告では昭和40年と45年の比較しかで
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きないが，美唄市93.8%，欧主筆罰ro%，向老町33.3%，

幕別町66.7%であって，就業者総数の伸び率と比例しな

い。中}響下の主導性においてこれをみるならば， (箇勢

調査，昭和35年~45年の伸び率〉美唄市 104.0%，歌登
掴了215.4%，良老町410.0%，幕別町236.4%と明らかに

務関がみられる。つまり，中層下士慢の伸び方自体が，とく

に下層減少の仕方と複雑にからみ合いながら，就業者総

数の伸びを墓本的には，規定しているということができ

る。

(D 7類型，下層減関連中層上増主導裂〕

この類裂は全自治体のうちの 7.0%(下層減自治体の

うちの14.6%)を占める。事業体数減少自治体は73.3%

であってD6類型よりも多い。しかし，就業者総数件び率

100%以下は13.3%でD6のそれ 08.5%)よりも少な

い。全体の 80.0%が「低犠」に特化しており， r高増」

がなし、かわり「中減Jもなし、。また都市部もなく，この

類型は郡部中心の「低増j集中型と分類することができ

る。

小類裂に入ってみるならば，付の「下隠滅関連中層増

主導上腿滅型」に60.0%があつまっている。上隠滅にあ

つまるという点ではD6に同じであり，またその9割近

くが毒事業体数増加自治体も減少自治体も「低増jに特化

している (88.9%)という点にも然りである。しかし(ロ)

の趨上層減は2自治体でともに「低増」である。

D大類裂は下勝減関漆中層増加主導主主で、あるが， D 6 

とD7を比べるならば，中!翠下 (5~9 人燈〉増の方

が，分散の度合いが大きく頻度も高い。

CE 8類恕，下j覆滅関連上層減少裂〕

この類型は全自治体のうち2.3%(下層減自治体の

うち4.1%)を占めるにすぎず，すべて郡部の自治体

で，すべて事業体数減少自治体である。 5E!治体のうち

4自治体が「低増」で他の l自治体(産炭地の栗沢町〉

は「中減」である。

この類裂も内実としての的~(吟の小類裂をもち， (イ)の
中!醤j二増の場合はすべて「低増J，(ロ)の中}翼下増の場合
は「低増」と「中減Jであり， D大類裂とi可じくや}欝下
増の分散の度合いが大きいと思われるが，実数が少ない
ので断言できなL、。

CF 9類型，下層減関連中湯上減主導型〕

この類型はその頻度が一番少ない(全自治体のうち

0.9%，下}欝減自治体のうち1.6%)。就業務総数伸び率

は一応「中増Jと「低減jに1自治体づっ分解している

ようにみえるが，突数が極端に少なく断言できなし、。ま

た，小類型に入ってみれば， (イ)の上層増のみるって小類

型に考えられうる(吟大}護士留守す中層下増もともに存者Eしな

い。すべて郡部で，事業体数減少自治体である。

FlO類型についても同じことがL、えるが，この類型の

綴度が少ないということ自体が注尽きれるべきであるO

1~4 人層減で 5~9 人腐の動きはなく， 1O~29人層が
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とくに落ちこんで30~99人}警のみがふえるという類裂

は少なくとも道内ではほとんどないということができ

る。

CF10 類型，下謄減関連中}霞下減主導型〕

この類型もF9と同じく頻度が極端に少ない〈全自治

体の1.4%)。すべて事業体数減少の郡部の自治体で，一

応「低増jに集中している。小類型では(イ)上層増に2自

治体. (ロ)中層増に 1自治体である。 F8とF9・F10

は，大きくまとめるならば.r下層減関連他層減少主導
WJということができる。この合同類型は毒事業体数減少

郡部自治体の「低増J中心型である。

CGll 類型‘他層増関連下層主導減少型〕

この類型は最大の頻度を示す(全自治体の24.7%.下

}欝滅自治体の43.1%)。これとG12を加えたG大類型(下

層減少主導袈〕は突に全自治体の33.0%.下)替の減少の

うち57.7%を占める。

Gll類型は「低;増」が事由 (56.6%)で「中増Jも28.3

%を占め，また「高増jもあらわれる。都市部は 1(網

走市)だけであり，また事業体数減少自治体は77.4%，

就業者総数伸び率100%以下の自治体は11.3%である。

Gllを下層の減少類型のうち大きな頻度た示すD6類型

とこれをさらに特化したD7類型とを加えたD大類型と

比較すると，両者ともに「低増jが勅であるが， D大類

類型の中でもこれのみ)， r中増」以上の比率もGl1の方
が高くなる (32.1%と14.3%)。それに対し「低減jの

比率は逆にD大類型が高い (7.5%と14.3%)。つまり G

11類型は D大類型が「低増j を輸に「低減jと「中

増Jを均等にもつものに対し， i{l&増Jを車告に「中増」

への傾きを強くもっている。この{頃き具合はA1類型に

つぎ，しかもA1にはない「高増jを有する。

小類型はげ)が都市(網走市)でのみ現われているのを

除けば，すべて郡部でほぼ同じ比率である((ロ032.1%• 
付32.1%，付34.0%)。そのうち「高増」を示すのは(ロ)

上層増関連のみであるが.('ロ)はまた「低増jに占める比

率が一番大きい(併の76.5%，Gllの43.3%)。これに

対し付の中層上増関連では向じく「低増」が翰(58.8%)

ではあるが， r中増」の比率も 35.3%(Gllの「中増」
のうち40.0%)と大きく.i低増Jと「中増jに分化し
ているということができる。付の中層下関連はこの分化

がより大きい (r低増J.r中増」ともに38.9%)。しかし
料)はGllの「低減jの50.0%.また， i中減J100の%を
占める。つまり， ~ニ)は「中減J.r低減Jへと鉱がりなが
ら「低増Jと「中増Jに分化しているO

このように，下層減とL、う条件のもとで'.It.その大半

が「低増jを示すが，上層増関連では「潟増」が，中}雲

上増関連では「中増」が，中}欝下増関連では.r中増jと
「中減」があらわれている。

(G12 類型，下!護主導減少型〉

裂のそれの方がGl1類型よりも集中皮が高く (56.6%と この類型は全自治体の8.4%を占め，すべて郡部の事

69%).逆に「高増」は.Gllのみがあり〈下!替の減少 業体数減少自治体で，就業者総数100%以下の占める比

表5-4 就業者総数の伸び率との相関

JPR~品川~ふ15~9ιLι心幻丸内 計

1 

M14〔(型12-E1) A 
3(山| 日(62刊 4ω7)¥ 2 

3 18(1000) 

B 
8.4 

4 間 63刊 幻(100D
12. 

ι 
丁丁 5(函| 2ω判 2(22.2)¥ pi:;) 
4(14判例 63刊 27(1000) 

12.6 

卜J州
E ¥ 8 ¥ 5(吟~)
9 1(50刊 m 刊 2(1000) 

F 1-一一 0.9 

10 3(100刊 3(吟~)
4( 7刊制 56州 15(28刊 53(127) 

G 1-一一一
6(33州 8( 44め| lpoo) 12 8.4 

M三十' 制9.3)[ 国側刊 46(21刊 215(100.0) 
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率は50.0%と金類型の中で一番大きし、。しかも「中減J

が33.3%である。他方「低増」が44.4%あり，この類型

は「低増Jと「中減Jとに分解の傾向を示・しているO

表5-5 支庁別就業人口伸び率(都市部・郡部別)

以上くわしくみてきた各類型の特伎をまとめると次の

ようになる(表 5-4参照)。

Al=都市の「中増」と郡部の「低増Jのパターン

A 2== r低増」を輸とした郡部の「中;増jと都市の
「低減」のパターン

B3=都市の「高増jを含んだ「中増Jと郡部の「低
増Jのパターン

B4中郡部の「潟増」を含む「低増J中心パターン

C 5=都市の「高増」・「中増」への延びな示すパターン

D6=郡部の「低増Jを輸とした「中増Jと都市の

「減少」への拡散のパターン

D7=郡部中心の「低増」集中のパターン

E8・F9・FlO=郡部の事業{本数減少自治体の「低

土器j中心パターン

Gll=郡部の「中増jへの傾きをもった「低増j中心

パターン

G12=郡部の事業体数減少自治体の「低土器」と「中減

jへの分解パターン

石狩

波長幸

絵山

後志

自豆 振

臼高

~知

上 )11

留萌

長長 谷

網走

十勝

畠11 路

桜 2長

市部昔十

務1吾F言十

計

語道j成 中減 fI五i成

1 

1 1 

1 4 

1 1 

1 
3 3 

5 2 

1 

1 

1 1 

1 5 

2 1 

3 3 

14 17 

17 20 

fs;増 中主曽 衛士曽 言十

2 1 1 4 

3 2 6 

1 1 

9 7 1 17 

8 10 
1 

11 3 19 
1 1 1 3 

6 4 12 
7 1 9 
1 3 10 

11 18 
3 1 4 

15 4 1 21 
1 I 
7 8 

1 1 

5 2 9 
1 2 3 

14 3 23 
1 1 

14 5 19 

I 1 

5 1 9 
1 1 

1 3 4 

13 10 2 31 

113 36 4 184 

126 46 6 215 

この就業人口の増減より都市的事業体の資本主義的分 関勢調査より作成

解・発展の類君主の特性の内突を，就業者属俊〈就労形 数減少自治体は 1つもない。「中増jの度合いは綴室・

態・産業部門・労働力の質的構成〉との関連で、考察する 渡島・1旦振と低くなり(それぞれ66.7，38.9， 33.3%) 

のが以下の課題である。 目旦振になると減少があらわれる。 これら3支庁は根釧

の新酪震基地帯・函館周辺部・苫小牧一室蘭ベルト地帯を

第3項地域別にみた類担分布 含む支庁である。これに対し減少の端的な支庁は空知

類型と就業者廃校(とくに就労形態と産業部門〉との 支庁で，突に 5割近く (46.4%) が減少で，そのうち

関係をみる前に，類愛とL、う各市町村における都市的事 「中減Jが3割近く (28.65'1)')もあるor中増Jの313
業体の分解・発渓の競模別の組合せが，それらの市町村 治体は岩見沢市・滝川市・深川市であり，いずれも撲

を含む支庁においてどのようにあらわれているかをみて 炭都市ではない都市である。これらのことは関家独占

おこう。ここで支庁をとりあげたのは，この段階では， 資本主義のエネルギ一政策の転換がし、かに地域社会を

われわれは未だ地域的生活簡を設定していなし、からであ 破壊していったかを示している。また，g;g知支庁以外

る。 でも「中減」を示した自治体のほとんどは産炭ないし

まず，表5-5によれば，支庁別の就業者総数の伸び 金属鉱山を有した自治体である。釧路支庁の場合もそ

方がわかる。「低増Jが全道的傾向なのであるが，切ら うで， r中減Jの阿寒町・音別町・「低減jの白糠町のい
かに支庁別の地域的不均等発展があらわれている。「低 ずれも産炭地である。この釧路支庁ならびに宗谷支庁は

増jに特化しているのは檎山・後志./3 ii寄・上JII.留萌 「低増」が戦とはなっているが， r中増jを示すところ
・十勝の6支庁で，そのうち，檎山・後志・留萌の3支 を「低減J.r中減」を示すところに分化の傾向を手まして
庁は減少への傾きを，上JII・十勝の2支庁は増加への傾 いる。このように支庁別に北海道をみるならば，石狩支

きをもっている。増加傾向が端的にあらわれている支庁 庁を筆頭に根室・渡島・股援支庁とつづく増加地帯，g;g

は札幌留の石狩支庁で，全体の70.0%が「中増Jと「高 知支庁および釧路支庁を代表とする減少地帯を雨極と

増」である。これに次いでいるのが渡島支庁・胞振支 し，その防に停滞的場加の十勝・上JII，停滞の日高，宗

庁及び根室支庁で，渡島・根室支庁においては就業者総 谷，網走，停滞的減少の檎山・後志・留務の各支庁が位
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表5-6 支JT5lIJ類型分布

石狩 渡島 桧山 後志 Jl!l.振 日高 愛知 上111 留務 宗谷 網走 十勝 事11路 桜室 都市小計 郡吉川、計 総計

A 1 
都市 l 2 5 
郡部 1 l l l 1 2 9 14 
都市 1 2 1 7 2 

A 2 
郡部 2 4 2 1 1 2 l 14 24 

B 3 都市
1 3 1 l 6 

郡部 2 3 l 2 2 1 12 18 

B 4 
都市 l 

27 郡部 6 2 6 2 2 2 11 3 25 

C 5 
都市 2 2 1 l 6 

99 郡部 1 1 3 

D 6 都市 21 1 2 
郡部 1 4 21 1 2 1 2 3 3 3 1 8 16 27 
都市

D 7 
郡部 1 1 l 41 1 31 1 1 4 11 15 

E8F 都市
9 Fl0 郡部 l l 4 l 2 10 10 

G 11 
都市 1 
潤i部 1 2 2 5 1 4 2 1 1 1 8 1 5 11 1 6 3 2 2 .3 12 40 53 

G 12 
都市

郡部 l i l 5 2 1 ワ臼 18 18 
郡部小計 3 3 9 8 64 12 7 7 5 7 2 2 16 4 17 71 4 5 9 14 118 5 4 1 3 87 97 184 
都市 'J、計 4 1 l 3 18 3 2 1 1 1 26 5 31 
総 計 73 108 64 13 7 10 5 7 2 101自 自18 8 1 5 5 11 15 128 6 4 2 3 :11 184 215 

(iI:、各制の1，'，')数;.:~土 'Ji 葉!本数i剣11 自治体、右の数字は\
1 !i1~} ，jJ，tJJをよりl'! 'rN: ¥ 減少1'1治体 / 

侵しているということができる。

それではこのような特徴をもっ各支庁の存在形態と英語

裂との関係は如何。これを表にしたのが表5 6である。

まず事業体数増加自治体の比喜容をみると，留萌支庁の88

.9% (都市部と郡部とを区分せず〕を繁頭に日高 (77.8

%)・石狩 (70.0%)・服援 (66.7%)・後志 (65.0%)・

1倉山 (60.0%)・十勝(同)・鎖|路(悶ト渡島 (55.6%)

表5-7 支庁別類設分布の頻度 (20%以上)

j).;{jj L-"( lミ

II 回 i十II+IIl
る封l胞の数
(E8. 統ド。;
F 10は f?
している)

石狩 C 5 (ll.O) G11(30.0) A 1 (ぬ0) 80.0 

渡島 Gl1(38.9) B 4 (33.3) 72.2 7 

絵山 Gll(50.0) B 3 (20.0) B 4 (20.0) 90.0 5 

後志 B 4 (30.0) D 6 (20.0) 50.0 8 

胆振 A 2(お.7) A 1 (20心) 46.7 8 

日高 A 2 (22.2) B 3 (22.2) 44.2 7 

1E 知 G 11(31.0) 31.0 9 

上川 Gl1(25.0) 25.0 8 

留務 A 2 (22.0) B 4 (22.2) C 5 (22.2) 66.6 6 

宗谷 D 6(ぬ.0) B 4 (20.0) 50.0 ? 

網走 G 11(30.8) D 6 (23.1) 53.9 10 

十勝 Gl1(25.0) D 6 (20.0) 45.0 8 

~II 路 B 4 (30.0) Gll(20.0) 50.0 6 

根室 Gl1(ω.0) A 2 (40.0) 100.0 2 

宗谷 (50.0%)・締走 (42.3%)・根室 (40.0%)・空知

(34.5%)・上JIl (25.0%) とつづく。~知・上JIl.宗

谷・網走・根室支庁が事業体数の減少地帯で、ある。

次に表5-6より支庁別類君主分布の頻度20%以上のも

の宏捻出すると(表5-7)，石狩支庁はC5及びG

11類型で全体の60.0%をしめ，これにAl類型を加える

と80.0%になる。石狩に分布している類型は 5つである

から，この 3つに特化しているといえる O 渡島支庁はG

11とB4で分布7類型のうちの72.2%を占める。檎山は

G11・B3・B4で90.0%を占め特化の度合いが高L、。

一番特化の度合いが高いのは根窓支庁で， GllとA2で

100%である。これらに対し留萌支庁はA2・B4・C5で

66.6%，網走支庁はGllとD6で53.9%，後志支庁及び

宗谷支庁はB4とD6で50.0%，釧路支庁は， B 4とG

11で50.0% とそれぞれ 2~3 の類型で50%をこえるが，

特化の度合いはやや低L、。類型分布が分数していると，恩

われるものは上)11支庁と認知支庁で，それぞれ20%をこ

えるのは， G 11 (25.0%と31.0%)のみである。日高・

十勝の各支庁はそれぞれ特化の度合いが40%合である。

このように各支庁ごとの類愛への特化の度合いは様々

であるが，それらの上伎を占めるもののうち25%をこえ

るものは特記すべきであると考える。特に特化の度合い

が高L、からである。それらは以下のものである。

石狩ーC5 (30.0)・Gll(30.0) 

渡島-Gll(38.9) • B 4 (33.3) 

檎山…Gll(50.0) 

国勢調資より件後 後志-B4 (30.0) 
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組援-A2 (26.7) 

~ 知一G11 (31. 0) 

上 JII-G11(25.0) 

網走-G11(30.8) 

十勝-G11(25.0) 

~iI路…B 4 (30.0) 

根 室長一Gll(60.0)・A2 (40.0) 

表 5-6を類型をど輸に分解すると f類裂の支庁別分布

の頻度JがえられるO このうち特に15%以上の頻度を示

すものをまとめたのが表5-8である。この表によれば

C5類型は石狩・空知・留萌支庁で77.7%か占め， E 8 

表5-8 類型の支庁別分布の鎖度(15%以上)

11 田 1+11+孤 分布してい
る支庁の数

A l 胆振(21.4) 21.4 10 

A 2 胆t緩i(付16ι幻.7) 16.7 11 

B 3 後志(16.7)空知(16ι6.7)上JlI(16.7) 50.1 8 

B 4 渡島(22.2)後志(22.2) 44.4 10 

C 5 石狩(お.3)空知(22.2)留務(22.2) 77.7 5 

D 6 総定(22.2) 22.2 9 

D 7 よJlI(26.7)網走(20.0) 46.7 

E8F9 上JlI(40.0)十勝(20.0) 60.0 F 10 

G 11 空知(17.0)網走(15固め 32.1 13 

G 12 空知(幻8) 27.8 12 

同勢調主主より作成

F9FlO合同類型はj二川と十勝で60.0%を占める。また

B3は後志・空知・上Ji!で50.1%，D 7は上川と網走で

46.7%， B 4は渡島と後五三で44.4%である。 G12・D6

・A1はそれぞれ怨知 (27.8%)・終定 (21.4%)・股振

(21.4.%)の各支庁への特化がきわだっている。これに

対し，どの支庁にもほぼ分布していて，とくにある支庁

に特化していないのがA2及びG11である。

類君主の支庁別分布という点から特に注意すべきは次の

ものである。

C5一石狩 (33.3)

D7一上 }II (26.7) 

E8F9FlO-J二 }II(40.0) 

G12-~ 知 (27.8)

ところで，支庁別の就業者総数の伸びと類型分布の頻

度とを組み合わせてみると次のことがわかる。

石狩一下殿場のC5・Alと下層減のGllのもとで

の就業者総数の「中増Jと「高増J70.0%0 

根室ー下隠滅のDllと下層f慢のA2のみで就業者総

数の f中増iJ60.0q~。

渡 島一下}議減のDllとTJ欝増O)B4のもとでの[中

増」と「路増J44.4%0 

Illi 振-A2・A1をはじめ下康増が60.0%を占める

もとでの就業者総数の「中瀬Jと「高増J40.0%。

十勝一Gll・D6~どはじめ下腐減が70.0%を占める

もとでの就業者総数の「中増J30.0%。

1:. JII-Gllをはじめ下層減が75.0%を占めるもとで

の f中増J.I高増J24.0%。

宗谷-D6"a:'はじめとする下層減60.0%，B 4をは

じめとする下燈増40.0%のもとでの「中増j

20.0%， I減少J20.0%。
網走-Gll・D6をはじめ下隠滅73.1%のもとでの

「中増J19.2%， I減少J23.1%。

日 高-A2・B3をはじめ下薦増66.7%のもとでの

「中増J11.1%， I減少J11.1%。

留萌-A2・B4・C5をはじめ下層増66.7%のも

とでの「中増jなしの「減少J11.1%0 

後 五三-B4をはじめとする下層増60.0.9ii'， D 6 ~どは

じめとする下層減40.0%のもとでの「中増J

15.0%と「減少J25.0%。

檎 I.U-下隠滅Gllの50.0%とB3. B 4をはじめと

する下層増50.0%のもとでの「中増jなしの

「減少J25.0%。

~iI 路-B4をはじめとする下腿減50.0%，Gllをは

じめとする下腐減50.0%のもとでの「中増J

20.0%と「減少J30.0%。

空知-G11をはじめとする下燈減65.9%のもとでの

「中増J10.7%と「減少J46.4%。

第4漢 語量業部門別にみた類型特性

就業者総数の伸びと類型との粉関は第2項で、みたとお

りであるが，ここではさらに就業者属伎の一つである産

業部門別就業者数の伸びとの関係において，各類型の特

性を考察する(付表 2~5 参照)0 (なお，われわれは第2

次産業として建設業と製造業を，第3次産業として卸小

売業とサーピス業を選定した。これらは北海道の産業構

成において高伎を占めるものだからであり，建設・製造・

卸小売・サービス部門の就業者数は就業者総数の約8都

を占めている。北海道総体としての伸びは建設業161.9

%，製造業132.9%，卸小売業159.5%.サーピス業165.3

%である)。

表 5-9はこれらの部門ごとの伸び本分類と類型との

相関表であるO この表においてわれわれは次のことを知

ることができる。 1，建設業においては「潟増」が全体
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の41.9%をしめているが，他方では「お減J10E!治体・ 少」もわずか9自治体 Cf中減Jl' f低減J8)である。
「中減J14E!治体と減少の大きなところも多し全体の つまり，北海道の産業構成において，建設業が一番ド

変動が甚だしし、。 2，製造業では「低増」・「中増J• f高 ラスチックに就業者数を伸ばしているが，それはきわめ

増Jがそれぞれ28.8%・27.4%・23.7%と，ほぼ同じよ て不安定な要素をもっている。これに対し安定して就業

うな頻度であらわれている。建設業ほどの激しい変動は 者数を伸ばしているのはサービス業であるが，そこでは

ないが， r減少jの自治体43と建設業よりも多いことは， 大きな援進がみられない。製造業と卸小売業はこの中間

製造業自体の性格からいって，地域社会の不均等発展に に位援するもので，前者は建設業，後者はサーピス業へ

大きな影響を及ぼしているものと恩われる。 3，卸小売 の近よりをみせている。問時にこの両者は「減少」自治

業は「低増jが63.7%をしめ，ここに特化している O し 体数が43及び44と建設業・サーピス業よりも多いという

かし「減少jは他部門とくらべて一番多く，しかも事業 特伎をももってL必。

体数減少自治体がそのうちの70.5%を占めていることは それではこれらの産業部門の特性が事業体の規模との

卸小売部門における就業者数の減少と事業体数減少との 関係ではどのようにあらわれるかを，類型とグロスさせ

相関を物語っている。しかし， r高減Jを示すのはわず ることを逸して，間接的にではあるが考察してみよう O

かに1自治体で r中減」も 4自治体であり，建設業や 産業部門別の類裂ごとの伸び率分類の頻度第1位及び第

製造業ほどのひどい「減少」がみられないことも注!'Hこ 2伎を表にしたものが表 5-10である。この表によれば

値するo 4，これに対しサーピス業は「低増J70.7%と 第三次産業の方が第二次産業よりも特化の度合いが進ん

卸小売業よりも特化の度合いが進んでおち，また， r減 でいることがわかるが，さらに各類裂の部門別頻度第 1

表5-9類型と産業部門とのヰ自衛(I)

建 z己t 当主 製

は'J減 '1'対i8低O~減 低i防燃~ 中総 iUjJ自 i~E44j成中07~減9 低減
~49 

50~ i臼~2的~
80~ 
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表5-10 類型と産業部門との椅関(2)単位%

主主 設 JIt 製 i主 3主 長11 ぎ官 業 サ ピス業
「減少， ~j 治体の

市める比j最

第l伎の 第2伎の 第lf立の 第2位の 第11立の 第21.立の 第li立の 第2j立の 製造 J'1l 

頻度 頻度
l十2
頻度 綴!主

:→2 
頻度 頻度

1+2 
頼度 頻度

1十2 建設
業 業 売業

A 1類型 言語増42.9 {止t曽28.6 71.5 低場42.9 中増28.6 71.5 低増64.3 中増21.4 85.7 {孔増64.3 中増28.6 92. ;) 7.1 7.1 。

B 2 中嶋40.9 潟明27.3 68.2 Ijll寝泊 2
中地25.0

79.2 低I普62.5団中担I骨1土677 95.9 依増66.7 中t曽20.8 87.5 。120.8 20.8 4.2 ilii増25.0

B 3 i高t普38.9 低t普33.3 72.2 低増33.3 中増27.8 61.1 f記増50.。中増27.8 77.8 f，¥;l曽55.6 中増33.3 88.9 22.2 22.2 11.1 
C 4 高増44.4 中増25ふ9 70.3 戸富士骨37.0 中増33.3 70.3 低地59.3 中増25.9 85.2 11¥;増59.3 高増22.2 81.5 11.1 11.1 7.4 。

D 5 高士骨55.6 1且増44.4 100 
{札場33.3

66.6 低機55.6 中嶋33.3 88.9 f氏1骨44.4 中増33.3 77.7 01 11.1 11.1 Il 
中増33.3

D 6 高増44.4 f氏増29.6 74.0 中増33.3
低増25.9

85.1 低増70.4
高増25.9

低減22.2 宮2.6 f且増74.1 中増14.8 88.9 11.1 14.8 22.2 7.4 

日
f見増42.9

85.8 
低増33.3

66.6 11¥;増66.7 1，減33.3
高増42.9 中増33.3

100.0 {氏t替93.3 低減 ι7 100.0 7.1 20.0 33.3 6.7 

E8F9F10 11 
低減37.5

75.0 11¥;1普60.0 低高増減2200400 100 1止増60.0 低減40.0 1α1.0 低増100 100.0 50白。 20.0 40.0 
議場37.5

() 

GJl 高I骨49.1 li王増20ω8 69.9 中地30.2
{丘増26ω4

乱3.0 低増77.4 低減13.2 90.6 {氏I普75，5 中増11.3 86.8 18.9 17.0 13.2 3.7 
議増26ω4

G 12 11 肉増41.2 お減22.2 63.4 低減33.3 中減22.2 55.5 低減44.4 低減38.9 8331附 72.2 {氏威16.7 88.9 61ω1 16. i 

事業所統計より作成

位のものをとり出して整理すると，部門別分類頻度のあ

らわれ方にいくつかのノミターンを見い出すことができ

る(表 5-11)0 すなわち，サーピス業はどの類型でも

第1位となるのは「低場」であり，また，卸小売業でも

G12類型で「低減jを示すのみで他はすべて「低増」で

ある O したがって類裂の部門ごとのあらわれ方の特性を

示すものは第二次産業の建設業と製造業である。この二

つの部門の組合せで両者ともに「潟増Jを示す伸びのド

ラスチックな類裂は， B 4類裂である。すなわち，下!習

C1 ~4 人層〉増加関連の中層上層C10~29人隠〉増加

主導の郡部自治体の類型の伸び率が一番めざましい。こ

の類型の典型的な自治体としては亀田町・倶知安町・斜

里町・厚岸町などをあげることができるし，またこの類

型が全自治体のうちの12.6%を占めていることは，北海

表 5-11 部門別分類縁度と緩裂

空きi製造業|露実己主了類 裂

高士誉 高増

i高増 中土器

高増 {民土議

iニド増 {民増

高増 i低減

{誌増 f民増 B4

低 j勢低増 D6・G11

低増低土器 Al・B3・G5

低増低増 A2

D7 

E8F9FlO 

減 i低増 IG12 

道のEまさ需が今後飛躍的に発展しうる余地が十分にあるこ

とを示しているものといえよう。次に建設業の「高増j

と製造業の「中増」の組合せによって特設づけられる類

型にD6君主とG11類型がある。この問者は第1位のもの

の頻度が同じくらいであるばかりでなく，第2位に位置

するもの及びそれらの綴度も同じような割合女王示してい

る。 D6類型は「下溺減民連中層下増主導君主」で， Gll 

類型は 1ft出j欝増関連下層減少主導主主Jであって，都市的
事業体の分解・発展のパターンは5異なるものであり，ま

た，就業者総数の伸びの特性も前者が郡部の「低増」を

較とした「中増」と都市の「減少jへの拡散ノミターンで

あるのに対し，後者は郡部の「中増jへの傾きをもった

I{j民増j 中心パターンであったが，産業部門の伸びに

おいては向ーの傾向を有している。下}替の減少という条

件のもとで中隠下 C5~ 9人層〉が主導的に増加しそれ

以上の層は減少ないし停滞という D6類裂は，下j替の減

少が主導的でそれ以上の庖が増加している場合，つま

りいわゆる「近代化」路線にみあっているともいえる

Gll類型と向じ構造を有しているが，下層減とし、う条件

下で中}督下ではなく中層上 ClO~29人層〕が主導的に増

加しているD7類型は明らかに異なった構造を示す。す

なわち， D 7類型は，建設業の「低増Jと製造業の「低

増」ないし「中増」という部門別分類娘度を有してい

る。 D6類裂とD7類君主とを比べた場合，下康減という

条件のもとでは中層下増主導の方が明らかに優位性をも

っている O しかし下謄増とL、う条件下では，先にみた
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B4類型のごとく最大の伸びを示しうるのである。 Gl1

類型に対しD12類裂=下関減少主導で他は停滞ないし減

少とL、う類型は，伸びの低下の度合いが全類型中一番大

きく，いわば全商衰退的様相を廷している。その中での

建設業のみの「高増」はまことに5異様で、，その不安定伎

は建設業第二位の頻度に「高減J (伸び率50%未満〕が

統いていることにもあらわれている。製造業の「中減」

33.3%・「低減J22.2%.卸小売業の「低減J44.4%と，

この類型はまさにB4類型の対綴せとなしている O また，

G12類型と同じく伸び率低下が目立つのはE8・F9・

FlOの合同類型である。これは.G12ほどひどくはない

が，表5-11をみてもわかるとおり.f低減」と「高増J

が並列約にあらわれている不安定な機造をもっている。

以上みてきた各類裂特性を織的にあらわしている自治

体としてはD6の白老町・大樹町・生田原町. G11の八

雲町・中擦津田r.D 7の美深町.G12の沼田町・猿払罰I

E8・F9・F10の和寒町などをあげることができる。

AlおよびB3類型は建設業の「高増j と製造業の

f{J;i;増Jとの組み合わせによって特性づけられるもので

C5類型もこのパターンに含まれていると考えてよいで

あろう O これらの類型の特性は，下層増主導で他}習も増

加もしくは停滞 (A1)・F層増関連のもとで中層下士自

主導 (B3)・上層増 (C5) というように. 1~4人

!霞噌に立脚していることである。また，これらの類君主に

は都市郊の約半数 (54.8%)が含まれ，その都市部には

毒事業体数減少を示すものは一つもなし、。 Al・B3・C

5類裂は.D 6とG11類型の場合と隠じように，第2伎

にあらわれてくるものも同じである。しかし伸びのi優位

性からいうと，それほど激しくはないが，一応C5→A

1→B3とL、う序列がつけられる (B4も含めればB4

→C5咋 A1→B3)。このことは同じ下燦増といって

も，とくに上溺増の都市中心類型・下康増主導で他際も

増ないし停滞の類型・中層下増主導で中康上以上が増

(ないし停滞)または中層上以上のどれかの}替が減とい

う類裂のそれぞれの相違が産業別部門伸び率の組み合わ

せからいうと肉じパターンを示しながらも，その内部に

おいて若干の優位性の違いをもたらしていることを示し

ている。 A1の典型としては札幌市・室蘭市・鋭l路市・

浦河町， B 3のそれは苫小牧市・旭川市・ 3喜茂別町 C

5は江1]IJ市・留萌市・石狩町などがある。

同じく下}替増主導といってもA2類裂はA1 • B 3・

C5類裂とは異なった構造を示している。建設業の「中

増」と製造業の「低増JとL、うようにBのそれよりも低い

伸びであるが，それ以外にも第2位にあらわれている頻

度をみると，サ…ピス業が同じなだけで他はすべて異な

っており，とくに卸小売業では「低減Jがあらわれる。

それはこの類型の下総増関連のもとでの他}替の減少とい

うことがひびいていると恕われるO この類裂はしかし，

D7ほど落ちこまず，むしろD6・G7への類似性が強

い。小樽子行などの都市部のほか初山別町・穂別町などが

あるO

以上，類型と産業部門との相関を考察し，就業者総数

の伸びにおいては多様な特性を示した各類裂が，ここで

はいくつかのパターンに大別され，また大きくみた場

合，それらの間に伸びの優位性の序列がまま千見られるこ

と合示した。しかし産業部門との関連で同じような傾向

があるといっても，ここでは米だ従業上の地位が問題と

されていなし、。したがって次に，産業部門・就労形態及

び労働力の質的構成と類型との総括的考察を試みる前段

作業の今一つのものとして，類裂と就労形態との相関を

みてみよう。

第5演就労形態からみた類型・特性

就業者総数の大半は国勢読ままでいうところの f庭用

者Jである O 従って就労4形態，すなわち緩用者・雇用

者のある自営業者〔有麗自営業者)・雇用者のない自営

業者〈無藤自営業者〉・家族従業者のそれぞれの昭和35

年→45年の伸び率をみる吉trに，産量用者の就業者総数中の
構成比の変化をみなければならない。これを示したのが

表5-12及びそれを整理した表5-13である O これによ

れば，iIt道215自治体のうち雇用者の構成比が高まった

のは143(66.5%).低まったのが37(17“2%)と，圧倒

的に議用者の構成比が増大している。このことは北海道

における労働者階級の量的拡大と小商品生産者階級(自

営業者とその家族従業者〉の減少を物語っているもので

はある O しかし，この庭用者構成比をさらに都市部と郡

部とに分けて考察してみるならば，切らかに都市部にお

いては雇用者構成比が減少しているO すなわち，都市部

31 El治体のうち昭和45年の構成比が昭和35年のそれより

上まわるところは，わずか6市(19.4%)にすぎなし、。

のこりの25市においては援用者の構成比が同じ (9市・

29.0%)かあるいは下まわっている(16市・ 51.6%)0

つまり都市部においては，就業者の構成比の比率におい

て雇用者よりも自営業者及びその家族従業者が増大して

いるとLづ構造がある O このことは事業体数の増減にか

かわりなくいえることである。しかし務部も含めてみた

場合は，卒業体数減少自治体の方が増加自治体よりも麗

用者構成比を高めている度合が高い (75.2%と58.5%)

ことも明記の必要がある。

次に昭和35年→45年の藤用者構成比の増大の著しいと
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地域社会変動構造把滋に関する墓機的分析方法〈中〕

表5-14 
表5-13 昭和35年と 45~手の麗湾者の就業者総数中の 類型と麗用者構成比を大きく増大させたところとのクロス

構成比の栂関 (2)

¥¥¥  
昭和45年の Ils和45年の 昭事J45年の

小言十
構成比がH~ 情旺史上tがHB構成比がH{1
和35年のそ 籾35年のそ 和35年のそ
れより下ま れと!日lじと れより上ま
わるところ ころ わるところ

都市を部と郡部 実数 37 35 143 215 
と伊しな

比率 17.2% 16.3% 66.5% l∞% い場

都市部のみの ~数 16 9 6 31 

場合 比率 51.6% 29.0% 19.4% 100% 

郡部のみの 3定数 21 26 137 184 

場合 比率 11.4% 14.1% 74.5% 100% 

事業体数増加 3定数 24 23 67 114 
Eli合体の場合 比率 21.1% 20.2% 58.5% l∞% 

事業f本数減少 実数 13 12 76 101 
自治体の場合 比率 12.9% 11.9% 75.2% 1∞% 
国勢総査より作成

ころ，具体的には 5%以上減少または増大しているとこ

ろをとり出してみると前者は3自治体，後者は55自治体

である。震用者構成比が大きく減少している 4自治体の

うち3自治体までは産炭地の美q良市・奈井江町・阿寒町

ま買
昭和35ifの緩用者構成比

構成比70%以上 構成比70%未満

型 事業体 事業体 事業体 事業体
数増加 数減少 数士勢力8 数減小
自治体 自治体 計 自治体 自治体 ~t 

A1 2 2 1 1 3 

A2 l 1 3 3 4 

B3 l l l 1 2 

B4 1 1 6 6 7 

C 5 l 1 2 2 3 

D6 2 2 2 2 4 

D7 1 1 2 2 

E8 2 2 1 1 3 

F9 1 1 1 

F10 1 l l 

Gll 1 10 11 2 6 8 19 

G12 4 4 2 2 6 

言十 8 19 27 15 13 28 55 

で，他の 1つは製造業部門の減少の箸しい新篠津村であ 箆勢調査より作成

る。そしてこれら 4自治体はし、ずれも昭和35年における ところで， 70%以上の場合に多くあらわれる類裂はGll

雇用者構成比が89.9~87.5%と高かったところであるこ で， G12がこれについでいる。またD6以下の下隠滅関

とが特徴的である。一般に，表5-12にみられるごとく， 連類型の計が21と77.9%を占めていることは，都市的事

昭和35年の雇用者構成比が75.0%よりも小さいところで 業体の分解・発展の運動の中で， 1~4人磨の減少が援

は庭用者構成比の減少はおきていないし， 80.0%以上の 用者構成比の大きな増大と密接な関係があることを示し

ところでは構成比が5%以上増大するという自治体はあ ている(この典型がGl1である〉。これに対して， 70% 

らわれない。また， 67.5%米満のところでは構成比が同 未満の雇用者構成比の低かったところでは， A 1 ~C 5 

じということころも出てこなし、。 の下層増の場合も D6~Gl1の下層減の場合も，ほぼ悶

雇用者構成比が大きく増大しているところは55自治体 じ比率(13:15)で構成比を大きく橋大させた自治体が

であるが，昭和35年における構成比が74~65%であった あらわれている。そのうち前者の典型はB4類型，後者

ところがそのうち36自治体安占める。また都市部では昭 の典型はまたもG11類裂であるo B 4類裂の場合は郡部

和35年における藤舟者構成比が72.4~70.0% と都市部の における中層上増主導裂で，産業部門においては建設

中で一番低かったた根室市と深111市が昭和45年において 業・製造業ともに「高増jを示したものであったが，こ

構成比を大きく場大させている。 のことが麗用者構成比の大きな増大に結びついているも

いま，この559治体をその属する類型ごとに，また昭 のと恩われる。さらに表5-15をみれば，全体として構

和35年における麗用者構成比を仮に70%以上の上下で， 成比を大きく増大させた自治体の類型ごとの比率がわか

また事業体の増減で区分して整理してみると表5-14が るが， E 8の100%，F 9の50.0%，FlOの33.3%のよ

得られる oこの表によると，昭和35年の構成比が70%以上 うに実数の小さいところの比率を除けば〈しかしE8の

の場合は，事業体数減少自治体の方が卒業体数増加自治 100%はそれなりの意味があると思われるが)， Gll→G 

体よりも構成比を大きく増大し，また70%米満の場合は 12・C5→B4→A1→A2→D6→D7→B3の11領

事業体数の増減はあまり影響がないことがわかる。 70% で，構成比を大きく増大させた自治体を有していること

未満の場合は高度に発達した資本主義のもとでの麗用者 がわかる。

構成比があまりに少なすぎるためで、あろうと怒われる。 以上みてきたものは，就労形態のうち特に大きな比率
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を占めている雇用

者について，その

昭和35年→45年の

構成比の変化をも

とにして，その変

動の特性をみたも

のであった。この

分析でわれわれ

は， (1)穫期者構成

比は都市郊で低下

表 5-15盟器官ZF比激
竺竺障室臨 lt ~ 

λ持
品

η
b
q
d

ヴ

d
p
b
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b

q

L
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ふ
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E 8 

し君s部で上昇して F 9 

いること， ω)昭和 F 川
G 11 I H到H 3お5年の構成比が高 i ムつ
G 12 I 61 

いところでは，と 一一一一一上一一」

くに郡部の事業体数減少自治体のうちで下溺減関連の類

2 50.0 

33.3 q
u
q
u
a
u
 

弓
υ

唱

i

35.8 

33.3 

裂で構成比を大きく増大させていること(3)また，昭和35

年の構成比が低いところではB4類型と G11類型がとも

表5-16類型と就労形態との相関

に大きく増大さぜていること，などの傾向を把握するこ

とができた。しかし原用者構成比の増大は必ずしも雇用

者の伸びの増大安示すものではなし、。たとえば，雇用者

の突数は伺じであっても自営業者と家族従業者が減少す

れば，雇用者構成比は相対的に大きくなるからである。

従って以下の分析においては，雇用者の伸び率と自営業

者の伸び率との関係，自営業者の伸び率と家族従業者の

伸び率との関係を，各類型との関連において考察するこ

とによって類型の特性把握に一歩を進めたい。

付表 6~9 は雇用者・有産霊自営業者・無援自営業者・

家族従業者の類型ごとの伸び率分布表である。全道総体

のそれぞれの伸び率は， 136.9%・141.9%・125・4%・

137.0%であって，有震自営業者の伸びが一番高く，家

族従業者がこれについでいる。この全道総体の伸びを基

準に付表 6~9を整理すると表 5-16が得られる O この

表からわれわれは，援用者においては都市は「中増」と

「低増」・郡部は「低増」と「中増J，有E長自営'業者では
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都市はr{)&増」と「中増j・郡部は r{)&増」と「低減j，

営業者では都市は「中増Jと「低増j.務部は「低

減j と「中減jおよび「低増j，家族従業者では都市は

「中増jと「低増」・郡部は f低増」と「低減」がそれ

ぞれの伸びの斡となっていることを読みとることができ

る。つまり，都市苦sは雇用者の伸びばかりでなく，手ffl霊

自営業者・無麗自営業者・家族従業者のそれぞれを郡部

よりも大きく伸ばしているのである。

また，卒業体数の増減の函からみると，主室用者では事

業体数増加自治体も減少自治体もともに「低増j と「中

増」が軸で変わりはなし、。しかし有産8営業者では増加

自治体は「低増j と「中橋j と「低減j，減少自治体は

「低増」と「低減Jと「中減Jというように明らかに事

業体数増加自治体で、の伸びが大きい。また無緩自営業者

は増加自治体では「低減」と「低増j，減少自治体は「低

減j と「中減j と，これも減少自治体の落ちこみが大き

い。しかしどちらの場合も「高減」があらわれなし、。す

なわち無麗自営業者はどんなに減っても50%を割っては

いないとしづ現実がある。 i湾じく家族従業者では増加自

治体は「低増Jと「中増jと「低減j，減少自治体は「低

地j と「低減Jと「中減Jであって，増加自治体の伸び

が大きい。そしてこの形態の場合も l自治体〈真狩村〉

を除いては50%以下への減少がない。このように事業体

数の増減でみた場合は，産量用者数伸びにおいては術者は

大室長ないが，有震自営業者・無麗自営業者・家族従業者

になると毒事業体数増加自治体の方がそれらを伸ばしてい

ることがわかる。

以上のような就労形態のもつ特伎を類裂とグロスさせ

てみよう。表5-17は各類裂ごとの就労形態別の伸び率

分類の第 l佼及び第2位の頻度のものを整理したもので

ある。 Al類型の都市部の場合，伸び率の一番高い就

労形態は家族従業者と有麗自営業者で，ともに「中増」

80.0%と「高増J20.0%である。これにつぐのは無麗自

営業者 (1中増J80.0%と「低増J20.0%)で，一番低

いのが麗用者である(1中増J60.0%と「低増J40.0%)。

つまり Al 類型の都市部の札幌・函館・室蘭・ ~II路・差是

~IJでは高いベースで自営業者とその家族従業者が伸びて

いる。これに対し郡部では鹿用者の伸びが偽の 3就労形

態よりずっと大きい。

A2類裂の都市部では家族従業者の伸びが大きく (1中

増J44.4%と「低増J33.3%)これに有雇自営業者がつ

づき，これらは雇用者の伸びより大きし、。しかし無農自

営業者の伸びは麗用者のそれな下まわっている。とくに

赤王子・士別・:=:s主・歌志内では減少してし、る。これに対
し郡部では藤局者の伸びが一番大きく， A 1と筒じパタ
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ーンを示している O

B3類型の都市郊ではどの就労形態でも第1位の頻度

を示すのは「中増」で，第2位に「低土器jが位寵するの

が多く，雇用者も自食業者・家族従業者も同じように伸

びている。これに対し郡部では有雇自営業者が伸びて無

漂白営業者が減少するという構造がある。

B4類型は都市部は1つで，しかも農村市街地裂の言富

良野市でるるので，郡部をみると，一番ドラスチックに

伸びているのは有護自営業者で「高増J26.9%， 1中増J

も11.6%ある。これに対し援用者は，有震自営業者では

伸びの減少自治体が出てくるのに対し 1自治体(臼潟

町〉を除いてすべて増加しており，とくに「中増jの比

率が高く (53.8%)，安定して伸びている O 無震自営業

者は減少している。

B4と類似した動きを示すのはGl1で，雇用者が一番

安定的に伸びており (1中増J46.2・「低増j36.5・伸び

減少5自治体)，また無産量自営業者の減少が， B 4と同

じように，一番大きい。しかし有緩自営業者はB4とは

ちがって，全体としては増加傾向にあることとはいえB

4ほどドラスチックではない。この類君主にあらわれる都

市部は総定市 1市のみなので，とくに都市部の分析は行

なわなし、。

C5類型は都市部においては，どの就労形態をとって

も「中増Jが第1位の頻度を示し，第2位にも I{)&増」

が続くなど，全体として伸びている。これに対し郡部で

は，有震自営業者が「中増」に特化しているほか，援用

者が増加を示し，他の 2形態は増加と減少が混在して出

てくる。

下層減関連諸類型の中で都市部が3つまとまってでて

くるところのD6類君主においては，都市官官は有雇自営業

者と家族従業者で「低増jに特化しているが，他の2形

態におはては増加と減少に分化している。郡部では雇用

者の伸びが一番大きし、。

D7類型は郡部のみで，雇用者の伸びが一番大きく，

またとくに然穣自営業者の減少が自立つo E8F9FlO 

合同類型はさらにこれに加えて有雇自営業者も大きく減

少する。そしてG12類型になると緩用者でわずかに伸び

の増加と減少が等しいだけで，他の 3形態ではし、ずれも

伸びは大きく減少している。

以上みてきたことをまとめると，都市部では， B 3と

C5でどの形態も大きく伸び， A 1とA2とD6ではそ

のうちの有麗自営業者と家族従業者が伸びている。 A2

では無震自営業者の伸びが減少するところが出てくる。

つまり都市部全体としては，とくに有産自蛍業者と家族

従業者が伸び，下層増関連他層減少主導のA2類型と下



教育学部紀要第21号

表5… 17 類型車IJO)就労形態の鎮度

¥ 
雇用者 手玉緩自営業者 然麗自営業者 家族従業者

第 1f立第 2f立 1+2 第 1{立第 2f立 1+2 第 1f立第 2位 lt2 
第 l位 第 2位

1十2
の頻度の頻度 の頻度の頻度 の頻度の頻度 頻度の の頻度

A 1 
都市 中増60.0 低増40.0 100.0 中増80，0 言語増20.0 100.0 中増80.0 イ急増20.。100.0 中場80.0 高増20.0 100.0 
郡部 低I普55.6!中増33.3 88.9 1氏増44.4 低j成33.3 77.7 低増55.6 低減44.4 100.0 低増66.7 低減22.2 88.9 

類~ 小計 {氏増50.。中増42.9 92.9 中増35.7 低増28.6 64.3 低増42.守 中増28.6 100向1低増42.9 中増28.6 71.5 
低減28.6

A2 都市
{添増33.3

66.6 (5;増55.6 f5;i成33.3 88.9 低j成44.4 低増33.3 f民主題 中増44.4 {丘増33.3 77.7 
低j成33.3

類恕 郡部 低嶋46.7 中増26.7 73.4 {氏増53.3 f5;i，成26.6 79.9 低増53.3 低減33.3 86.6 低増滅440.0 
低 0.0 80.0 

小計 低増41.7 中増25画。 66.7 f5;:t普54.2 低減29.2 83.4 低増45.8 f5;i成37.5 83.3 低増37.5 低減33.3 70.8 
給増16.7 中増33.3 民主普16.7

都市 中増50.0 低増16.7 100.1 100.0 中増66.7 低増33.3 100.0 中増50.0 低増33.3 83.3 

B 3 
中減16.7 低増33.3 低減16.7

類~ 郡部 低増58.3
中増16.7

91.7 低I普75.0 中土語16.7 91. 7 低減50実。
低I普25.0

100.0 低増50.0 低減41.7 91. 7 
低j成16.7 中減25.0

小言十 低増44.4 中増27.8 72.2 f5;増61.1 中増22.2 83.3 f5;i成33.3 低増27.8 61.1 低増44.4 低減27.8 72.2 

B4 
都市 低増100.0 100.0 低j成100.。 100.0 低増100.0 100.0 低増100.C 100.0 

類型
郡部 中増53.8 低増38.5 92.3 イ氏増34.6 高増26.9 61.5 低減46.2 低増26.9 73.1 低増50.0 低j成26.9 76.9 

小計 中増51.9 f5;増37.0 88.9 低増33.3 高増25.9 59.2 低減44.4 低増25.9 70.3 低増48.1 f5;i成25.9 74.0 
言語増16.7 中増50.0

都市 中地50.0 f民場33.3 83.3 中増50.0 低増16.7 100.1 中増50.0 低増33.3 83.8 100. C 
{氏j成16.7 低増50.0

C 5 
高増33.3 f5;:t韓33.3

郡部 中増33.3 99.9 中増100.0 100.0 低減33.3 99.9 低減66.7 中増33.3 100.0 

類型
低増33.3 中減33.3

高増11.1 中増33.3

小計 中土器44.4 f5;:t普33.3 77.7 中増66.7 f5;:t普11'.1 100.0 66.6 中増44.4 低増33.3 77.7 
f5;i成11.1 {氏増33.3

低増33.3

D6 
都市 中滅33.3 99.9 低増100目。 100.0 低減66.7 低増33.3 100冒O{丘I普100.0

高i成33.3

類型
郡部 低増50.0 中増37.5 87.5 低減41.6 低増29.2 70.8 低減45.8 低増25.0 70.8 低増45.8 f5;i成25.0 70.8 

小計 f氏増48.1 中増33.3 81.4 
低増37.0

74.0 {氏増48.1 低増25.9 74.0 低増51.9 低減22.2 74.1 
低j成37‘。

都市

D 7 郡部 低増73.3
中増13.3 99画9 低増33.3 低i威26.7 86.7 低j成53.3 中滅33.3 低増53.3 低減33.3 86.6 
低j成13.3 中減26.7

類型 小百十 低増73.3
中増13.3

99.9 低増33.3
低減26.7

86.7 f5;i成53.3 中減33.3 86.6 f5;:t首53.3 低減33.3 86.6 f5;i成13.3 中減26.7

E8 
害賠

F9 郡部 中増50.0 低地30.0 80.0 低j成40.0 中減30.0 70.0 低i成60.0
低増20.0

100.0 {低5;増40.0 80.0 

FI0 
中滅20.0 i成40.0、

類型 i小計 中増50.0 低増30.0 80.0 f5;j成40.0 中減30.0 70.0 低j成60.0
低増20.。

100.0 
低増40.0

80.0 
中減20.0 低減40.0

Gll 
都市 中増100.C 100.0 中減100.。 100.0 f5;増100. 100.0 低増100目E 100.C 

類型
郡部 中t普46.2 低増36.5 82.7 f誌増40.4 中増19.2 59.6 f5;i成40..4 中減32.7 73.1 低増51.9 低i成32.7 84.6 
小計 中増45.3 低増35.8 81.1 低増39.6 中増18.9 58.5 低j成39.6 中減32.1 71.7 低増50.9 低j球32.1 83.0 
都市

G12 務部 fM普33.3
イ氏j成22.2 

77.7 中減38.9 低減33膨3 72.2 中減61.1 7.8 88.9 中減44.4 低i成38.9 83.3 
中減22.2

類型 小5十 低増33.3 低i1iX22.2 77.7 中滅38.9 低j成33.3 72.2 中減61.1 低減27.8 88.9 中滅44.4 f5;減38.9 83.3 
中i威22.2

都市 中増38.7 低増32.3 71.0 低増35.5 中増32.3 67.8 中増41.9 低増35.5 77.4 中増45.2 イ忌増41.9 87.1 

計
郡部 イ5;:t普44.0 中増35.9 79.9 低増36.4 低減24.5 60.9 低減42.9 中滅26.6 69.5 f5;増45.6 イ5;1成34.2 79.8 
4、計 f誌増42.3 中場36.3 78.6 低増36.3 低減23.7 60.0 低i成40.0 f5;増25.6 65.6 低増45.1 低j成30.2 75.3 

問勢調査報告よ9作成
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地域社会変動構造抱援に関する基礎的分析方法〈中〕

就労形態別分類頻度と類製

類 l¥Ii 

表 5-18

C5 

A1 

B4・Gll制誉{廷減{~ 増{氏土議中

A2 討議低土蛍{~ 土普低土議{忌

B3・D6・D7

る。類型と接合させるのには資料約制約があるが，雇用

労働の質はぜひ把援しなければならないからである。

層減関連中下増主導のD6類型では然履自営業者の伸び

が停滞ないし減少してくるのである O これに対し君主部で

はどの類型でも雇用者の伸びが大きく，無}産自営業者は

おおむね減少傾向である。そしてとくに， B 3とB4・

C5・Gllにおはては有麗自営業者が伸びているが， E 

F合同類型になると自営業主普及び家族従業者も減少しは

じめG12類裂では全額約な低落の傾向を示すのである。

各類型ごとの4就労形態の第1位の頻度を示すものの組

み合わせは表 5-18のごとくである。

なお，われわれは今まで雇用者を常穫と臨時・日震と

に区分しないできた。しかしこの区分は非常に大切で

ある。常震の伸び率と務時・日震の伸び率とのクロス表

をつくれば，表5-19のごとくなる。見ればわかるとお

り，常援の伸びと臨時・日震の伸びの関係はまことに多

様である。今後，事業所統計でいうところの「常藤，臨

時・日麗」の内突をたしかめるべきであると考えてい

土愛低土議{民新議中i曽低

増{尽減{民土議{忌増低

表5-19 常雇の伸びと臨時・日麗の伸びとの栂関
一一一臨待・日産量のf申び

¥ 
。25 50 75 1∞ 125 150 175 2∞ 250 3∞ 4∞ 問 側 F∞ 8∞ sω 10∞ 1500 2000 3∞o 40ω 
24 49 74 99 124 149 174 199 249 299 399 499 599 699 7約 899 999 1499 1999 2999 3999 4999 。-9
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教育学部紀婆第21号

第6節都市的諸機関就業者の構造変容

からみた北海道地域社会の変動 立

小序はじめに

ヌド節では，すでに前節からのわれわれの分析をさらに

深めることにする。

われわれは，その分析領域を深めるにさいして，次の

二つの箇からのアプローチを行なう。

一つは，すでに前節で唱われわれが問題提起をしたよう

に，都市的諸機関就業者を，その就労形態の飽から，援

用労働者，常震のある自営業者，常濯のない自営業者，

家族従業者といった地位別の凶形態に分けたとしても，

とりわけ庭用労働者における常雇と臨時・日震の地伎の

相違は，その地域の階級構成の変動との関連で無視しえ

ぬ重要性をもっているということ。

また，かかる相違を含んだ麗用労働者，そして家族従

業者にいたる都市的諸機関車定業者の性別，そしてさらに

年齢別構成の変容，しかも都市的生産・結節機関別によ

るその松途は，地域の階級構成の変動をみるために看過

しえぬ問題を含むものといわなければならないというこ

と，当然にわれわれはかかる領域にまでその分析レベル

を深めなければならぬ。ここには，明らかに，今臼の段

階におけるわが国資本主義のより-}替の高度化の中で

もたらされている地域的な不均等発展の構造，すなわち

より具体的にいうならば，人びとが少なくとも家族(世

帯〉をその生計の最少単位ーとして，その生活の社会的再

生産過程の営みを止めることがない以上，そうした生活

の維持・拡大のために，まさに構造的に甘受せざるをえ

ない状況が，そしてその中でいわゆる!日中間層としての

!日自営業者j習が資本主義的に分解されると共に，そのこ

とに相応して女性廃の食労働者化，つまち家族を単位に

とってみるならば，とりわけ主婦層を含めたそのいわゆ

る資本一賃労働関係における多就業構造が一般化してい

るということ。しかしこうした構造変化の中で，都市部

においては，明らかにいわゆる昭和30年代にし、われた新

中問題(ホワイトカラ一層〉とはその属性を異にすると

ころの，あらたなる新中間震としての，いわゆるその従

業員規模 1~4人謄といった超零細企業が，あえていう

ならば新自営業者震として，とりわけ昭和40年代以降輩

出されてきているということ，すでに本穏においてこれ

までしばしば述べてきているように，こうした構造変化

をわれわれは決して無視してはならない。そうしたL、ゎ

ば地域住民の狭溢な地域社会というレベルでもたらされ

112 

る外在的な変容過程の中で人びとは切らかに自らの生存

過程を物質的にまっとうするために，それに外復的にし

たがわざるをえないとL寸状況が現に存在する。しかし

ながら，そのことの中で，人びとは人の社会としてこう

した階級的状況を明らかに内在的に日々の営み自体とし

て氏揚しつつある。もちろんかかるさい，その階級矛}霞

は，地域の不均等発援に応じて，まさに多様な形で現象

している。それ放，かかる点をより詳細に吟味するため

に，われわれは第一に，すでにみたように，それをよ

り深めた形で・就業者属伎を中心として，分析を深めるこ

とを本節の第一の課題として設定する。われわれはこれ

をまず就労形態と産業部門との関連，次いで年齢構!留を

中心とした就業者属性との関連で分析する。

ところで，本節において，第2にわれわれが問題とす

るのは，すでに第4節，第5節からわれわれが問題とし

てきているところの，都市一農村部を含めた形て、の，し

かもそれぞれ地域的(自治体ごと)に，そしてまた札幌

を中心としたそれぞれのサブワージョンごとの，まさに

地域的な構造変動自体として多様な変動を示すところ

の北海道地域社会における都市的諸機関の資本主義的分

解・発展パターンとの関連でみると，上述の諮傾向は一

体如何なる形で整理可能な変動を現に渓関しているか，

という問題である O

以下，われわれはこの両側面にわけて防題をさらに郷

りさげよう。

(補注)われわれは，主として時期的制約から，以下の

総合的考察のうち都市部 (31市〉と郡部の典芸2町村 (21

町村〉とに限定せざるをえなかった。郡部の典型町村の

選定に之、たっては，われわれは今まで考察してきたこと

との関連で次のことに留意した。

CD 支庁別類裂分布の頻度の潟いところを選ぶこと。
②類型の支庁i!U分布の頻度の高いところを選ぶこと。

③産業部門の 4部門の組み合わせの類型別特性の典型

的なところを選ぶこと。

④ 毒事業体数増加と減少の比率に留意すること。

⑤ 支庁において市のないところは支庁の役所の所夜地

を入れること。

⑥ 類型別自治体数を考慮すること。

以上の留意にもとづいてわれわれが選定した町村は次

の通りである。

A1類毅一浦湾田I

A2類型一初山別村・穂別町・上士幌町

A3類型-l喜茂別町

B4類裂一亀悶町・倶知安町・斜泉町・厚岸町

C5類型一石狩町



地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法(中)

表か1就労形態と産業部門の伸び率栂伊 (1匂与fI五日)

涼
うj ←f 

ill品 lL112ii[品二丙;.~ ;~~ ]とi J 、1ν ~'I I ノj YァZじ 記s ピス;r~

0-7-1 i∞-1211123-1日i部一 o アi損-1211邸ー!日 !却ー 。-7-1 |ω-121 12:'-11:1 . 。
.一

'0 

fl~ 
←ヨー

-・・・二，~... '0臼J ;・・・・・・
ιキー Lト切戸- 炉+山一 ト+一四 レー +ヂヤ 日ト 一一 ，.中，-'--
-・・・0・・ -・・.. .. 

-・・・コ
i.... : ・・...'

!日
←'; 寸ー+ イト4トー ;， ←一 l'ナ+

l1Ziq 3 
. 

ぞ; i以) . 十
レ令

l帯

十 h . 
lヨ ~OO ず・-

ド ι

-コ -、J n 

ーマ;ム-。+トー一00ー一-0 -- Lキ
'.日

，、'.:';
十叩 4トJト+ 一一句 トー 十争ト一4子山一一一
。 .... ..... ...... ... :・-・a・・.

~~ r--;~ 
←Jト r自 + ，+ 

トー
切

-・・・・. .. ... ... •••• 1-
ト 十 十一

f;|il . . -~-~ 
ム4ト

，々'一、7(3 ! 
ト冊目申 - →r 砕4拘，.

T 

り41{59 附
-・0

二五
.... ~ ....." 1"・ ... 

Jui. 

- ・・ ..... 
合五

~~ 
。

19 

一行
. 守.'" 

色イト

「 ¥女子
一M¥I"J/ 建 設 業 j 製 造 業!卸小売業 i サーピス業

い到。一山一則一山一市-1211125-1491150- 1 0一叫75州恥 i相1150o弔F部日将司郎一

!日的可??::|"j← 

......片山 -・・・・・1・・・・・・000
4トーマ
・・・ 1・・・
し い++一句

!十4トー• • • 
-
O
 ・G・-

...・・ i・・・・0
ドー云

手υ1
族は
川ぽ川

促いjけ
業日i:/ /. 

~こムー一一一一よー者い;ド

，. • • 
向
日一一

キ+
+
 

】

『+一

O

十
1

・ーやムヂ
.日百羽定百訂

ム戸

・. 司 L---
a

・・
•• 
・・+
・・
D
L
r
・-oι。

• • • 
・

倒勢記r~査 (aiJ手1140年、 45:tç)

ll[枠内の表íJ~!ま次の通り分類した。(以下の*も liiJ t;)

/miijj的事業{本数!(~F農村部門事業所)の増加した自治体(lliW-IIl{.I1)・
都市部!

の減少した自治体)0 

のt皆加した1'l治体" )+ 
，/lI: ;'i[il 
! の減少した!'li合{宇" )ー

安・1，iHI治体-26
。"
十

F 

" 1 (でつ
131“ 

さ統計の制約上、自営業者

の中には緩人のいるもの
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教育学部紀妥第21号

見られる点である(和寒，白老)。なお，最高の伸び率で

対応する地域として石狩町，江.iJU市，亀田町の場合，そ

れぞれ札幌，函館に隣接する衛星都市的性格のため，そ

の経済・居住的波及効果が強く反映していると思われる。

ここで，男女別には把握しえないが，参考までに藤F持者

の就労j二の地位を常産量，臨時・日麗別にみてみよう〈表

第1];頁産業部門別!こみた就労形態と就業者農性 6-2)。ここでも，鴬獲では，やはり，建設，製造部門

(1) 就労形態と産業部門 より卸小売，サービス部門の方が高い伸び率で相関して

まず，各就労形態別にみた産業部門就業者数の伸びの いる。しかし，臨時・日麗となると，各部門援用者の伸

変化をみると，一般に，昭和40年以降，女子労働力が男 びに比べ，かなり高い伸びを示す。すなわち，現象的に

予労働力を上回って〈各形態ごとに〉伸びてきた様子が みた雇用者数の上昇の内容に，日箆とL、う不安定就労部

うかがえる〔表6-1)0 その傾向は，事業体増加・減 分をかなり内包していることがわかる。とくに女子の労

少自治体(以下単に増加自治体，減少自治体という〉双 働力化の高まりの内突が，こうした不安定就労であるこ

方についていえる。雇用者についてみると，努子の場合 とは想像がつく。 3年間に 5倍以上の伸びを示した自治

建設，製造業といった二次部門より，卸小売，サーピス 体が，全体の 2割近くとL、う高率を示し(建設が52市町

業といった三三次部門の方が，雇用者化率とほぼ対応した 村中12，製造が 9)，中でも建設業の場合，とくにそう

伸びを示ず自治体が都市部に多くみられるのに対し，女 した傾向を顕著に示す。当部門の零総・不安定経営の特

子の方でも同じ傾向を示しつつも，より高い対応関係を 役を如実に反映しているといえる。

みせる。とくに，女子の場合，男子に比ベ製造業への濯 次に，こうした男子の雇用者化動向の相対的低位に上七

月老化率の高伎は注尽ずべきで，それが減少自治体でも ベ，自営業者となると若干兵なった商を示す。すなわち，

D6類型一生日原町・白老町・大樹町

D7類型一美深町

EF類型一和察首I

G11類型一八雲町・江主主町・擦茶lIlJ・中襟津田I

G12類型一沼田町・猿払村

表6-2常産、臼震別にみた産業部門別就業者数の伸び惑絡関(附日1[1，11) 

建 設 業 i製 造 業 i釘j 小ゾ己業 i サービス業
。…間一州一12111路一山 -10州伽 1241125-1491150 -~O吋

;L[!:|!: 
-・・・・・!・・00 

下
1

開一平田一色川

llru一
昨
官
亙
町

-・・・・01・・・・・・
00 

+ふ一一
十一 !十 1;

-・ 1・・・・・・・0
……一戸

• • 
m
m
r
 

・
・
ム
ヤ
十

。
• 
-・・・・・l・・・・. 

→十町一 目十ナー ~土

十一十++ ...... . 
日 1ιぷ:;-j・

1 400 
}f長 I1 
499 

500 

本業所統計 (11日干1141午、 44{1っ

-114-



地域主士会変動機造把握?と関する基礎的分析方法くや〉

都市部・郡部双方での増加自治体にみられる建設業の高

い伸びである。この点，他の 3部門(製造，卸小売，サ

ーピス〉が援用者とほぼ河じ傾向をみせているのに対

し，特徴的なことである。しかもこの傾向は増加自治体

において顕著なことである。自営業者全体についてみる

と，やはり高佼の自治体〈石狩，亀田〉の対緩に綴端に

低位な8治体が目立ち始めている(沼田の製造，卸小売
サーピス，壊滅的なお炭産業の影響をうけた爽裂的な町

村のーっといえる。)他方，女子となると，雇用者より

もより高い伸びで各部門とも自祭業者が主主みだされてき

ている点に気づく(1自治体を除き，全て増加している)。

この中には，実数の小さいものもあるが，とりわけ，建

設，製造業といった従来の男子業主に代わって，業主女

性化傾向〔相対的には増加8治体の方が高いが，おしな

べて，減少自治体も含めて都市部，郡部双方にみられ

る)は，男子の他部門へのft!l形態(とくに地域外雇用者

化とみられる〉就業と関連させて考える時，当該地域内

事業体の分解・発展動向に基関する多就業化を示してい

ると恕われる。

こうした形態別の動きは，家族従業者となると，男

子，女子で差がでてくる。すなわち，男子自営業者の伸

びにほぼ対応した動きを家族従業者は示す。ただし，

ここで注院すべきは，男子自営業者の鈍化に影饗をう

け，家族従業者さえ低落しつつある町村が，減少自治体

で目立ち始めてきたことである(4部門とも全て低落

が，沼間・華日空襲， 2~3 部門低落が猿払・美深)。こうし

た男子の場合と比べ，女子では，建設業を徐く 3部門で

自営業者ほどの伸び方はみられなし、。しかし，卸小売，

サービスでは，とくに増加都市部が，相対的に高い伸び

を示すO 建設の動きは，男子自営業者の伸びに対応した

女子家族従業者化の傾向と関連がある。しかも，ほとん

ど都市部を主体とした増加自治体でその傾向がよくま号取

しうる。

以上，就労形態別にみた産業部門就業者数の動きをま

とめると，各形態別の伸びを上沼る部門の伸びは，女子

の方が男子より高L、。そして，従来の努子就労形態とし

て特徴づけられた自営業者でさえ，女子に代位補完さ

れ，多就業化が顕在化している。こういった傾向は，増

加・減少を含めた都市部，郡部でみられる。ただし，形

態・部門ともに伸びの高い相関を示すのは，増加都市部

を主体とした増加自治体によりよくみられる反商，石

狩，吉弘a，江翌日に代表される高位地域と沼a，和空襲，猿
払などに代表される低位地域への地域的分極化が明確に

なっている。

このことは，大まかにいって，類型でいう下層規模事

業体の当該地域での増減のあり方が，強く就業者属性に

作用している様相を示す。しかしそれは，卒業体数の少

ない郡部自治体の場合，強くみられることである。 友記

の低位地域ほどではないが，減少都市郊の代表的なぎた

呪，芦別では，主要渓業を喪失しつつも，既存のある-

20- I 4ト I55歳
39.歳 i 日歳| 以上

200-224 

定程度の事業体の集積によって，低伎ながら，未だ，沼

田のような動きにまで落ちこんではいなし、。すなわち，

次に示すように，部門は限られつつも，比較的弱い伸び

をみせている商があるからであるo (伸び率 135以上の

もの〉美唄一努子・自営梁者・建設，女子・護用者・製

造，女子・家族従業者・建設，芦別一男子・自営業者・

建設，男子・援用者・建設，女子・震用者・製造。

以上の伸びでみた増加，減少のかなり特化した高率を

示す地域を対極として，他市町村が，その中間に位置づ

く。亀田，石狩，江別ほどではないが，その次に高位な

地域としてあげられる苫小牧，芸差別， lr.家庭，千歳などの

増加都市部はおのおの地域開発関連，観光地関連，札幌

との経済関連といった婆国に基函し，各形態・部門衝で

努女ともに伸びが著しし、。そしてこれらの都市部では，

一定集積の下層規模事業体がさらに増加しつつ，中層以

上層の増加の動きが加わって，規模・部門構成商で質的

多様化合示してきているところといえる。その意味で多

様化への進行過程が比較的速いところのため，現象的

に伸びが潟くでている。しかし，札幌，旭川，函館，小

樽，室蘭， ~II路といった有力都市の場合やその進行過程

も前者の例と比べゆるやかであり，かなり既存の下j習を

主体とした事業体部門構成全体がそれほど変化しないた

めに，伸びも漸増傾向を示すことになるo以上あげた市

町村以外の都市部，郡部自治体の中位クラスは，イ申びも

100~125の問で，停滞的漸増傾向ともいえる動きを示

しつつ一群を形成している。しかし，これらの市町村と

て，先述した形態・部門全体にみられる諸特徴を示して

いることはいうまでもない。

(2) 年齢階層を中心とした就業者属性

さきに就労形態翌日における各産業部門別就業者数の動

きをみたが，ここでは，就業者属性のいま一つの面た

る年齢階層を基軸にすえ前2者との関連を採ることとす
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地域社会変動機造把援に関する基礎的分析方法〈や)

図6-1 総就業者に占める女子の比率の40年と何年のクロス (典型自治体)
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国勢調:資(昭和40年、 45王手)

る。まず，年齢階層よりみた自治体の動向をみる(表6 にしてくれる。しかし，札幌 cl若手)のような有力都市

-3)。 でさえ，努女ともに鷲年j警は減少，その流出傾向の深化

すでに，女子労働力化の高まりにふれた〔図6-1参 を物語っている。だが男子の場合，青年震で約5対5の

照〕。この傾向は，表6 3よりみて，明確に女子労働 答u合で増減の自治場がわかれ，中年層以上になって就業
力の中高年齢化を端的に示す(以下，便宜的にお~19歳 ミ告を増加させている自治体がふえてくる。しかも，事業

を去年}翠， 20~39歳を青年層， 40~54歳を中年隠， 55歳 体増加自治体の割合は青年謄増の場合に高く，それ以上

以上を高老年扇という )0100以上の伸び喜容を示すカテゴ 腐となると逆に減少自治体の割合が高くなる。すなわち

ヲーで，各年齢別の比較をすると次のようになる O すな 事業体数増減によるわれわれのいう大きな分類(増加・

わち，丁度，一段上の伸び率で女子就業者数は伸び，斜 減少〉からみても，減少自治体ほど男子でも高齢化を強

線部分に入る自治体が，その女子就業者増を示すこと め，労働力の質的表退をみせている。

になる。すで十このベた高位地域の石狩 (33番)徳田 (45 他方，先述した最も低位の潟悶(100番)猿払(121番)

番〕苫小牧 03若手〕江別(17番〉は男女とも各年齢層 は，各爆において伸びは低く(ただし，沼田の場合，女

ともに顕著な伸びを示し，その活発な就業動向を明らか 子・高老年層内では議高)地元にほとんど，就業チャン

-117-



教育学部紀華客第21号

スがみられない異常な事態が考えられる。そこまで落ち

込んでいないとはし、え，やはり，減少都市部のきた唄(15

番〉芦別 (16番〕増加都市部の歌志内 (27番〕といった

産炭諸都市の場合，女子の青年層以上層でも相対的に伸

びが低い。

こうした窮迫的な労働力荷品化の必要にせまられた女

子中高年}替の就業者増の傾向とは程度こそ違い，主とし

て都市部でみられるその増加傾向に注白したい。そこ

で，すでにのベた類裂との関連で，その質的な分析をと

くに都市郊の女子中高年}習にしぼって行ってみよう。下

層主導増加裂のうち札l線(1番〉室蘭 (5番〉議11路 (6

漆〉と下}費増関連の中関下増主導主主の北見 (8望書〉及び

旭川 (4番 中年隠以上層よりも資生f.J習で高い伸びを示

しているので含める〉の相対的伸びの高さと下層主導増

加裂でもそれより低い溺館や他層減のr隠増主導型の
小樽そして，下層増関連増加主導型の岩見沢，留務，稚

内，滝JIIなどの松対的伸びの低さに注尽したし、。

こうした差は，下層増が主導あるいは下隠増でありつ

つ他層増が主導とし、う室長だけでなくそれら諸都市の質的

特性による去をに基関して生れていると恩われる。すなわ

ち，管潔機能の道センター的役割を扱う札i滋，一定の内

陸型工業の集積をもち，札幌のサブ的な都市約管理機能

を有している規JI¥，道東でのサブ、自力な都市的管理機能を

強めつつある北見，そして一定の有力工業を母体とした

生産機能を有し，周辺の後背地を含めた経済溜域のセン

ターとして都市機能を高めつつある窓繍， ~II路の場合，青

年層以上層でも，女子就業化のE量的チャンスが拡大して

いる。しかし函館，小樽，岩見沢などの言語都市の場合，

生産機能を有しつつもそれ自体が停滞的であり，また都

市機能とて，範域の狭い地域鶴内にとどまり，むしろよ

り上位の溜域に彩饗，包摂されつつある場合，前者と比べ

就業チャンスの室主的拡大にも限界がみられる。他方，郡

部について男女ともに青年!震以下はかなり低く，中年隠

以上でも松対的に低位なところとそれぞれ比較的高位な

特徴的な町村を対比的にとらえてのべると，前者では穂、

別(174番)喜茂別 (72番〉が目立ち，後者では江主主 (55

番〉中標津 (213番〉向送 (169番)が選ばれる。前者の

場合，鉱業衰退による影響が強い穏71IJにみられる男子各

年齢層の全般的減少ならびに女子の相対的に低い伸び，

そして建設，製造部門の減少にみまわれた喜茂別にみら

れる男女ともに青年j謬以下の減退とそれ以上震の相対

的低さを考えると，ともに，下腿増とし、L、つつ，上隠滅関

連の穂別の方が，低落が著しい。次に後者では，肉類恕

(中}爵下i曽関連の下層減少主導型〉に入る江差，中擦i宰

の場合，江差は檎山支庁センターであり，中標津は根室

支庁の内践における経済的小拠点といった性絡によって

その特質に援はあっても，各年齢!習ともに比較的高い伸

びを示す。また白老は，室瀦， 1吉小牧の潟地域閤i訟のや
間にあって，その連担約波及効果をうけて他律的に就業

者治をもたらしていることである。そして，これら 3町

とも下層減ながら，中!督下規模層の増加が主導している

とL、う共通性がみられる。したがって，前者の下腹増な

がら，全体的に就業者数の伸びが低伎な場合にみられ

る，下層以上層部門の低落による影響と比べた場合，前

者では産業部門的にみた事業体の最質的な分解・発展の

動向が重要であり，後者の場合，そのような動向合性格

づけているその地域の他地域との経済的・生活的な述調

による特性が重要となってくる。

以上，年齢階燈別にみた就業者数の動向について，代

表的な市町村をとり出し，類君主特伎の質的分析を試み

た。このように，われわれのたてた類裂はその特伎の質

的分析と相まって一定の意味をもちうる O

次に，そうした各年鈴層ごとの就業者動向について，

就労形態ならびに産業部門との関連分析に入る。

就労形態別にみた年齢)欝ごとの就業者の伸びを示した

のが表6-4である。雇用者でみると男子の場合，青年

}援にみられる就業者;増の自治体と就業者減の自治体に分

かれた動きを境として，それ以上!替で‘は緩局者化を増加

せしめる自治体が多くなる O お炭のような主導産業を失

いつつある減少自治体(都市部，郡部含めた〉や主喜茂別

のように他産業部門(建設，製造業など〉の減退が全体

の就業者減にひびくような地域では，やはり，青年腐の

援用者化は鈍化している。ところが女子では，中年層の

伸び悩みを援として青年震ならびに高老年溺〔とくに白

老年!替の方が高しうが相対的に商い伸びを示す。

ここでもう一つ気づく点は，緩用者 025以上)，年齢

050以上〉ともに高い自治体が男子では，青年勝以上

で全て増加自治体(うち亀悶，石狩といった隣接都市に

よる逮関地域さと含む〉であり，とくに女子の場合，全体

を通じ，潟老年!震では減少自治体を含めてきわだって多

くの自治体が高率を示していることである。それらの自

治体を類型別に整理すると次のごとくなる。

A1一本L続， iJl¥銘

A2一三笠

B3一苫小牧，北見

l~日山日B削ル一一4ト吋一一4制斜細箆C5一稚内，江別，M!庭，石狩

D6一白老

Gll-網走，中標津，襟茶

これらたみると， Al， B3に入る4m，B4の亀田

118-



地域社会変動構造把握に演する基礎的分析方法(中〉

表6-4 就労形態別にみた年齢盾別就業者数の伸び相関(昭/仏40)
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表6-5 笈業部門別にみた年齢層別就業者数の伸び栂際 (Bli4ゲUil40)
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地域社会変動構造抱援に関する基礎的分析方法(中〉

女子高老年層が最も高い就業

者数伸びを示す部門と市町村

8 表6
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注部門、年齢ともに伸び率(昭45/昭40)150以上の

もの

国勢調査(昭和40年、 45年)

をみせているのに対し，それ以上層は部門の伸び以上の

増加を示し，中高年層の活発さは，再度篠定しうる O 製

造業部門が，とりわけ，青年療の場合，双方の伸び率

相関を示しているが，サーピス業，卸小売業部丹の11演位

で，部門の伸びに比べ，就業者はそれほど伸びなL、。た

だし，建設業のみが，青年爆を含めたそれ以上層で，当

部門の伸び以上の増加を示しているくこの中に入る自治

体は減少郡部 Iつを除き全て都市部であることが特徴

的)。したがって，青年j習では，相対的に，建設， 製造

といった第二次部門への就業化を強め，それ以上層で、は

むしろ，第三次部門(卸小売業，サービス業)への傾斜

を強めている自治体が多し、。しかも部門全体を通じて，

位(部門の伸び 125以上，年齢別の伸び 150以上〕に

入るのが，すべて務部2閏了(亀国，石狩)を含めた増加

都市部で占められているのが特徴的な点、である。

ところが女子となると，各部門とも，男子を上回る伸

びを示しているのはずでtこのベた通りであるが，特徴的

なことの一つは，建設業の動きである。すなわち，当部

門全体としての伸び以上に就業化の伸びが高いことであ

る。とくに，高老年!替の場合，それが顕著にみられるこ

とである。もう一つは，青年j習よりも，中高年震におい

て，他の 3部門では伸びが高く，就中，中年j欝より高老

年j習の方が平均的に高いことが指摘できる。いま，高老

年憶が，最も高い伸びで、就業している部門をもっ市町村

を示すと次表のようになる。これをみても，就業選択の

狭騒が予想されるこれら高齢の女子労働力でも，家計維

-121-

O 
O 

O 
O 

O 

C5の江別，石狩，恵庭， D 6の白老， Gllの中標津は

すでに，類裂特性の質的分析を行なったので省略すると

しても，斜1I!.，稚内，網走，標茶は下層増なり減であっ

ても，必ず，中層上層以上の治加主導的な地域である

(三笠は除く)。すなわ乞，女子高老年震が媛思考化しう

るためには当該地域に少なくとも，中層以上競撲の事業

体が存在していないと雇用の量的拡大〈質的倶1]簡は関わ

ないとしても)は可能となりえなし、。そしてそれがない

諸地域の場合，形態的にそれら女子労働力は零細な自営

業者か，多くは家族従業者化への傾向を強めざるなえな

いといえる。逆に表現するならば，低賃金労働力として

佼援づけられるかかる女子労働力(その主体は既述のよ

うに主婦労働力であるが〉を，その雇用労働者の主体と

してかかる地域において，中層以上規模の事業体の最約

拡大が可能になるとL、う毒事実をこのことは物諮る。

次に自営業者をみると，男子の場合，粉対的には震用

者よりも高い伸びを示しつつ傾向としては大きな変化が

ない。しかし，女子となると，雇用者のとき，相対的に

低かった中年層で、ほとんどが増加自治体で高い伸び率を

示す〈自営業者 125以上，年齢の伸び 150以上)。雇用者

化しにくい条件のもとで，むしろ零絡な自営業者として

の就業化傾向をみせている。そして，高老年齢!替となる

とはるかに高い伸びを示す自治体が多くなる。

これらの自治体で最も高い伸びを示す女子・中・高年

層以上(伸び 150以上〉についてみると，すでに震用者

の時にあげた諸都市(札幌，江別，北見，苫小牧，窓庭〉

それに石狩，亀EB，斜里などの郡部はともに向じよう

な地域群となり，震用者増と対応する自営業者増の動き

がみられる。すなわち，一般に，地域内事業体の就業者

場に寄与する生産活動の弱い減少自治体の場合，ある程

度は雇用者化しても，やがてはその限度にぶつかって，

自営業者化を進展させつつ，それとても高位な伸びを示

さない現実が表取できょう。

そうした自営業者の動きとの対応関係で家族従業者増

の動きもきまるが，間表では，中年層以上の女子につい

て125以上の伸びな示す自治体も石狩，亀EB，白老とい

った郡部以外は札幌，苫小牧，江別，主差別，恵庭といっ

たすでに特性分析を行なった諸都市に限られ，家族従業

者となると，有力都市を中心とし，大都市との地域連関

の強い衛獲都市約町村に特化し，他地域は大した動きを

示さない。

次に，産業部門別にみて，すなわち各年齢層別就業者

数の伸びについてみよう(表6-5)。男子の場合，部

門別の年齢的にみた差異はそれほどみられないが，相対

的に， "1寄生p}習が各部門の伸びに対応した就業者数の伸び、

O 
O 

0
0
0
 

0
0
0
0
0
 
O 
O 

0
0
0
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千歳 (A2) 

恵庭 (C5) 

稚内 (C5) 

石狩 (C5 ) 

亀 EB(B 4) 

仁村擦浮 (Gll)

白老 (D6) 

斜怠 (B4) 

標茶(Gll) 
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(注)低位、中位、潟伎の算出方法は次のi撮り。
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その間を中佼とした。以下のき提も同じ。



地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法かわ

持のため，多部門にわたる就業化傾向を示している。池

滅的にも，苫小牧，石狩，忽切に代表される市町村にみ

られる，部門間迷関をもった就業化の伸びを示すところ

と，江別のようなベッド・タウン的性絡を示す三次部門

のi優勢のところや，建設に特化する札幌，北見，擦茶の

場合というように差はあるが，とくに，製造部門単独に

よる伸びを示す町村が目立つ。千歳，窓庭といった切ら

かに大都市鈎逮による都市裂工業の立地が活発なところ

以外の稚内，斜E立の場合は，水産食品加工業を主体とし

た軽工業部門の事業体重志向によるものと忽われる。

しかも，これらの市町村は，中標津，擦茶を除き，す

べて増加自治体であることに注目したし、。標茶とても，

大規模酪農地帯といった悶有の地域特役右手ぎするところ

である〔中擦津についてはすで、にのベた)。類型との関

連でし、えば，下謄卒業体の増減があっても，なおその上

に中層以上が増加を主導しているか(苫小牧，北見， l亀

田，恵庭，石狩など〕あるいはそれ以上溺が関逮増加の

傾向を示した市町村(中標津，白老，標茶〉が主体とな

っている O

第2正直 類裂特性と就業者属性との関連

すでにわれわれは，就業者属性の3俣u頭の関連に留意

しつつ，都市的事業体の分解・発展の類型との関わりに

ついて表干の考察をした。そこで，ここでは，以上の分

析結果をふまえ，類君主との関連分析を主限にすえて就業

者E毒性にかような変化をもたらした，類型特伎をより明

E震にしたし、。

就労形態ならびに産業部門を類型とクロスさせたのが

表6-7，6-8である。まず，男子護用者でみると，

AlとC5が各部門とも全体として就業者数を伸ばして

いる。事業体の全面増ならびに上}欝増主体の典型的な増

加都市部にみられる場合といえる。しかも，就中， A 1 

では建設，サーピスといった都市機能関連産業で自営業

者がC5を上回り(ただし家族従業者はそれほど伸びて

いなし、)Alでは麗用者，自営業者ともに併行的伸長をみ

せるのに反し， C 5の場合それと比べて，雇用者伸長に

傾斜した動きをみせる。それも，われれわれの基準でい

う上層規模以上の事業体の動向が，雇用者増に大きく作

用しているC5類裂には，大都市関連の周辺市町村が入

っているのに気づく(江別，窓庭，石狩)。ところが，

下震でも，他j覆滅関連となるA2では，部門ごとに一様の

動きを示さず，雇用者にみられる製造， jgj羽小売の関連的

低位と，自営業者にみられる Alとは逆の，建設，サ

ービス部門の低位がお立った動きを示す。この型には，

減少都市部(土JJIj，赤平〉産炭地域(三笠，歌志内，穂

別〕が含まれており，鉱業を主体として製造業といった

第二次部門の減退が，他部門へ波及し，建設，サービス

といった都市機能関連産業でさえ，自営梁者，家族従業

者の伸びを低位にとどめる結果を示すことになってい

る。この型の場合，石炭業のような主導産業の衰退か，

あるいは主導産業をもたないが，他地域経済踏に匂摂さ

れ停滞1肢を示す地域(小樽，紋別〉の特徴として，事業

体の選別.~旬汰が進展しながら，産業構成額で縮小的合

理化へと志向する過渡期にあるものと思われる。勿論，

この裂に入っている帯広，根室主，千歳の諸都市は，以上

の動向とは奥なり，地域閥的速衡ならびに人口規模の一

定の大きさにささえられ，中層以上の分解化を下層増で

補完しえている諸都市のため，前述とは途った動向を示

すと思われるO

次のB3， B 4は下康増関逮で中層増加主導裂である

が，これらは，前記のA1， C 5とA2の中間型といえ

る。 B3は都市部に，また， B 4はml部に多くみられる

裂で，それぞれ，苫小牧 (B3)亀田 (B4)といった

伸びの顕著な地域を含んでいる。雇用者でみる限 1)， 部

内別に大した差はみられないが，建設で， B 3の方が，

その都市部の俊格からしてやや伸びが潟L、。少なくとも

中層増加主導といっても，とくにある部門に特化し，そ

れが他部門へ波及するだけの伸びを示さない限り，全体

としての伸長はみられない。とくに気づく点は，雨類型

とも建設の自営業者で，分散約な傾向を示していること

である。すなわち，中層上・下増の主導性が，強くあら

われる地域とそうでない地域に分れてくるのが建設の自

営業者の場合だと怒われる。他産業の動向に強く作用を

うけ，その不規則的な波動性，不安定伎を示すき当部門は

産業構成面でも~~い意書だといわれる。その意味で，一定

の下j欝事業体の集積のもとで増減傾向を示す当部門の場

合はともかく，人口規模も小さく大した芸評業体集積のな

い地域では，当部門の~~\，、体質が，全体の動きに{乍滞

しやすい側面をもっ。そうした点が，とくに自営業者の

分散・分解的動きにみられているのではなし、かと思われ

る。

ついで，下隠滅の各類裂の動きをみると，まずD7， 

F 9， G12にみられる形態・部門的にみた全般的低落，

就中，家族従業者さえ低位にとどまっているとL寸事実

に気づく。これらの町村では，下j議事業体減少が強く作

用し，就業化の客観的条件が，全般的に喪失してきたと

ころで，過疎化の奥君主地域といえる。次のD6は，産量用

者において第二次部門に比べ，卸小売・サービス部門が

それ以下の伸びしか示さない類型として特徴的である O

そのことは自営業者を全体的に低位たらしめている。勿
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地域社会変動構造把援に関する基礎的分析方法(中〉

論，この型には代表的なE草炭都市(美唄，芦別〕が含ま

れており 2市の動きも一般に低位である。すなわち，

三次部門へ波及すべき二次部門(とくに製造・鉱業〉が

存立しうる条件がなく，今や，人口減少に伴い，消費・

流通・サービス部門も低落しつつある型である。最後に

Gl1はすで、にのベた地域特性をもった町村(江室長，中襟

津)を含んでいる裂で，未だ. D 6ほどの三次部門の低

落はないが，自営業者の伸びは鈍化を示す裂といえるO

以上，男子の場合について行なった分析を女子の場合

に対応させてみる(表6 8)。

まず. A 1では，雇用者の場合，男子のときのように

各部門ともに中位以上とはし、えず，伸びている部門も限

定されてくる(卸小売，サービス)。しかも，自営業者

を関連させれば，卸小売部門に限られる。この裂に入る

地域は，札幌，函館などを含め，産業構成部でも多様化

し，最的にも拡大していることと関係して.，まぼ定住的

な労働力によって補完され，女子就業化の道は比絞的に

狭軽量性を示すことになる。ところが. C 5となると.A

Iの動向に加わった形で，製造業雇用者が高伎を示し，

同部門の8営業者は低位となる。 A1と比べ，援用部門
がやや広がった諸都市がg立ってくる。そして自営業者

の建設にみられる，高位，低位への分解の動きである O

C5は男子の場合，履用者も全般的に高いが，建設にお

ける女子自営業主化の高位なところは，むしろ男子雇

用のみでは家計維持が図難なところから.ll:むなく多就

業化をしているところといえる(ちなみに低位な町村を

あげれば， 江別， まずこ石狩の場合は40生1'-， 45年ともに

0)。

次に， A2をみると，男子の伸び悩みと関係して，雇

用者でも，各部門ともに中位以下である。ところが，自

営業者の建設となると自立った高位を示し(対照的なの

は卸小売，サービスで高位を示す自治体は 0)，多就業化

傾向はより進展し，劣悪不安定な当部門での女子業主化

の傾向は，生活困難な状況なきわだたせる。この傾向は

建設を除く 3部門で，家族従業者さえ，高位を示しえな

い点とも関係がある。

ところが， B 3， B 4となると多少差がでてくるO す

なわち，雇用者で建設 CB3)製造 CB4)の高位と，

自営業者の建設 CB3)ならびに， A2よりは相対的に

伸びの高い三次部門(卸小売，サービス〉である。ここ

で， C 5の場合にみた製造援用者の高まりとあわせて考

えると，少なくとも，中層上以上層(とくに上層)の事

業体の増加を示す市町村にみられる部門として，製造業

による女子雇用者の増加傾向ということで、あるO このこ

とは都市部に限らない。問じ傾向は，下層減のやでも

他部門は低くても， D 7， F 9， G12の場合にもみられ

特

類型完IJ(こみた就業者属性の特徴

出

表6-9

徴 的 な

男 子 子

C5 

Gl1 

女

表6-10 各類提別の就業者の平均の伸び (昭45/40)

男

女

国勢調査(昭和4昨， 45年)
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表6-11 類型からみた年齢層別就業者数伸び相関(仰
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関勢調まま (H13手口40{F、45iF.)

る。ただし，他部門への就業者摘の波及効果を示さない 態・部門構成のパランス的な動向を考慮した就業者数の

点が特徴的である。 伸びで配列し直すと，①-A1，②-c 5，③-B  3， 
次に下層減としてのD7， F 9， G12の場合，男子ほ B 4，④-A2，⑤-Gll，⑥-D6，⑦-D  7， F 9 

どではないが，製造，建設に言語位はみられても，概して G12の11原となる。〔詮〕すなわち，③位まではすべて増加

低位にとどまり，この類裂では就労条件が劣悪でも，就 自治体が占め，④以下で減少自治体が入ってくる。しか

業化のチャンスがきわめて少ないこと念物語っている。 も，下燈減少主導型でも， Gllは増加a治体を含んでい
とくに，建設を除く 3部門で，家族従業者さえ低位で るため⑤位に入る。大きく自治体を増加減少に分類し，

あるoD 6では 1自治体(白老〉を徐き， )j重用者は全て それと就業者増減とを相関させることは意味があると思

中位以下と減退傾向を示しつつ〈中でも減少自治体一美 われる。

唄，芦別ーは，より低L、)，他は建設の自営業者が商 事業体の分解・発展に伴って，増加から減少へと事業体

位だとはいえ，概して，特徴的な傾向をみせない。むし が推移していくにつれて，男子の場合は各形態・部門の動

ろ， Gllの方が，雇用者では製造を除いてD6よりも相 きとして，全体の構成がくずれだし，援用者減→自営業者

対的に伸びが高い。 増の推移，製造・鉱業といった第二次部門減→卸小売・

以上，各類主主ごとに分析した，就労形態及び部門の サーピス部門減→全部門減の推移をたどるO 一方，女子

特徴を要約すると表6 9のごとくになる。照表の 11際 では， )j霊用者，自営業者ともに卸小売・サービス部門犠

序は記述の11演に配列したものだが，それを全体として形 →製造援用者増，建設自営業者増→三三次部門の雇用者，
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地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法〈中〕

自営業者減→援用者，自営業者，各部門ともに減，家族

従業者減→全国減へと推移する。

勿論，こうした推移は，倍々の市町村によっては，も

っと複雑な軌跡をたどると怒えるが，ここで問題とした

典型自治体の全体的な動向でみる限り，一般的な傾向と

してはいいうるO

今，こうした属性の変化をもう一つの長毒性たる年齢療

の動きでおってみよう〈表6-11)0A 1では各年齢腐

ともに中位にとどまっているのに対し， C 5では，男女

ともに，中高年!替の高位が目立ち始めている。男女とも

に，形態・部門商でも比較的，就業者の伸びが高い地域

をもっ型として，活発な労働力化を示している。しかし

A2のように，下層増でも他}替減となると，男女とも，

青年層以下が低伎を示し，全体として中年層以上への傾

きをみせ， B 3， B 4は，それら両者の中部的動きとな

る。下層減各類裂となると， D 6で女子がやや中高年震

の言語位がみられても，男女ともに概して青年層以上が伸

び脳み， Cll女子の若年震の高位を徐いて，全て，中位

以下への傾斜を示す。とくに， G12にいたっては，女子

高老年震を除き，ほとんど低位とL、う状況が自につく。

われわれはすでに女子高老年溺の就業化傾向の高まり

についてふれたが，これとても，一般的とはいえ各類裂

にみると，かなり差のある動きをする。少なくとも，上

腐以上層規模の事業体が，ある程度，主導的な発疑を示

す場合の藤用の量的拡大に伴上高老年女子労働力の動

員化 CC5) ，中層以上}欝が，減少をひきおこしつつ，

多様な事業体の分解化を示している場合の若年震の減退

に伴う格対的な中言語年労働力化の高まり CA2)という

ように，事業体のE華街の仕方が，深く関わっている(こ

の点，すでに女子高老年騒が最も高い就業者数の伸び

を示す部門と市町村を作表した時，市町村のうちC5， 

A2の2類型に入るものが5市町村合含んでいることを

想起する)。そして，事業体が会話的に低落イむの方向を

たどり始めると，もはや，男女とも中高年!脅さえ，就業

化の傾向を低佼たらしめることになる。

以上，類型特性の質的分析の結果をふまえ，就業者属

性が，類型の遠いにより，いかに変容していくかの軌跡

を追ってきた。そこで，以下，各類型特性を示す自治体

の動きを，大きく都市部，郡部の動態的な関連の変化と

して捉えてみたし、。

A1に属する札幌を中心とする中枢管理機能，ならび

に工業を基軸にした主主室長機能を集積せしめつつある有力

都市〈磁舘は別〉での格対的に高い事業体(下腐を中心

とした〉の発展動向を示す類型は，今後，滋全体の産

業構造変容の主導的役割をますます強化していくと思え

るO 道内の経済・生活広域腐を設定しようとする全閣の

もとに，戦略的拠点作りの地域として位霞づけられ，そ

こへの人口集中化の高まりは，いわゆる，下!護規模事業

体の創出を促進させ，それ以上療をも逮関的に累積させ

つつ，量的には就業化のチャンスを高めていこう O ただ

し，すでにふれた札幌とて，若年j警は男女とも減少しつ

つあり，選全体の産業構造の体質的脆弱伎に深く潟わっ

て，労働力の質が問定重視されざるをえなくなる。 Alの

動きに関連し，とくにC5の場合，上}醤増を主事由とし，

各類君主の中で最も形態，部門，年齢層でみても平均的に

就業化の伸びが潟い類裂で，この中に入る江J]1j，葱庭，

石狩そして多少，少ないが岩見沢といった高位地域は，

札i視の直接経済閣の波及効果をうけ，その蕊援の連関的

な経済・居住機能を分担しつつ， A 1のT佼体系的動向

を今後示して行こう。ただし，その他の都市(留萌，稚

内，深JlI)の場合，上}議増加といっても，建設，製造業

といった個別部門に特化した動きが強く作用している結

果であって，そうした動きが鋭化した待， A2の類型へ

と落ち込む可能性をもっ地域といえる。 A2の地域は，

下層以上震が大きく分解を示すところで，その中には，

Eま炭地域(三三笠，赤王子，歌志内〉や農村市街的地域〈土

別，帯広)停滞的な小樽，紋別を含む。すでに壊滅的な

打撃をうけた後の再適応、の過渡期にある産炭地域は，産

業構造自体の合理化を進めながら推移していくと怒われ

るが，後背地農村部との関係で，帯広は上昇的動きを示

そうが，会別はすでに，低下の動きを示しているO そし

て，小樽の札幌圏への包摂と紋別の孤立的展開といった

ように，これら諮地域が， F旬汰・分解化し，その地域特
伎を大きく変質させていくものと忍、われるO その傾向は

この類型に入る郡部〈初山別，穂別，上土l操)の場合，

より急速な形での分解化が進むことが予想される。 B裂

は，都市部，郡部おのおのの特有な動きを示す型で，下

j欝規模療の集積の上に，中下層への一部規模拡大と新た

な創出といった事業体規模の連続的}替の増加を示すB3

はAlの亜流的性格といってよい。部門的にも，建設の

自営業者(女子〉が，特有の動きをし，都市機能関連産

業のーったる当部門の役格を示している。加}II，北見と

いった支庁経済留の中心的な機能を集積しつつある都市

と優れて開発行政のテコ入れによって大きく変貌してき

た苫小牧の生産関逮機能をもちつつある都市，ならびに

産炭地を含めた周辺町村の中で，相対的に経済圏的拠点

となってきた滝川を代表格にしつつ，一方，砂JII，夕張

といった停滞約再適応の過程を歩んで、いる諸都市を含ん

でし、る。少なくとも，前者は， A 1との機能関連で，

和的対に独自性をもった進展をみせると思えるが，後者
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は，より上位経済圏への包摂の可能性をもっている。他

方，亀悶，倶知安，斜里L~草津といった郡部主体の B4

の場合(その他富良聖子は都市といっても農村市街的な停

滞性の強くみられるところで，郡部的性格が色濃L、〉亀

田，厚岸といった凶舘， ~II路との地域連衡をもって，機

能分担をもちつつ伸ひ、を示すところや，後志支庁の内陸

の小拠点、としての倶知安，観光・漁業B高速の斜農のよう

に図有の特性をもっ町村というように，個々の地域的性

格に間有の特化があるため，中層上!警が主導的役鋭を果

たしつつ，格対的に伸びは潟し、。ところが， Gl1となる

と，江差，中標津，標茶といった先述した特性によって

伸びを低下させないところは， B 4の郡部町村と似てい

るが，この類型は，下}習が激しく分解し，大部分の減少

郡部で

にとどまり， Al， B3， C5の都市部への流出傾向を

強めていくと忽われる。そして，一般的な下溺増という

都市郊の動きと反対の傾向をみせる美唄，芦別を含むD

6の場合は， A 2， B 3に属する産炭地域の中でも，最

も激しい低落を示し，下層減合中心として毒事業体の分

解，減少化ならびに人口減少の急速化に歯どめをさしこ

めない状況にある。この類裂に入る白老の場合，主主務，

苫小牧の逮怒的効果を受動的にうけつつ，一定の伶びが

潟い点ではむしろB4に似ているのを除き，他は， Gl1 

に属する郡部自治体に近い性格を有している。この郡部

自治体の動きは， D 7， F 9， G12の11闘で，もはや，家

族従業者さえ低下させるといった，全般的低務傾向を示

す，多くの減少郡部自治体の一群を形成させることにな

る。

D7以下の類型に廃する郡部8治体の場合，雇用者減

は努子の全体的部門での減少と，女子によるある特定部

門〔典型的には建設〉の自営業者増による代位(一定程

度の家族従業者増〉を伴いつつ進行して行くが，それと

ても不可能な事態になることによって，人口減と併行し

た形で，就業者数減へと低落し，産業構成を縮小約分解

化へとより急速に遂行させる結果となる。

以上， A 1をピラミッド的構成の上位に位置づけ，そ

れとの緩済的・生活的な機能連関としてC5， B 3を下

位体系的に配置させてきた都市部の構成は，その構成の

婆索に組みこむ形でB4ならびにGl1の地域特伎を特化

させている郡部町村を編入させてきた。そして，その地

域的構成が一つの構造的連関を有しつつ，大きく変動し

ていく過程で， D 6， D 7， F 9， G 11 ， G 12の各類裂

に属する多くの減少郡部の毒事業体を急速に分解させ，よ

り大きな全道的な地域構造に再綴してきたといえる O そ

して，その構造的再編過程は，今後もより一層，進展し

て行くものと思われる。

〔設〕 各W~毎の王子均の伸びでみると、本文の表にも掲げるように、
男子の場合は、 CDC5，②B 4，③A 1，④G 11，③B 3，⑥fJ 
6，⑦A 2，③>D 7， F 9， G 12となり女子も全く伺じになる。
分解傾向が強いき習で、やはり、 ド騒以上が減少する方が (A2) 
そうでないのより (G11) ，就業者数を伸ばしている。それに又
下降雪J-N関連でも、中 1:1議主導型 (B4)の方が、あきらかに中ド
綬J:導恕 (B3)より I創立な結果を示し、単純に、就業者全体の
f申びでみても、主li恕化脱準となった事業体機擦の有効性iム説明
しうる。
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付表1 昭和45年度国勢調査における自治体番号

l 札幌市 38松前町 45 共和村 112 中富良野町 147 

2函館市 39 福島町 76 岩内町 113 南富良野町 148 

3 小得市 40 知内町 77 ?自 村 114 占冠村 149 

4 旭川市 41 木古内田I 78神窓内村 115 和寒国了 150 

5 宣言語市 42 上磯町 79積丹町 116 資為j 田了 151 

6 針11 路市 43 大野町 80古平均 117 朝日間了 152 

7帯広市 44七飯田了 81仁木町 118 風蓮llIJ 153 

8 北見市 451 if!. a町 82余市町 119 
9 夕張市 46戸弁田丁 83赤弁JII村 120 美深町 155

10岩見沢市 47尻岸内町 121 音威子府村 156 

11網走市 48 椴法華経村 く空知支庁〉 122 中川町 157 

12留頭市 49 F認茅部罰I 841 ::!ヒ キす 158 

13苫小牧市 50 鹿部村 85楽沢町 く留萌支庁〉 159 

14稚内市 51 砂原町 86爾槻田I 123 増毛町 160 

15美唄市 52 森 町 87奈芥江田I 124 小乎町 161 

16芦別市 53八雲町 88上砂川町 125 苫前町 162 

17江別市 54 長万部町 89江部乙田I 126 羽幌町

18赤王子市 90由仁町 127 初山別村

19紋別市 く桧山支庁〉 91長沼町 128 途別限I 163 

20士別市 55 江差田了 92築山町 129 天塩前J 164 

21 名簿市 56 上の園町 93 月形町 130 i幌延町 165 

22 三笠市 57 厚沢部町 94 浦臼町 166 

23 根室市 58 乙部町 95 新十津川町 く空気谷支庁〉 167 

24 千歳市 59 熊石町 96 妹予孝司二町 131 猿払村 168 

25滝川市 60 大成田I 97 秩父別町 132 浜頓別冊了 169 

26砂川市 61 奥尻町 98 雨竜町 133 中頓別罰丁 170 

27歌志内市 62 瀬槻隈了 99 北竜町 134 校宗田] 171 

28深川市 63 北桧山町 100 滋田町 135 高主主王 町 172 

29富良野市 94今金田I 101 腕加内町 136 豊富町 173 

30 主差別市 137 

31 恵庭子行 く後志支庁〉 く上川支庁〉 138 利尻町

65 島牧村 102 東驚格闘I 139 東利尻町

く石狩支庁〉 66 寿都町 103 鷹栖町J 175 

32広島町 67 黒松内債J 104 東神楽町 く網走支庁〉 176 

33石狩町 68 蘭越町 105 当麻混了 140 東号車裏手村 177 

34当別町 69 ニセコ町 106 比布留I 141 女満別田I 178 

35新篠津村! 70 真狩村 107 愛別田了 142 美幌町 179 

361 }.字国村 71留寿都村 108 J二 )11 町 143 津別匪I 180 

37浜益村 72喜茂別町 109 東 )11 罰I 144 斜箆町 181 

73京桜町 110 美瑛田J 145 清 E塁間I 182 

;:1倶知安町 111 上富良野町 146 小清水町 183 

129 

端野町 く十勝支庁〉

言11子府町 184 者更樹J

産量戸町 185 士幌町

留辺薬師T 186 上士幌町

佐呂間町 187 鹿追llIJ

常呂町 188 新得 I可

生国原町 189 清水町

遠軽町 190 芽室町

丸瀬布町 191 中札内町

白滝村 192 実7J1j村

J二務翌日田I 193 応、類村

告書別町 194 大樹町

滝上町 195 広尾町

興部活I 196 幕別llIJ

西興部村 197 池田町

雄武町 198 盛須町

199 本別町

く胆振支庁〉 200 足寄町

差是浦町 201 陸別町

虻 m 町 202 浦幌町
洞爺村

大滝村 く釧路支庁〉

杖聖子町 203 ~II 路村

伊達町 204 厚岸町

白老町 205 浜中町

早来町 206 標茶町

追分町 207 弟子屈町

厚真町 208 阿寒町

鵡川町 209 鶴居村

穏7JJj町 210 白糠町

211 音別町

くお言語支庁〉

臼高艶I く根室支庁〉

平取町 212 別海村

門7JIJ 町 213 中擦津町

新冠町 214 標津町

静内町 215 総臼町

三石町

浦河町

様似町

えりも偲T



教育学部紀要第 21号

付事長2 類裂と建設部門書事業所就業者数伸び率(紹45/昭35) との繍関

。20 40 60 80 i∞ 120 140 160 180 1出。 2応 1部 275 300 400 その
白'.' 『 ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ f患 IT 
19 39 59 79 99 119 i鈎 l器 119 199 1担 249 訂4 299 399 以上 (難)

A 下層増加主導型

2∞ 5 2 19o 30 III 87 i百 37 l由 14 
l 下!費支導増加型

6 181 56 11~ 

22 la i 1由 i出 1Q • 171 19 i詰 」革 i時 l剖 21 
2 他扇減関連下層増主道裂

215 
231輯 田 139 m 65 a41 ， 
24 i耳 伊

B 下層培関連中層増加主導型

75 9 61 13 80捌 8 4 25 ω 指7 l相 18 
3 中層下増主導製 72 26 116 1制 l悶 11& 

l鴎

78 46 鳩 41 51 m 421開 76 犯 68 70 45 i語 47 26 
4 中層上増主導型 63 74 132 142 78 i盟 1<< 1腕 an 

175 1201 i許 制

I c下趨増関連上層増加型
14 17 31 28 125 10 52 宮

5 下層増関連上層増加~ 33 12 (自}

D 下層減関連中!喜増加主導裂

J!!. A 
1'iII 1i よ五 115 i訂 品L l同 i胃~ i田辺 l誕 s 

6 中層下増主導裂
j星

i部 j2 
i2旦1 .m. l軒 71 1! an 

ljj 
.6fi. JII1. 18 

l盟
}出

!星 l前 123 邸 1ll. 83 Jll 
7 中壇上増主導~ l却 Ilfu 

i口138
.liL 
」邑 11 

E 下層減関途上!普減少型

85 盟i 113 l盟
8 下宿減隠途上層減少型 一119 151 

5 

F 下!普減関連中層減少主導型

1輯 115 
s 中層上減主導~ 一 121 

i 

48 i苗 1I7 
10 中層下減主導型 一 一 131 

G 下層減少主導型

!iQ. 主主 ~ill i目 1101且 35 11!旦 55 忽 まえ1却 38Jll. l曲忍 m .1i itp 12 11 他層増鋳逮下着減主導型 39且i 34 日日
AB2 A 
l量 J!i m 言

、90 1器82 Jll i車 5l 
M. !日1 :i1. l量 JIl， 」且 .ao. 崎L 一組 .i! 

~ ~ 』員 ‘~ i邑 」誕 .:lli. M 131 立 i邑 足立 11& 
12 下層主導減少型 i韮 i監 」草 J! 

i誕 112 
具!

民勢調査よず作品

(東)rその他Jというのは、昭和35年度実数が rXJであるもの。
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地域社会変動構造把握に~する基礎的分析方法(中〉

付表3 類裂と製造部門事業体就業者数伸び家(昭45/1沼35) との稲関

。50 80 iω 110 120 130 110 l羽 160 110 180 190 耳描 250 3紛
~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 計
49 79 99 109 119 J2jj 139 li9 159 1的 119 189 199 制9 m 以上

A 下層増加主導型

U 37 2 5 6 !日 111 30 i国 56 14 
1 下}昔主導増加製 181 糊 間 11~ 

i温 19 17i 3 23 27 初 7 l百 176 22 li 65 21 
2 他層減fl!l逮下履増主導型 111 69 l剖 i酷 i萌 1211 l却 æ~ 

2!5 1崎 l誕 i 

8 下層増関連中層増加主導型

75 26 116 s 64 72 461 13 1相 ω 湖 18 
3 中層下 I普主導型 161 183 8 描i i剖 11& 

25 

63 2111 29 1:11 41 鴎 111 42 初 76 46 51 4578 26 
4 中場上増主導~ i時 i目 l訂 74 1甜 t哩 ZI¥1 68 4779 的

縦 581“ i 
C 下層増関連上層増加 35

!器 17 28 14 10 31 33 9 
5 下層増関連上層増加~ 12 191 

52 

D TI高i成隠i車中層増加主導型

i明i河 ll!1誕 1附 問 21135 IlS 官 15 16 ~1蝿 ~ 11 9 
8 中層下増主導裂 主主 i是 151 i国 11 !日 i田 81 j且 的

」車 1祖 ~ 
121 i臨 83 i祖 時7 Th1 ZII5 1!4 l器 4 

7 中!首J.増主導型 l詔 1甜 l甘 151 l拍 Il~ 

』量 II 

E 下層減i羽途上層減少裂

85 113 l盟
8 下層減関連上層減少型 119 151 

191 5 

F 下層減関連中層減少主導型

l相 115 
9 中}事上減主導型 121 

ム
111 48 1出

10 中層下減主導型 131 

i 

G 下}量減少主導型

35 34 3協119l9E ji III碍 l甜 i揖 55 50 53141 i阻59 i出 382Q 43l9i: 3294 12 
1 11 他層場関連下層減主導型 97 93 

.9z. jlHJ) 57~盟 2IZ 113 82 146 73 i品 96 i匝 捌 ぬ」且 5~ 

!冊 主2 l41 i盟 86 Z1111晶 単品t五』 i晶 .ll 
98 Z11J!l M11! l描 j盟 i盟 ]ii ~ 

12 下層主導減少主j ~ 並!!!l lπ 110 (1& 

一 1IZ 1Z2156 lli 

間勢誘査より作成
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教育学部紀要第 21号

ぢ表4 類整と鈴・小売部門事業体就業者数伸び霊祭(砲45/昭35) との相関

40 50 60 70 80 90 l∞ 110 120 130 140 1印 l関 170 180 190 1関
~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 計
49 59 69 79 89 99 109 119 129 139 149 159 169 119 189 1鈎 以上

A 下層増加主導型

56 31 81 2 520司 初 6 14 
l 下層主導増加型 III i時 11品

l器 181 

121 i出 幻 n 3 111 l盟 fQ 19 23 24 215 21 
2 他層減隠連下}費増主導型 69 116 .lli 日E l出 i盟 l融 t品

114 65 j且 i臨 i 

B 下層増関連中!費増加主導型

9 72 64捌 26 25 i四 13 18 
3 中}書下 t普主導型 161 80 75 i田 i民 8 i軒 11自

116 

78 間 63 461盟 42 411却 出] m 742自 51 41 26 
4 中層上増主導恕 70 68 19 58 142 761即 1<< m 

E話 1~ 1間 115 

C 下層増翻連上層t盟加裂

l器
12 52 14 10 31 17 9 

5 下!費増関遥上層増加型 28 191 

33 

p 下層減問途中層増加主導型

l器 1581 49141 l曲盟 i剖 l話 21 66 i百 i田 9 
5 中!書下増主導型 ~!ll 71 1511酔 145 l曲 l出 立告

67 91 時九日l百 !蝿 18 

83 114 l加2田 l曲1器 l甘

7 中層上 t盟主導型 目7 i却 121 l時123 II~ 

!日 151 J畠 11 

E 下層減隠逮上麗減少裂

l盟 85 l時 191 
8 下層減関連上層減少裂 119 151 

5 

F 下!昔減凋連中層減少主導型

115 
9 中JiIi上減主導型 149 121 . 2 

111 48 
10 中!書下減主導 32 l品 :31 

A 

G 下層減少主導型

~ 21lli1 
i併量Jj2i盈酷3恕

最五i盟22!3 露11 

381.1 3593 
301l絹詣54J231E 4 2 1 
U!即 55 l曲 32 12 

11 他層増関連下層減主導型 i車 9.illil l誼~ 40212 82210 l四 213 6~ 

97 i時 5062 sQ 41 

l曲 η lliI ~!皐 861担 98 i臨 210 14. 
12 下!苦主導減少裂 日書R4 i剖 112 1日

101 1lI i車 .lli 

国勢認査よ 1)作成
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地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法(中〉

イサ奇襲5 類襲とサービス部門事業体就業者数伸び基幹 (a~45/昭35) との相関

60 70 80 90 l的 110 120 130 140 i印 l印 110 l朗 190 1朗 225 1関

~ 肉、 ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ gt 
69 79 89 99 109 119 i盟 139 149 159 169 119 i紛 l盟 1自 219 以上

A 下層増加主導型

56 37 !日 2 !目 5 l時 6 l 14 
l 下憲主導増加型 87 111 ~lJÚ 30 '1出

i舟

幻 n 18 65 甜 I~ 23 7 215 l盟 21 
2 他層減関連下!事増主導型 69 日i l1l 19 l曲 i師 la 24 E品

m l却 11官 i田 l酷 i 

B 下層増関連中層地加主導型

百 64JJS l挺 80 26 25 4 l時 !目 13 18 
3 中層下増主導型 161 72 i田 期 8 Ii& 

75 61 

63 46 29142 4日1 iω 47 76 i踊 l器 79 i斜 42 26 
4 中屡上 I普主導~ 51 ZO3 70 Ia 78 調t 市 a" 

58 l時 i冨 1脳 開7 よ

C 下層増穏途上層増加型

l担 28 14 31 17 10 12 ぅ

5 下層増関連上層増加型 52 (9) 

D 下層減関連中層増加主導裂

I出 89 711苗 1667 49 l甜 81 !日 91阻6 l田 9 
6 中層下増主導型 i田 111 211日 l町 間 l市 防相4 2n 

l拍 1!5 66 i剖 18 

1Zl 83113 152 1051円 ll! 4 
7 中層上増主導裂 1盟問 l盟 l国湖 il51 

2ij5 l釘 l祖 11. 

E 下層減関連上!害減少裂

85 113 119 
8 下層減関連上層減少型 問時 191 151 

i 

F 下層減関i豊中層減少主導型

119 115 
9 中!高上減主導型 1:1 

i 

j時 48 m 
10 中!高下減主導裂 131 

..1， 

G 下層減少主導型

刊3 l抽i甜 11i巡 i 鼻盟耳 9057 Ait 39213 .1a III制 32 12 
11 他層増関連下増減主導型 i開l描 94 l揖!剖 1国 g 34 531 

m Ji8溢 2:l Jl“l出 4ぷ車 2ll 112 a五 II 4よ
a.6 迎 54210 98 i担 i盟 131 112 84 

12 下層主導減少型 附 121 112 l冊 1田 il& 
l極

i通 18 

国勢調査より作成
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教育学部紀婆第 21号

付表6 類型と庫裏F持者数伸び率 (aB45/昭35) との相関

40 50 60 70 80 90 l回 110 l羽 130 140 i印 l酷 110 180 i冊 1∞ 
~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 
49 5宮 69 79 89 宮古 l凶 119 129 !間 149 i印 169 179 i幼 i鈎 以上
5 

A 下層櫓 jJll主導型

87 56 ワω 5 同l 。37 113 ]j 

1 下!官主導 I骨加~ 111 i出 i出 30 1141 

2師

27 i酷 .1174 ?? 69 .お 241田 fQ陥 i討 1215 GS 21 
2 他層減関連下層増主導型 18 176 1目 127 i国 白書

111 l却 l臼 --l. 

B 下層増i調達中層増加主導型

1間 9 75 26 611自 116 25 !日 4 13 18 
3 中!高下地主導型 80 l訂 64 i器 8 11& 

72 刷

29 682~ 58144 4218 41 51 79 45 26 
4 中)菌上機主導型 46 1油開f 63137 41142 76 an 

J3Z 1"2田1101曲 加

C 下}層増関連上層増加型

l目 12 10 28 11 9 
5 下層J盟関迷上層増加型i 14 52 幻 191 

31 

D -n自滅|羽i生中層増加主導型

15 16 i出 81 211訂 1571田 l制 49 i甜 i詰 i冊 i田 百

6 中層下;盟主導~ !日
15同5邸国
i抽 Qli 89 問 出!

161 l!l 丘i よ品

114 1器 l剖 1晶lt1 湖 83 4 
7 中層上増主導型 J11 !旦 l出 l基 113 旺S

l曲 l出 i甘 11 

E 下層減関連上層減少型

日5 l詰 四l i田
8 下層減関連上積減少型 i四 i51 

i 

F 下層減関途中層減少主導型

l岨 115 
9 中層上減主導 52 121 

i 
48 117 

10 中}書下減主導型 !日 131 

_.3.. 

G 下層減少主導型

211 93 お i語 !描 鈎~ l品g:I 55鍾
ii1IE1 E 3 1詰
341剖 3844 ~2品 213 321昭 12 

11 f車層増関連下!高j域主導梨 60 i話
QuR a11E d 却Z自1a位l五E11iis且

1401器 蜘陥 i出 6~ 

1J;2Jl 4.J i坦
39胤
!I 

12 下!語主導減少型
打 附 124 88 84 i出 54 112 ¥lJ!2盟

161 i出 l剖 J理 122 na 
JlI. 

ー
血

36 
....ls. 

国勢調査より作成

-134-



地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法(中〉

付署長ワ 類型と重要舟者のある自営業者数件び事(昭45/昭35)との網開

20140 50 60 70 80 90 1∞ 110 !器 l畠 i岨 l出 l曲 i加 l部 l田 2∞ 

-，-~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 言十

39149 59 69 79 89 99 l関 119 i由 l担 149 l盟 i倒 i拘 l曲 1田 以上

A 下層増加主導!1'l

'SI 田 聞 U m l事 2 56 却 l 14 

l 下層主導増加裂 翻 1ll 5 IW 
6 

}崩 IZI 泣 18m 191酒 31臨 胤 お 24 21 

2 他層減潟連下層t関主導!1'l U li9 ~Iæ 掛 2~ æ~ 

111 湖 1$ i百 え

B 下層増鑓連中層増加主導型

161 9 花 l蕗 261留 25 4 8 64 80 13 18 

3 中層下域主導!1'l 繍 邸 72羽田 llm 
l出

70 回 m 沼郡 74 68 76 m 7官 58 4147 26 

4 中層上場主導型 63 i置 141 i耳 79 442 5 51 an 
I~ i田 凱 I~ 46紛 i

C.下層増穂逮上層増加型

却 12 14 10 31 お 17 9 

5 下層増関連上層増加裂 1~ 52 191 

D.下層減関連中層増加主導型

z! 師 ~~~ l苛 i即日 問 21 49鴎出 時日 9 

6 中層下増主導型 I~ 
品目指
g l耳16 官1 瑚 l百 27 

.m. 107 18 

83lm m 踊 I由 i百 I~ l出

4 iia 7 中層上場主導型 I~ l車 151 i品 2Ili l畠

llL 11 

E.下層減関連上層減少型

&5 i目 i田

8 l層減関連上層減少型 !日 時l

.i 

F.下層減関連中層減少主導!1'l

115 l相

9 中層上減主導型 121 
2 

i面 117 48 

10 中層下減主導!1'l i3i 

i 

G.下層減少主導裂

35 雌 95 !>>悶 93 官)~ 5盟 :~胡 1出2H 431訂 38 出 112 i出 55 32 12 

11 ft!l層増関連下層減主導型 i諮問 !Ii i担 11日 加86 』記 fil 39 !A 1!l 判 G3i 
111 ¥:17 E:E 訟 ?犯ミ淵1m 34盟 11' 99 I!KI 1!l 法 41 

担i l船出i 771" 1 W 54 1出 111 9~ 36 

12 F層主導減少製 131 制醒j 限 出 11& 

l?l i拠 18 

思勢調査より作成
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付表8 類型と震用者のない夜営業者数伸び題解(昭45/I沼35) との相関

50 60 70 80 90 l船 110 120 130 140 l却 l舵 119 1邸 i鋪 2船
~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ー ~ ~ 計
59 69 79 89 99 l倒 119 129 l却 149 159 l鉛 179 189 199 以上

A 下糧増加主導型ι

162 37 21目 6 5 14 
1 下層主導増加裂 1時 56 871器 30 011 

111繍

i掴 l百 1盟 ;:器 3 1詰 ? M 21 
2 他層減照速下層増主導型 1畠 651盟 1闘 i時 æ~ 

215 8官 i 

B r層増関連中層増加主導型

間 1蝿 6480 ¥11 9 26 4 13 IB 
3 中層下増主導型 161 72 m 183 61 自 11& 

75 l拍 25 

70 51 臼 47131 411揖 29112 78 !拓 42 m 74 45 26 
4 中層 jこ増主導型 邸搬 4621Jl 5B 1<< 抑 ~~ 

i語
77s8-1田
1置

C 下層増関連上層増加ll'!

52 125 12 28 加 31 17 9 
5 下層増関連上層増加型 14 191 

33 

D 下層減関連中層増加主導裂

81 115 1前1師

越
Ilo67 21 71 l曲 9 I 

8 中!首下増主導型 89 1盟 491担 l国l革 1蝿 an 

II 66111 151 18 

1田 881掴 1田1臨 1岨 la i胃 i詰 4 
7 中層上増主導ll'! 1甜 2臨 l日 l1a 

121 i思 l1L 11 

E "1溜減関連上溜減少型

85 113 
8 下j富減関連上濁減少ll'! 191 119 151 

一i盟 i 

F 下層減関連中層減少主導型
、

i相 115 
9 中月雪上減主導型 121 

2 

48 l匝
10 中層下減主導ll'! 111 一 131 

3 

G 下層減少主導裂
血盟

99 

地凶陣一Iは単鍾問旦墨書 里盟君面臨E師単
111部 .2il主 l指43..& 1田 32 12 

11 他層増関連下層減主導型 111 1.0 l能強 G~ 

加1 44 .41 

119 話

12 下層主導減少型 日目

」 一一 .lli. 

国勢調査より作成
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地域社会変動構造抱擦にち号する基礎的分析方法(中〉

付着提9 類型吉と家族従業者数伸び率 (sll45/ I沼35) との紹興

30 40 50 ω 70 80 90 l出 110 11JJ i事 i却 i部 l的 l叩 i曲 l曲 2曲
-，-~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 計
39 49 59 69 79 89 99 l国 II日 i自 i羽 !曲 i田 i的 i百 i器 l明 以上

A.下層 I普加主導型

百 I73 i龍 87 111 181 56 2 6 5 1 14 

l 下層主導場加ll!! ;ro i時 3D 1141 

日: 215 泣i器 i白 初 I~ 18 19 3 23 24 7 
21 申告|

2 他層減関連下層増主導型 27m I高 i曲 69 L剖 I~ 

65 i畠 l田 訂4

B.下層増関途中層増加主導型

161 64 72 91田 26 61 25 4 8 13 18 

3 中層下増主導型 75 耳障 i阪 部

116 l町 間

70 間 132 511酒 4158 29 42 68 76 45 26 

4 中経上場主導型 i盟 631<< 4674 ZIll l喧 i四 ~nl 
耳目 791111 477耳 l百 邸

C.下層増関連上層増加裂

52 I~ 28 12 お 10 17 9 

5 下厳 j~ 筒連上層治加型 14 31 

D.下緩滅関連中層増加主導裂

49 lOi 81即 出 1St寓 長Z 2][百 現 la 141 2盟 9 

6 中層下増主導ll!! l沼 89 i立i首
18 担引 1

}曲 i語 H5 I田
l五 I~ 66百 T舗

i量 溜 l臨 お151 4 

7 中層上増主導型 即 日i l目 l酷 11511 
114 jg 部 m 間 113 11 

E.下層減関連上層減少裂

l日 部 119 191 

8 下緩滅関連上層減少裂 四日

.l
l51

1 

F.下層減関連中層減少主導型

115 

9 中層上減主導型 119 121 

ふ
117 48 j畠

10 中層下滅主導型 131 

ム

G.下層減少主導型

Lは lil. 

型2皇塑E重否盟霊，-阻凪r:丞壁gaーF皐亀a 
1E!t官nmiEE2 I48 l曲Jl!首選 制 86 43 泣 35 12 

11 偽層増関遼下層減主導型 l邸 l酷!l! 62 4部
92 4立m 41 

ーm 一η 88114 84 210 

12 下層主導減少ll!! 1:耳 lm!!! l旦 担割

l旧 18 

国勢調査より作成
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州

問

域

特

設

訪

湖

滋
N
H
m叩

就労形態別にみた巌業銭円就業者数の伸び(昭45/昭40)一典型自治体ー

可更
震 用 者 家 族 従 業 者 自営業者(雇用者有・無の計)

総 言十 建設 製造 卸小売 サービス 総 言十 建設 製造 卸小売 サービス 総 主十 建設 製造 卸小売 サービス

1 札幌市 Z109.7 119.3 162.5 115.0 124.0 112.6 144.1 110.9 113.6 100.5 144.8 182.1 134.5 134.5 132.8 132.3 135.3 121.7 138.0 134.5 140.5 190.1 137.0 131.3 128.1 164.7 117.8 326.4 130.6 173.3 

2 凶舘市z93.0 83.4 83.9 91.4 113.1 82.5 116.0 97.1 97.4 97.3 108.2 156.2 99.7 101.2 105.4 

103.0 51.2 88.0 110.1 114.5 108.1 157.1 104.1 107.8 108.6 116.3 122.2 174.9 101‘8 120.9 

3 小町z93.5 99.3 88.8 77.3 113.2 96.1 107.0 77.4 101.5 100.6 104.2 136.9 95.5 99.5. 106.0 

105.4 56.6 107.1 103.5 113.2 106.5 143.5 104.0 105.4 110.1 127.2 350.0 163.7 104.6 148.9 

4 旭川市 Z105.3 109.7 93.3 108.5 123.7 94.6 124.3 83.8 94.2 92.5 116.8 149.3 110.5 10宮.3 112.4 

123.2 139.6 115.6 128.1 125.0 114.8 163.4 113.2 110.3 120.8 138.5 191.4 208.2 121.3 138.6 

5 室蘭市 Z101.5 84.2 103.9 98.5 116.2 102.5 136.5 86.4 105.5 95.0 123.0 172.8 105.8 106.1 133.2 

114.8 86.7 122.4 118.9 121.1 122.3 189.8 94.7 116.6 142..6 142.4 100.0 270.4 133‘7 147.8 

6 鋭i路市 3 106.2 88.7 96.5 110.0 .・132.9 119.0 158.8 113.4 115.7 118.1 81.0 162.2 104.8 110.4 128.5 

130.7 91.3 141.9 133.6 134.3 114.5 138.9 104.2 114.8 120:6 131.2 90.0 148.7 106.0 153.7 

7 帯広市 Z106.5 95.7 92.9 110.2 127.5 101.3 160.0 71.0 101.0 102.1 126.2 196.0 91.6 114.4 130.7 127.8 118.3 113.9 135.7 131.8 124.3 220.3 88.2 121.8 127.6 143.5 200.0 194.1 127.8 155.0 

8 北Hz111.9 122.3 98.8 112.7 127.3 114.8 176.5 111.6 110.2 112.1 125.1 151.4 127.0 119.0 115.0 130.3 145.8 126“7 131.6 137.7 120.4 148.8 147.2 115.8 112.4 151.9 =0 (2) 120.0 125.7 172.2 

s夕日 Z 88.4 86.8 86.6 76.0 77.9 77.9 91. 7 70.8 77.5 84.1 54.0 1412.5 78.6 89.8 86.7 
109.5 72.5 142.0 91.1 94.3 91.1 110.5 94.5 89.6 87.3 124.2 300.0 66.7 114.3 136.2 

10 岩見沢市 Z 107.2 109.4 109.8 108.2 142.2 116.6 137.5 102.6 121.4 101.9 118.3 170.4 87.0 111.4 110.9 
109.5 100.7 149.1 125.2 134.6 114.3 185.7 95.2 113.6 111.4 130.3 。~ (2) 144.4 115.1 143.7 

11 網走市 i 107.2 83.7 89.1 104.5 159.7 104.1 78.6 91. 7 109.2 121.0 102.2 117.3 75.8 104.8 95.3 
129.5 82.0 121.7 128.5 145.9 111.5 126.7 97.5 111.1 128.3 128.9 。~ (2) 182.4 116.4 74.7 

12 留務市 Z 96.2 70.4 86.9 94.6 166.2 99.0 133.3 81.4 117.0 106.1 93.9 147.1 74.3 百3.5 101.0 
112.1 65.3 166.3 103.8 123.6 101.6 225.0 85.7 103.4 103.8 105.3 100.0 207.7 106.0 150.3 

13 苫小牧市 Z 132.0 131.4 112.3 141.0 140.5 108.2 134.1 82.8 123.5 129.8 143.3 208.7 121.1 130.3 134.8 
147.4 143.9 109.5 159.3 152.5 142.7 203.8 143.2 137.2 145.7 174.0 100.0 200.0 138.8 220.0 

14 稚内市z109.8 86.0 106.4 121.0 131.2 97.9 152.6 102.6 96.8 75.6 122.3 162.4 118.5 114.8 116.7 
128.8 75.6 154.7 129.3 121.4 117.9 107.7 128.9 115.2 121.9 152.7 100.0 87.9 142.7 166.3 

15美町 Z 72.0 90.5 100.6 80.2 89.0 103.1 90.5 85.0 115.0 78.6 98.0 133.1 90.3 92.2 90.0 
102.4 74.8 135.6 93.3 102.4 103.0 166.7 120.0 99.0 103.7 110.6 400.0 110.9 8宮.0 50.8 

16 芦別市 Z 82.0 153.0 88.5 75.5 90.6 126.7 140.0 84.2 125.6 168.0 99. 7 153.0 88.4 90.5 106.5 
101.6 79.4 130.6 93.2 99.9 101.3 100.0 89.1 99.5 105.6 138.3 =0 (1) 840.0 122.4 134.1 

17 江別市 Z151.6 110.9 117.1 206.0 207.3 116.5 133.3 137.5 144.4 154.8 137.1 155.3 103.5 135.8 212.7 
158.8 129.9 111.6 176.2 187.7 136.4 84.0 100.0 137.9 157.1 168.1 100.0 414.3 131.8 89.9 

付表10. 
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可モ
震 用 者 家 族 従 業 者 自営業者(雇用者有・無の計)

総 言十 建設 製造 卸小売 サービス 総 言十 建設 製造 卸小売 サービス 総 言十 建設 製造 卸小売 サービス

18 赤平市 Z 76.4 83 4 77.2 49.0 81.9 78.8 130.0 64.3 74.4 96.3 92.7 91.5 77.1 91.8 106.1 

100.0 90.5 129.6 105.7 100.5 92.8 200.0 108.0 87.4 99.0 104“4 × 137.5 89.8 130.8 

19 紋別市 Z 89.0 81.9 71.4 99.6 123.0 86.1 133.3 105.0 84.9 56. 94.9 100.0 82.8 90.7 104.9 

89.7 76.3 69.8 107.5 132.2 100.0 158.3 99.3 96.9 93. 120.2 × 100.0 114.5 135“。

20 士耳目市 : 
98.3 83.6 97.1 96.1 120.7 79.7 58.8 105.0 88.1 56.4 98.3 123.9 96.5 97.5 90.8 

118.1 91.9 134.5 113.7 124.2 102.7 114.3 88.7 110.8 85.4 109.9 × 140.0 103.7 114.8 

21 名付 z93.6 103.7 87.8 107.1 111. 7 89.8 250.0 57.7 91.6 64.9 101.2 134.1 90.2 94.6 99.5 

112.3 124.6 113.8 110.3 110.4 104.3 207.7 83.8 102.7 106.6 138.4 200.0 100.0 112.1 178.7 

22 三笠市 Z 87.7 110.5 89.0 83.4 7ヲ.1 80.9 109.1 100.0 84.6 65.9 95.9 113.3 102.3 97.2 89.6 

127.1 111.0 127.9 94.7 102.8 100.2 84.6 123.3 97.4 106.9 115.4 。(1) 187.5 ] 11.1 105.5 

23 綴室市 Z102.2 86.6 95.4 105.5 129.0 106.8 111.5 121.4 104.8 134‘8 104.7 140.7 106.7 98.2 102.6 109.1 77.1 96.2 131.2 131.8 105.5 84.6 111.0 104.4 108.7 110.1 200.0 172.7 111.2 r04.9 

24 千歳市 Z104.7 97.8 176.5 109.4 102.1 112.5 115.0 87.0 131.7 84.2 124.8 185.5 104.8 117.2 105.0 

122.6 121.0 208.4 109.1 119.2 112.3 218.2 95.0 109.1 118.1 146.2 200.0 520.0 122.2 148.7 

25 滝川市 i 108.9 132.7 93.6 106.3 114.3 87.8 102.7 100.0 87.8 60.0 122.6 99.2 101.3 111.7 122.9 

120.4 135.3 121.8 121.1 116.6 118.2 125.9 115.9 115.4 120.5 133.8 ∞(4) 91.7 116.8 147.4 

26 砂川市 2 92.6 113.8 68.8 86.6 107.0 96.4 110.0 55.0 104.7 100.0 99.4 107.1 87.7 94.9 102.1 
114.3 97.4 113.8 114.6 107.8 108.7 166.7 151. 7 105.0 97.8 155.0 500.0 700.0 122.3 155.4 

27 歌志内市 Z 70.4 85.6 58.0 62.0 83.4 85.9 350.0 85.7 80.0 71.4 82.1 86.4 83.3 88.8 75.6 

91.3 120.0 89.9 88.1 94.5 百3.7 ∞(1) 75.0 91.0 97.8 113.6 × 161.5 98.0 141.2 

28 奈川市 Z104.5 114.7 99.5 97.8 11百.9 88.2 113.3 64.3 91. 7 65.6 95.5 111.0 76.1 94.1 100.5 

130.3 187.5 155.4 120.4 126.0 103.0 218.8 88.5 98.7 112.2 114.3 400.0 30.8 112.8 121.3 

29 開附 Z 79.7 59.8 78.8 91.9 103.5 102.2 73.3 76.7 105.9 129.4 94.5 98.8 78.2 98.0 94.9 

103.5 70.0 99.0 106.4 114.9 116.0 158.3 83.3 117.5 124.3 123.4 × 140.0 96.9 151.0 

30 登別市 Z116.0 75.3 119.3 135.7 130.6 99.3 176.5 158.3 83.1 90.0 134.9 200.0 127.9 112.6 144.2 
134.8 109.5 184.1 162.4 115.7 128.2 270.6 169.0 117.2 131.7 116.9 200.0 150.0 134.0 96.2 

31 恵庭市 i 212.1 135.5 133.4 125.3 132.8 261.1 84.6 160.0 103.6 85.3 293.8 174.3 127.0 126.9 125.6 
336.1 146.8 210.1 136.9 123.6 255.3 111.8 103.4 116.7 128.4 257.5 。(1) 100.0 112‘2 159.2 

33 石狩町 Z202.3 153.5 310.5 312.5 175.2 181.5 200.0 50.0 200.0 233.3 146.2 175.0 88.2 154.5 157.7 
215.2 134.4 345.0 275.9 223.7 157.5 150.0 166.7 156.6 147.1 169.6 × 400.0 137.0 185.0 

45 亀 m 田Ii 195.0 177 .9 167.7 307.7 214.0 187.5 357.1 218.2 182.9 116.7 293.9 354.9 203.2 239.2 438.3 
218.6 170.0 170.1 280.4 224.2 251.4 620.0 211.1 237.2 236.7 308.6 500.0 800.0 228.6 317.6 

55 江表町 i 106.1 97.5 109.0 115.6 117.6 107.2 125.0 89.5 122.0 78.9 110.5 162.9 113.7 107.8 90.5 
120.3 98.0 103.0 111.3 137.7 120.6 133.3 92.8 140.1 96.4 93.2 × 85.7 112.7 171.7 

74 倶知安町 i A 94.3 71.9 72.8 102腎O 109.6 106.0 400.0 100.0 96.4 107.1 109.7 178.6 88.6 106.5 113.4 
106.1 76.0 97.0 104.7 117.9 107.3 110.0 136.7 98.4 100.0 101.9 × 500.0 96.9 113.0 

トー 49.2 132.7 83.0 58.8 98.0 55.8 66.7 25.0 67.6 33.3 70.6 91.7 55.0 73.2 65.1 
100 百湿酉I 女

82.0 103.8 148.1 76‘。 86.7 75.6 66.7 55.6 78.5 78.3 101.1 × 400.0 68.5 154.8 

同
一
凶
申

i
i



紬
同
域
政
作
時
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山
首
糊

滋
N
H
h
w

汚吏
耳重 用 者 家 族 従 業 者 自営業者(雇用者有・無の計)

総 言十 建設 製造 卸小売 サービス 総 計 建設 製造 卸小売 サービス 総 言十 建設 製造 卸小売 サービス

川和問Z 94.0 80.9 111.0 96.0 99.6 69曹6 73.1 50.0 90.8 
14∞7( .. 12 1 ) 

78.6 80.0 91.4 

143.9 91.3 166.4 141.5 144.1 82.5 300.01 33.3 84.7 74.2 136.1 ∞ω) 79.3 112.9 

144 #4 ~町 z 110.0 103.6 120.6 93.2 118.1 93.0 128.6 70.0 76.5 200.0 99.0 121 95.2 98.6 78.5 

139.7 124.8 178.4 130.7 134.8 96.0 216.7 75.0 103.6 74.1 152.0 × 100.0 122.4 223.1 

間生田原釘Z 97.0 192.0 73.9 65.2 79.2 129.4 100.0 100.0 133.3 71.4 77.7 80.0 44.4 47.4 81.8 

112.8 300.0 96.0 101.8 111.8 84.9 × 233.3 81.8 69.2 155.2 × × 150.0 158.8 

169 白老町Z108.4 84.5 115.9 111. 7 130.9 132.9 166.7 163.2 121.1 100.0 136.7 133.8 188.0 119.9 146.2 147.2 81.1 155.5 148.8 185.0 135.8 90.0 222.5 122.0 128.9 126.3 ∞(1) 187.5 102.3 163.8 

181 浦川釘z104.6 104.8 84.5 90.1 123.5 103.2 88.2 91.7 124.4 85.7 99.1 129.4 106.1 101. 7 86.8 
126.9 137.6 158.6 119.4 124.2 112.8 153.8 132.4 118.1 80.6 142.8 × 83.3 111.5 182.6 

186 上士幌町Z 97.0 82.0 131.0 124.5 98.0 87.0 88.9 42.9 85.7 122.2 93.6 155.6 123.1 87.4 100.0 
124.5 185.5 90.1 107.6 134.5 108.2 566.7 183.3 88.1 113.9 115.5 × 。(2) 118.8 108.7 

m 標茶町Z 92.6 90.4 46.5 75.8 127.9 81.8 42.9 100.0 121.1 77.8 95.2 154.2 82.4 90.3 81.6 
125.6 191.4 64.3 105.3 151.9 105.9 90.0 171.4 101.1 109.7 123.1 × 100.0 110.6 138.1 

問中様津町Z120.2 105.3 99.3 171.0 139.8 118.7 171.4 90.0 122.5 112.5 126.9 155.6 76.9 124.1 125.0 
137.1 142.6 116.5 151.7 139.5 113.3 138.5 75.0 117.ヲ 110.2 146.5 。(1) 150.0 160.4 134.6 

53 八雲町 i 96.7 85.4 88.5 131.6 115.6 97.5 127.3 66.6 106.9 120.0 101. 7 137.5 93.4 96.9 107.7 
115.0 100.0 104.1 150.0 116.5 118.8 214.0 110.7 107.0 120.0 110.0 × 900.0 100.8 109.1 

72 喜茂別町Z 78.4 66.0 46.8 70.0 122.8 66.9 。(5) 16.7 91.3 100.0 86.3 120.0 77.8 84.7 85.4 
69.8 93.3 39.4 91.4 102.3 87.3 700.0 91. 7 86.8 66.7 119.0 × 33.3 158.3 

120 美MZ 89.5 61.1 96.6 79.6 106.5 77.5 142.9 40.0 99.0 60.0 86.6 79.3 40.0 82.8 

115.6 63.6 149.0 96.6 115.3 86.5 180.0 33.3 89.2 88.9 112.4 × 。(I) 114.6 

127 初山別村-Z 88.6 81.0 104.0 100.0 101.2 157.1 200.0 ∞(1) 133.3 133.3 69.2 166 7 75.0 50.0 82.4 
114.6 77.3 134.8 100.0 138.2 96.4 ∞(I) 。(I) 85.7 132.3 104.2 × × 91.4 140.0 

131 猿払村Z 48.5 50.5 72.2 30.8 115.8 57.1 25.0 × 70.6 75.0 85.3 141. 7 88.9 75.8 75.0 
90.0 75.6 270.0 68.6 152.7 81.4 300.0 50.0 87.7 70.0 106.4 × 100.0 67.6 216.7 

似穂別釘Z 54:.5 108.5 69.3 82.1 100.5 139.1 ∞(2) 25.0 114.3 200.0 87.4 84.2 63.6 96.5 63.2 
103.4 116.3 102.3 86.8 146.7 99.1 150.0 80.0 101.3 100.0 135.0 × 100.0 109.5 155.6 

胤大横町 Z 92.6 53.8 102.3 79.6 115.9 87.2 66.7 66.7 90.9 114.3 36.9 118.2 100.0 86.8 84.6 
124.1 105.7 120.4 100.0 143.9 93.1 800.0 50.0 94.6 88.9 125.0 × × 128.0 122.6 

224 厚岸珂 Z 97.1 102.2 77.0 73.1 126.2 69.2 83.3 81.8 59.4 127.3 93.0 113.3 55.8 103.1 102.4 
127.4 117.2 150.0 109.7 135.6 99.7 87.5 63.5 107.8 116.7 123.5 。0(1) 140.0 90.8 181.5 

.，. 
o 

④各形態毎の総計は非農村部門のみの計である。

国勢調査(昭和40年、 45年)
(設) 数字以外の各記号の意味は次のようにした。
① 0人(昭和40年)→O入(昭和45年)…....・H ・×
② 0人(昭和40年)→N人(紹和45年)…・H ・H ・-・∞ (N)
③ N人(昭和404'・)→O人(昭和45年)…...・H ・"O(N)



地域社会変動構造把握に関する議礎的分析方法(中〉

付表11 非農村部門年齢別就業者数の伸び率(昭45/1沼40)

(努女)

15-19.歳 20-39.歳 40-54歳 55歳~ 総 まt 15-19歳 20-39歳 40-54歳 55歳~ 総数
l 札 申晃 ~8.1 122.3 141. 5 140.4 125.0 91. 2 142.8 153.3 162.3 137.8 
2 s菌 館 71. 4 98.5 109.0 106.1 100.3 79.8 107.2 111.5 132. 7 107.2 
3 'J、 樽 62.2 9日.4 110.5 111.8 101.5 76.8 109.4 120.6 138.6 110.0 
4 旭 JlI 78.3 1ll.0 128.5 130.2 113.7 81.5 165.6 139.0 148.0 125.0 
5 室 蘭 92.7 101. 6 111.2 129.8 106.2 77.2 122.4 136.9 158.2 119.3 
6 輩11 路 89.7 107.9 129.0 116.5 113.2 97.0 132.1 152.3 155. 7 130.6 
7 帯 広 78.3 1ll.7 135.9 127.9 114.8 92.5 136.9 147.9 140.0 131.3 
8 ;!t 克 92.6 116.5 134.2 135.0 119.9 85.1 142.7 151. 5 156.7 132，8 
9 タ 張 74.1 74.4 111.5 109.7 90.1 69.3 90.7 128.5 131. 5 101. 6 
10 岩見沢 84.5 108.5 124.6 133.8 113.7 88.2 131. 2 142.4 143.7 127.3 
11 綿 えを 87.6 108.1 123.9 125.1 112.2 85.1 131. 8 142.6 156.0 126.2 
12 留 日月 87昏5 95.8 111.0 111.2 100.7 81.5 110.3 132.0 133.7 112.0 
13 苫小牧 112.0 138.9 176.9 151. 3 137.4 104.5 157.4 167.5 190.5 150.5 
14 稚 内 96.9 107.8 134.1 132.5 115.4 91. 9 131. 3 149.5 161. 5 130.8 

15 美 百貝 66.8 68.2 83.9 103.1 77.7 75. 7 104.3 114.9 134.9 104.2 

16 芦 jJlJ 70.4 74.9 99.2 116.8 86.9 73.1 100.8 122.2 154.6 105.4 

17 江 日IJ 90.1 156.5 173.2 170.1 157.0 101.2 138.3 176.0 172.6 159.2 

18 赤 平 58.0 69.3 89.7 113.8 79.6 3.2 93.4 128.1 150.5 100.5 

19 紋 別 65.5 61. 7 111.2 113.1 93.2 8.9 88.2 133.3 156.8. 94.3 

20 士 jJlJ 72. 7 97.0 116.2 114.9 102.2 5.6 120.0 121. 5 149.4 115.0 

21 名 苦子 74.8 94.1 129.7 125.3 102.8 79.5 115.6 136. 7 143.5 115.3 

22 ::: 笠 59.9 74.7 107.4 125.0 ち9.7 64.2 104.3 134. 7 150.8 107.8 

23 根 * 91.1 102.6 124.9 119.3 107.4 69.0 117.3 125.1 131. 8 109.9 24 子 歳 93.1 100.1 151. 8 138.0 

1凪9715Z7L32 5 1 

80.3 131. 7 140.3 174.8 126.0 

25 毒 J!I 75.3 111.1 138.5 128.1 75.2 138.8 136.9 143.3 125.0 

26 砂 JI! 73.9 92.6 98.5 135.2 76.3 113.6 134.4 155.8 114.9 

27 歌志内 40.6 58. 7 109.2 101.1 51. 3 86.8 122. 7 124.1 93.9 

28 楽 JI! 78.8 117.1 136.9 148.6 123.5 108.1 143.2 155.2 146.0 134.6 

29 1富良野 53.2 80.5 l∞.2 99.5 85.4 65.5 113.7 120.3 161. 6 108.2 
30 登 jJlJ 96.2 109.5 136.0 166.1 119.4 91. 5 139.4 156.1 133.1 133.6 

31 窓 庭 100.4 100.3 172.2 157.0 112.5 86.2 143.3 154.2 180.0 136.5 

33 石 狩 131. 0 205.0 202.0 233.0 201. 0 116.0 247.4 204. 7 163.3 203.0 

45 亀 出 158.5 204.8 235.1 219.4 208.8 166. 7 236.2 249.9 265.1 229.8 

53 八 3雲 73.5 93.8 108.5 124.1 100.4 82.1 119.1 119.8 141. 8 115.8 

55 江 差 90.0 104.0 127.6 112.7 110.0 106.0 119.5 131.4 150.8 123.0 

72 喜茂別 36.1 70.7 102.8 109.2 80.8 29.6 68.8 137.9 138.2 75.3 

74 {呉知安 60.0 93.4 126. 7 110.3 99.0 77.0 109.3 120.4 121. 6 107.0 
181 ts 回 18.0 21.6 21.3 30.6 23.0 23.0 25.0 26.8 188.2 25.0 

115 和 主主 74.0 88.4 114.4 115.1 97.2 ー112.0 129.5 143.9 134.9 131. 0 

120 美 深 45.7 82.8 122.1 113.0 92.5 88.1 111.4 127.3 115.0 112.2 
127 初山別 45.5 64.5 114.6 134.0 90.3 120.0 78.6 120.3 270.6 112.9 

131 猿 払 31.3 47.4 53.5 75.1 51.8 69.6 80.5 104.8 116.7 90.3 

144 斜 史 78.0 106.1 133.9 138.4 113.0 101.0 135.8 163.1 156.0 137.0 
153 生銅版 73.0 89.7 106.7 117.8 98.0 71.0 111.1 121.4 124.1 111.0 

169 白 老 ，82.0 108.2 146.1 138.5 115.0 88.0 152.1 160.0 186.0 144.0 
174 穏 百リ 50.6 64.0 83.2 93.9 73.9 70.6 102.5 120.5 148.7 106.3 

181 議 i可 97.0 100.3 125.5 131. 7 110.0 1∞.0 134.1 135.1 145.6 129.0 
186 上士幌 82.0 88.2 133.3 106.2 100.0 81.0 120.0 152.9 139.1 124.0 
194 大 樹 57.0 91.2 122.1 98.5 96.7 79.5 118.6 152.9 129.2 112.8 
204 浮 岸 86.6 93.7 116.1 106.7 l∞.3 101.5 122.1 133.4 141. 9 123.3 
206 襟 茶 66.0 90.6 104.6 133.3 97.0 90.0 126.3 138.6 182.7 126.0 

213 中様浮 116.0 125.2 127.0 139.9 126.0 106.0 142.2 154.2 158.3 138.0 

会道 81.0 104.2 121.7 124.5 し---- 84.6 127.4 138.8 150.0 

------国勢調査(昭和40年、 45年)
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教育学部紀婆第21号

付表12 非農林部門別就労形態別就業者数の伸び (I!({44/U({41) 典型自治体
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地域社会変動構造把握に関する童基礎的分析方法(中)

後記

本稿「地域社会変動構造把援に関する基礎的分析方法

〈中)Jをまとめるにあたって，われわれは次の点を明

記しておく必要がある。

第lは，本稿は，本紀華客19号の(上〉につづいての

〈中〉として位置づけられている。したがって，われわ

れの主題からいえば，本稿は，あくまでも， r地域社会
変動構造抱援に関する基礎的分析方法jのうちの地域社

会の中における都市的諸機関，すなわち都市的生産・結

節機関の現段階における，とりわけ北海道地域社会にお

ける分解・発展の毒事実にそった分析にその主題が限られ

ているということである。それ故普通の論文形式からい

うならば，こうした〈中〕の主題に関してき当然用意しな

ければならぬ総括的な結論を用意していなし、。しかしな

がら，このことは，本稿の各節において，われわれがそ

れなりの結論と問題提起を行なっていないということで

は決してない。このことは本稿の論述においてすでに明

らかであるとわれわれは考えるが，あえてそれを行なわ

なかった潔白を次にのベる必要があろう。

① われわれは，本稿(上〉からの問題提起にしたがっ

て，本稿では，北海道地域社会における都市的議機関

の資本主義的分解・発展のパターンにその論点、をしぼ

ったが，しかしながら，本稿においてもすでにみたよ

うに，現実にひとつの地域〈この場合，すでにみたよ

うにそれは自治体単位であるが〉の擁する，つまち自

治体が現に擁しうる人口総数と，その都市的諸機関の

資本主義的分解・発展パターンとのあいだには，した

がってまた，われわれが第1宝章で設定した人口変動類

型とのあいだには，明らかに大きな相関が認められ

る。

② さらにまた，すでに本稿(J二〉でわれわれが問題に

した全北海道地域社会における農民層の資本主義的分

解・発展パターンと，念北海道地域社会における都市

的諸機関の資本主義約分解・発展ノミターンとの関連

は，当然に問題としなければならなL、。しかも本稿に

おいて，われわれが都市的諸機関の資本主義的分解・

発展との潟速で明らかにした，都市的生産・結節機関

の就業者E毒性の特性との関逮で明らかにしなければな

らないのであるが，本稿ではかかる点には言及しなか

ったので，当然かかる点を含めて全体の総括は，今

後，行なわれなければならなし、。

③ さらにまた，本稿においてわれわれが設定した都市

的議機関の資本主義的分解・発展パターンにおいて現

らかにしうるとわれわれが考える相対的過剰人口論に

かかわる諸点に関しては，この〈中〉においては実態

提起のみであって，その理論的分析をわれわれは行な

っていなし、。

④ しかし，それをあえて行なわなかったのには，それ

なりの主主自がある。すなわち，すでに本稿〈上)でわ

れわれがその問題提起を行なったように，地域社会

学にもとづく地域社会論として本稿を展開するにあた

り，われわれは何よりもまず，地域住民自体のその生

活の経済・社会的再生産過程の構造にその基点をおい

ている。当然のことながら，その構造自体の理論的解

明は，理論的にあらたなる領域，すなわちグループで

の研究過程についていうならば，別稿を用意しなけれ

ばならぬ領域にそれは入ってし、る。そうした過程を

すでにわれわれは用意しつつあるが，そのことを含め

て，地域の人びとの生活過程のレベルにまでおりて，

われわれはかかる現実を解析しなければならぬと考え

ている。そして当然のことながら，こうした解析過程

は少なくとも現段階における人びとの生活単位である

家族(世帯〉の犠迭分析にまで及ばざるを得ないであ

ろう。もとより，われわれのグループの関心からいう

ならば，家族を現に構成する構成員のレベノレ?とまでお

りての分析が現在その主要なる関心となっているが，

(上)・(中〉と続けてきた本稿に関しては，その分析

レベノレは家主突(世帯)にとどめたいと考えているo本

稿にかんしてわれわれがあえて結論を下すことを避け

たいと考えたのは，ヨ三とbて以上の理由による。

⑤ ところで，本稿において，とりわけ第6節における

分析は決して十二分なものであるとはわれわれは考え

ていなし、。それは主として資料的制約による。関勢調

査 (45年度〉の北海道版の刊行がきわめて遅れたとい

うことが，われわれの研究にとっては最大のネックに

なった。それ故われわれは第6節において52自治体の s

みを始出して問題点の摘出を行なったが，今後， 215 

自治体の分析が，当然のことながら，必華きであると考

えている。

最後に幾つかの点に関してふれておきたし、。第一は，

Lイ)本稿の完成過稜において生活教育研究室の安倍憶雄・

三国博・西山博芳 .H券叉貞幸・ JII端まゆみ・佐藤律子・

宮崎IE名・前回利明・ 5諸国雅博・酒井英資・小軽米文仁

などの学生諸君の多大な助力があった。この意味で本稿

は生活教育研究室・教育社会学グループすべての成員の

共同作業の結果であるといわなければならない。(吟第二
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に本橋は，布施・務主主・小林・ JII~碕の共同討議の中で，

学生諸君主の協力をまって，完成されたものであるが，

直接の執筆分担は，第3節布施・ JII崎，第4節1111埼・布

施，第5節小林・岩城，第6節岩城・小林で、ある。全体

の統ーは布施の資任において行なったが，本稿において

もしとるところがあれば，それは研究グループ全体の成

果といわなければならなし、。付なお，本研究クツレープの

一員である大学院生神間嘉延は，本研究に関し，方法論

上の疑義があるという理由で，今回は参加していない。
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